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1 はじめに 

液状化に関する研究がはじまったのは，1964年に日米で発生した，新潟地震とアラスカ地震で

あったことは地盤工学の専門家の間ではよく知られている。しかし，1983年日本海中部地震の後

に NHK で放映された「日本海中部地震の謎」という番組では，「この現象を専門家は地盤の液

状化と呼びます」と説明している様に，まだ一般用語ではなかった。その後たとえば政界液状化
1)などマスコミで一般用語としても使われるようになり，「液状化」という用語は一般社会でも

利用されるようになったようである。 
新潟地震やアラスカ地震後の液状化に関する理解はかなり単純で，地盤（土）が液体状に振る

舞うので，せん断抵抗や支持力がなくなるというものであった。しかし，研究が進むにつれ，港

湾岸壁の被害，緩斜面の流動など多くの現象が液状化と関係づけられるようになった。これに対

応して新しい用語が使われることもある。ここで問題なのは，同じ用語が複数の意味を持つ可能

性があることである。この場合，実際とは異なる情報が伝達される可能性がある。技術者の使う

用語は，誤解がないように伝わる必要があり，そのために，用語を定義し，定義に基づいて利用

することは重要である。 
液状化にかかわる用語に関しては，筆者の知る範囲では3つの委員会でまとめられている。地

盤工学会では，「液状化メカニズム・予測法と設計法に関する研究委員会」 2)，「地震時の地

盤・土構造物の流動性と永久変形に関する研究委員会」3)，さらに土木学会「レベル2地震動によ

る液状化研究小委員会」4)で用語のまとめが行われている。しかし，最後の取りまとめから20年
以上が経過しており，その間に認識された新しい現象もある。 

ある現象を表現する名称は，当然，メカニズムと関係している。従って，本委員会でも，メカ

ニズムも明らかにするように心がけた。当然，研究が進んでくれば，これまで同じメカニズムと

考えられていたものは別のメカニズムと考えられることもある。その場合，これらに更に別の名

前をつけるか，というとそこにも問題がある。メカニズムの細分化と利用すべき用語が増えるこ

とは，専門家以外の知的負担を増加させることになる。 
前述の「地震時の地盤・土構造物の流動性と永久変形に関する研究委員会」で用語を整理する

際，石原，吉見，Finn などという液状化の研究で指導的役割を果たしてきた先達に新しい名前を

作ることについて意見を伺ったことがある。驚いたことに，新しい名前をつけるな，必要ならそ

の論文で定義して使えば良いというのが全員の共通した意見であった。上記の事情を考えると，

これが一番良さそうな方法であろうと考えられる。そこで，本委員会では，メカニズムに関して

はなるべく多くのケースを，一方用語については現在使われているものを調査し，まとめること

とした。 
 

液状化に係わる被害のメカニズムと名称を考える委員会 
 
 
 
 
 
 

参考文献 
1) 衆院選に問う(上)政界液状化 見極める目を，日本経済新聞，

https://www.nikkei.com/article/DGKKZO21525660W7A920C1MM8000/ [2023.01] 
2) 液状化メカニズム・予測法と設計法に関するシンポジウム発表論文集，土質工学会，1999 
3) 地震時の地盤・土構造物の流動性と永久変形に関するシンポジウム発表論文集，1998 
4) 土木学会地震工学委員会：レベル2地震動による液状化，レベル2地震動による液状化研究小委員会活動報告

書，レベル2地震動による液状化に関するシンポジウム論文集，2003 
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2 液状化のメカニズム 

はじめにでも述べた様に，液状化現象は当初は土が液体状になるという事であったように考え

られる。しかし，以下に示すように，この単純なとらえ方であっても，そのメカニズムについて

は共通の認識にはなっていない様に考えられる。以下では，歴史的な経緯も含め，いくつかのメ

カニズムを示す。 

2.1 限界間隙比，限界 N 値 

液状化研究の先駆者の一人である Seed と Lee1)によると，液状化が発生する条件を最初に示し

たのは，Casagrande2)である。彼は，Critical void ratio（限界間隙比 i）にある砂は排水せん断に対

して体積変化しないことを示した。限界間隙比より間隙比が大きい砂は，せん断力の作用下で体

積が減少するが，体積変化が起きない非排水条件下では有効応力が減少し，液状化が発生するわ

けである。その後，限界間隙比は拘束圧の関数である事がわかった。すなわち，拘束圧が大きく

なると限界間隙比は小さくなり，液状化する可能性がある。 
一方，日本では限界 N 値が求められた。小泉3)は地震前後の N 値を比較し変わっていないとこ

ろが限界間隙比の状態にあるとして，これを限界 N 値と名付けた。限界 N値はその後多くの研究

者によって求められているが，研究者により値が異なっている（たとえば，中川4)参照）。 
ただし，これらの方法には地震による外力の大きさが考慮されていない。その意味で，液状化

の可能性を示しているだけで，液状化発生予測に使えるわけではない。また，繰返し載荷時の挙

動に関しては触れられていない。すなわち，十分な実証に基づくものではなく，わかりやすさを

重視した概念的な提案であると判断できる。 

2.2 過剰間隙水圧が先か，有効応力が先か 

現象としては過剰間隙水圧の上昇と有効応力の減少は同時に起こっているが，液状化のメカニ

ズムを考える上では，過剰間隙水圧が先か，有効応力の減少が先かの議論は重要である。Seed & 
Lee は，次の様に述べている1)。 

The cause of liquefaction of sands has been understood, in a qualitative way, for many years. If a saturated 
sand is subjected to ground vibrations, it tends to compact and decrease in volume; if drainage is unable to 
occur, the tendency to decrease in volume results in an increase in pore-water pressure, and if the pore-water 
pressure builds to the point at which it is equal to the overburden pressure, the effective stress becomes zero, 
the sand loses its strength completely, and it develops a liquefied state.（砂の液状化の原因は長年にわた

り定性的にのみ理解されてきた。飽和した砂が地盤の振動を受けると，圧縮されて体積が減少す

る傾向があり，排水ができないと，体積減少の傾向によって間隙水圧が上昇し，間隙水圧が上載

圧と等しくなると，有効応力がゼロになり，砂の強度が完全に失われて液状化するのである）。

すなわち，先に過剰間隙水圧が上昇し，その結果，有効応力が減少するというのがメカニズムで

ある。 
日本でもこの考えが受け入れられてきたと考えられる。たとえば，先に挙げた小泉3)はその論

文中で次の様に書いている。 
新潟市では最近の地盤沈下の影響もあって，海岸砂丘の地域を除けば地下水位は高く，地表か

ら1–2m のところに存在する。限界間ゲキ比よりもゆるい状態の砂が水で飽和されている場合に

は，振動作用をうけると間ゲキが狭められようとし，間ゲキに存在する水の圧力が上昇する。間

ゲキ水圧の上昇によって粒子間に作用している有効応力が減少するから摩擦抵抗は著しく減少す

る。一般に，土，とくに砂質土が振動作用を受けるとセン断抵抗が減少するのである5)が ，飽和

した砂が比較的小さな加速度で流動化するのは上述のようなセン断変形に伴う余剰間ゲキ水圧の

 
i 臨界間隙比と呼ばれることもある。 
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上昇に基づくものと考えられる6)。 
筆者の知る限り，これに対して異なるメカニズムを唱えたのは三笠である。前記の小泉の論文

の後に，大崎の司会による討論が口述筆記されている。参加者は，小泉，三笠，山村，谷本，箭

内，荒木である。この中で三笠は小泉のメカニズムに対して次の様に述べている。 
「13ページの左欄の中ほどに『前段の記述』という表現がございます。テルツァギ・ペック

（Terzaghi-Peck）の本にも同じような表現があり，一般に行なわれている説明のしかたかと思い

ます。しかし私は，この表現にはあいまいなところがあって，そのままでは少しまずいというこ

とを機会あるごとにお話しているのです。間ゲキ水圧の上昇が原因であって，それによって有効

応力が減少し，さらにそれによってセン断抵抗が減るという論法は，ぜんぜん逆だと私は思うの

です。どうせ一緒に起こるのだからどちらが先でもいいじゃないか，つまらないことを議論する

ものだとお思いかも知れませんが，考え方の順序が逆になりますと，いろいろな混乱が起こって

まいりますので，もう一度申し上げます。 
初めのところに「振動作用を受けると間ゲキが狭められようとし……」とありますが，ここで

すでに土の骨組みに何か変化が起きている，あるいは起ころうとしている，という意味が含まれ

ている。それによって間ゲキ水圧が上昇するという順序になっております。その後で間ゲキ水圧

が上昇して，そのために有効応力が減少したと書かれているのは逆戻りではないかと思います。

つまり，ここでとられている解釈は，飽和したゆるい砂がセン断を受けると，限界間ゲキ比より

ゆるいため，ダイレイタンシーが負であって，収縮しようとする。そのために間ゲキ水庄が上昇

するということだと思うのです。それでしたら，土の骨組みがセン断を受けて構造が変わり，有

効応力が減る，そのため，釣合条件をみたすべく上載荷重のうち有効応力でささえ切れないもの

が間ゲキ水圧にかたがわりし，その結果として間ゲキ水圧が上昇するということになるわけで，

間ゲキ水圧が先であるという表現は正しくないと思います。もし間ゲキ水圧がすべての原因であ

るとしますと，骨組みのことは考えず，間ゲキ水圧の上昇の原因として何かほかのものを探さな

ければならないはずで，こういった限界間ゲキ比の概念では説明できないことになると思います。

以上，私の意見を申しあげたわけであります」 
これに対して，現在の考え方からみると，次の様に考えるのが妥当であろう。液状化のメカニ

ズムとして，図2.1の様な表現が非常に多くのテキストなどで使われている。振動（繰返しせん

断応力）を受けると，(a)の振動前の状態から，排水条件（乾燥）下では(b)の様に体積変化が起

こるが，非排水条件下では体積変化が許されないため，(c)の様に土粒子が間隙水の中に浮遊し，

せん断抵抗が失われる。これが液状化のメカニズムである。振動後充分な時間が経過すれば，間

隙水が領域外に流出するため，(d)の様に地盤が沈下する。 
 

 
 (a) (b) (c) (d) 

図2.1 液状化のメカニズム7) 

 
ここで，土骨格のかみ合わせが外れ，土粒子が間隙水の中に浮いているということが，三笠の

言っている「土の骨組みがセン断を受けて構造が変わり，有効応力が減る」というのが実際に起

こっている現象であろう。すなわち，Seed らの議論は，ダイレイタンシーにより体積が減少しよ

うとする，というところから始まっているが，その前に，粒子のかみ合わせが外れ，間隙に落ち
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ようとする，という現象があるわけで，これが粒子の接点力の減少，すなわち，有効応力の減少

を引き起こし，一方，外力（上載圧）は変わらないので，有効応力が減少した分，間隙水圧が受

け持ち，その結果，過剰間隙水圧が上昇するというのが，実際に起こっているメカニズムと考え

られる。 
なお，この考えは，砂を粒状体と考えなければ出てこないもので，連続体としての発想では出

てこない。砂を粒状体として考えるような研究は1970年代に始まっている。したがって，当初，

過剰間隙水圧が増加するのが先と考えたのも仕方なかったのかもしれない。 

2.3 液状化した砂は固体か液体か 

液状化は，元々，土が液体状になるという意味であろう。しかし，液状化前は明らかに固体で

ある。では，どのような条件で固体として存在し，どのような条件で液体としてふるまうのであ

ろうか。液状化時の挙動を解析するためには重要な事項である。ここでは，いくつかの実験など

から，その挙動を検討する。 

(1) 固体としての挙動 

図2.2は液状化強度試験と同じ試験で，液状化した後もさらに載荷を続けた後に非排水条件下

で単調にひずみを増加させたときの応力－ひずみ関係8)である。図の FL は液状化に対する抵抗率

で，1の時ちょうど液状化したことを表し，これより数字が小さくなるほど液状化してからの載

荷量（繰返し回数）が大きいことを表している。液状化した材料では，ひずみが小さい時には剛

性はほとんど0であるが，ひずみが大きくなると剛性が回復している。このとき過剰間隙水圧も

小さくなっていることから，液状化した砂であっても，ひずみが大きくなると正のダイレイタン

シーが起こったことがわかる。このような液状化後の挙動は液状化研究の初期からの興味深い事

項であったようで，Seed & Lee によっても行われ1)，ひずみが20%程度になると正のダイレイタン

シーのために剛性が回復することが報告されているが，図2.2からわかるようにこのひずみは液

状化以後の載荷量に依存する。 
図2.2(a)では初期のせん断応力はほとんど0であるが，(b)のように縦軸を200倍に拡大すると有

限の剛性があることが分かる。これは，液状化して骨格構造が形成されていないといっても，わ

ずかではあるがせん断応力を伝える機構が残っていることに相当している。このような挙動を見

ると，液状化しても砂は固体として挙動しているように見える。 
 

 
図2.2 液状化後も繰返し載荷を受け，その後に単調にひずみを増加した時の応力－ひずみ関係8) 
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(2) 液体としての挙動 

図2.3は液状化した地盤でよく見られる噴砂であり，砂を含む水が地表に湧き上がってきた跡

である。これを見ると，液体として挙動しているように見える。図2.4は傾斜した地盤中におい

た杭の実験9)である。液状化すると変位が発生し地盤が平らになったところで止まるが，この間

杭に作用する力は一旦大きくなりその後小さくなる。すなわち，杭に作用する力は変位に依存す

るのではなく，速度に依存しているように見える。せん断抵抗が速度に依存する物体は，流体と

してとらえられるので，この挙動でも，液状化した土は液体として挙動しているようである。 
 

         
(a) 1964年新潟地震・新潟空港（弓納持氏撮影） (b) 1983年日本海中部地震・三面球場（松森氏撮影） 

図2.3 噴砂の例 

 
図2.4 傾斜地盤中の杭の実験（濱田・大友ら9)に加筆） 

(3) 駆動力と液体挙動 

液体状としての挙動と固体としての挙動の違いは，次のように考えることで理解できる10)。液

状化したとはいっても，粒子間に働いている力は完全に0とはいえず，非常に小さい力が作用し

ている。しかし，非常に弱い力であるから，土粒子で構成される骨格構造は不安定で，少しでも

外力が加わると壊れてしまう。ここで，外力が少しであれば，構造の乱れも小さく，少し変形す

ればまた新しい骨格ができる。外乱が大きいときには骨格の形成，破壊の過程が連続して発生し，

それを全体として見ると，見かけは粘性係数の非常に大きい流体のように挙動すると考えられる。

ここで骨格を壊すような力を駆動力（driving force）と呼ぶことにする。 
つまり，図2.1(c)で示したように，粒子が間隙水に浮き上がったような状態というわけではな

く，図2.1(a)の形状に近いが，接触力がほとんど0になっている状態というわけである。 
それではどのような力が駆動力になるのであろうか。図2.5は傾斜した地盤に関する加振実験11)

である。載荷加振後5秒程度で過剰間隙水圧比が1になり，それ以後は液状化状態が継続している。

しかし，液状化しているにもかかわらず，小さい振動があるときは変位が進み，振動を止めると

5 DG-1

DG-2

DG-3

2.94
(kPa)

DG-1

DG-2

DG-3

BS1
BS2
BS3
BS4
BS5
BS6

Pile

Displ.
measure.

Strain
guage

1500

BS3

BS5

Time (s)0 5 10 15 20



6 
 

変位も止まっている。すなわち，この例では小さい振動が駆動力として作用したことが分かる。

また，加振の加速度が大きいほど変位の増加度が大きい事から，流体として挙動する際の粘性係

数は加振力（=駆動力）の大きさにも依存していることが分かる。 
 

 
 (a) 試験の状況 (b) 実験結果 

図2.5 傾斜した地盤の加振実験11) 

 
液体状であり続けるための駆動力の存在を想定すると，それまでに行われてきた振動台実験の

疑問がかなり解消する。まず，振動台で行われた実験では加振を止めると流動も止まってしまっ

たが，これは駆動力がなくなったこと，さらに振動台では液状化層厚も薄いので過剰間隙水圧の

消散が早く起こり，摩擦抵抗が回復したことが原因であろう。また，液体としての粘性係数を求

めるような実験では，本項の後半に示すように実験ごとに得られた粘性係数に大きな差があった。

液体の状態を維持するためには加振を続ける必要があり，その加振力が違うためであると考える

と納得できる。図2.4の実験では地表がほぼ水平になるまで（水平変位が止まるまで）加振を続

けたので，流動中は液体として挙動したと考えられる。 
駆動力としては，ほかに過剰間隙水圧が上方に消散する過程で発生する上向き浸透流が考えら

れる。上向き浸透流による動水勾配 i は次の式で表される。 

w

dh dpi
dz dzγ

= =  (2.1) 

ここで，h は全水頭（地盤工学では圧力水頭と位置水頭の和として近似する），p は過剰間隙水

圧，γwは水の単位体積重量である。この動水勾配による透水力（浸透力）fは次のようになる。 

w
dpf i
dz

γ= =  (2.2) 

液状化した地盤から過剰間隙水圧が消散する際には，液状化層上部の過剰間隙水圧が上昇し，有

効応力は0になる事がある。この時には，p は初期有効上載圧と等しいので，透水力は次式となる。 

t w
dpf
dz

γ γ′= = −  (2.3) 

ここで，γ't は土の（湿潤）単位体積重量である。この透水力が骨格の抵抗力より大きければ，土

は液体として挙動する。この状態は，液状化層厚が厚いほど長く続く。また，シルトが多い砂で

は透水係数が小さくなり，過剰間隙水圧の消散により時間がかかるので，やはり液体として挙動

する時間が長くなる。 
また，図2.3のような噴砂は，亀裂のある部分とない部分とで上載圧の差が発生し，これが駆

動力として作用した結果と考えることもできよう。これは，メカニズムとしてはクイックサンド

によるボイリングと同じ現象である。ただし，亀裂の発生などを予測することは現状の技術では

困難であることから，これを解析するのは現状では不可能に近い。場所の予測はできないが，仮
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定すれば消散に要する時間を計算することは可能であろう12)。 
元に戻って，図2.2に示したような準静的な実験では振動もしていないし，動水勾配もほとん

どない。すなわち，駆動力が作用しないために，固体として挙動したと考えられる。図2.2で，

もう一つ特徴的なことは，ひずみが大きくなると剛性が急激に回復するということである。つま

り，液状化したからといって変形が無限に続くわけではない。このように限界のひずみより大き

くなれば剛性が回復するという状況は液体として挙動すると考えても変わらない。図2.2で，も

う一つ重要なことは，剛性が回復するひずみの値は，液状化したあとさらに振動を受けた量に依

存しており，たくさんの載荷を受けた砂ほど低剛性の領域が大きくなることである。駆動力も液

状化後の載荷量に加えるべきということは，これまでの説明から理解できよう。 
液状化現象は地盤の破壊現象とみなされてきたが，このような現象を見ると，液状化の発生と

は応力－ひずみ関係が連続的に変化していく過渡的な状態の一瞬であるということができる。た

だし，一方では，液状化の発生前後を境として応力－ひずみ関係が急激に変化することも確かで

ある。その意味でこの状態を安定問題に対する設計値と考えることも意味がある。 

(4) 液体挙動時の粘性係数 

液状化地盤を液体と考えると，粘性係数の値が重要になる。この値は，液状化地盤中で球状な

どの物体を移動させ，その抵抗力から求めることができる。たとえば，佐藤・濱田ら13)は液状化

地盤中で球とパイプを移動させ，粘性係数の値を求め，液状化の程度が激しくなる（FL が小さく

なる）と，粘性係数の値が小さくなることを示している。また，大友14)は地表面が傾斜した地盤

に杭を設置して粘性係数を求めている。図2.6に実験例を示す。ちなみに，水の粘性係数は温度

にもよるがおおよそ1×10−6kPa･s，マヨネーズが8×10−3 kPa･s であるので，液体状の砂の粘性係数

はずいぶん粘度が大きい。 
杭のようなものを液状化地盤中で移動させると，前面では大きなせん断ひずみが発生し，ダイ

レイタンシーにより抵抗領域が形成される可能性がある。粘性係数が大きく計測されるのはこの

ような要因が影響しているのかもしれない。 
濱田・若松15)は振動台実験の結果をふまえ，粘性係数がひずみ速度の増加とともに減少する，

擬塑性体の性質を持っているとし，見かけの粘性係数が液状化層厚の3/2乗に比例するとした。

これに基づき，地表面変位を液状化層厚，粘性係数，密度，地表面勾配および流動の継続時間の

関数として表し，能代市の事例に適用し，流動の継続時間，実験値の延長，秋田港の記録から3
つの方法で求めた流動時間に基づいてそれぞれのケースの粘性係数を図2.7のように示した。た

だし，この図は地盤材料が実験値と同じとしたケースで，実地盤では粒度組成や締固めの度合い

が異なっているので，図の粘性係数は実地盤のものではないとしている。また，流動の継続時間

を地震動の継続時間（最長で95秒）としているが，流動は地震の振動が終わった後でも続いてい

ることが考えられるが，その点には触れられていない。 
 

 
図2.6 粘性係数の実験値の例16) 
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図2.7 層厚依存の粘性係数と実地盤の対応15) 

 
図2.8 ビンガム流体としての粘性係数15) 

 
その後，液状化した砂が液体のように挙動するときには，ひずみ速度によって粘性係数が変化

するビンガム（Bingham）流体として挙動することが分かってきた。図2.8はその一例である。国

松・神宮司ら17)は，既往の研究で求められた粘性係数の値は0.3～8183Pa･sの間にある事を示し，

また，既往の計測方法とは異なる粘度計を用いてレオロジー特性を測定し，液状化した砂地盤の

流動特性は上向き浸透流の流速によって大きく異なり，流速が早くなるにつれて擬塑性流体的挙

動からニュートン流体的挙動を示すことを示した。 
これらの結果を概観すると，液状化した土の粘性係数は一義的に決められるものではなく，さ

まざまな要因，たとえば加振の強さ，上向き浸透流（したがって流動の継続時間）などに左右さ

れることから，流体としての解析を行うのであれば，これらにある程度の目処をつける必要があ

る。 

2.4 液状化に伴う流動 

この現象に対する研究は，日本では1983年日本海中部地震の後，能代市前山で発生した大きな

水平変位が確認されたことが契機となった（図2.9）。地震前後の航空写真よりその間の変位を

求めると，数 m に及ぶ変位が確認された18)19)。その後，多くの過去の地震について同じ手法が適

用され，普遍的な現象であることが分かった。また，その後の地震についても調査が行われてい

る。ただ，筆者の知る範囲では，1995年兵庫県南部地震を最後としてこの様な調査が行われてい

ない。 
一方，北米での契機は，1971年サンフェルナンド地震による Lower San Fernando damの被害で

あろう（図2.10）。 
 

 
図2.9 能代市前山の被害20) 

 
図2.10 Lower San Fernando ダムの被

害21) 
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これら，契機になった被害が影響しているのか，日米では流動に関する考え方が異なるようで

ある。すなわち，北米では残留強度が着目され，日本では応力－ひずみ関係が着目されているよ

うに考えられる。 

(1) 残留強度による方法 

Seed・Seed22)は，Lower San Fernando ダムの被害に関して，図2.11のイメージを示した。図で，

実線は土に作用するせん断応力，破線は土の強度である。地震前には土の強度は作用せん断応力

より大きいが，地震により強度が低下してくる。そして，せん断強度が残留強度より低下すると

流動が起こり，この後地面が平らになると地盤に作用しているせん断応力も減少し，最終的に地

盤の強度と作用力が同じになるところで流動が止まるとしている。図2.12は Seed・Harder23)によ

る残留強度の逆算値である。この図のオリジナルは Seed24)によるものであるが，範囲を表すバー

が付いているのが新しい。17地点の結果が示されているが，そのうち9地点がダムである。また

日本のデータとして川岸町アパート，羽越線盛土（1964年新潟地震），甲田村鉄道盛土（1968年
十勝沖地震），持越鉱滓ダム（1978年伊豆大島地震）が入っている。このうち，甲田村は，鉄道

盛土と示されているが，オリジナルの出典25)を見ると，Koda Mura, Tenmabayashi, Pref. Road とあ

るので，道路盛土（県道8号線，現在の七戸町甲田地区）であるii。 
 

 
図2.11 液状化後の変位発生のメカニズム22) 

 
図2.12 残留強度23) 

(2) ほぼ水平地盤における流動 

一方，日本では勾配が1/100程度と非常に勾配が小さい流動も発生していることが知られてい

る。たとえば，図2.13は1964年新潟地震の際，7m以上の水平変位が発生した新潟市海老ヶ瀬地区

である。図(b)の断面図に縮尺を示したように，水平距離400m に対して地表の不陸は2m 以下で，

現地を歩いてみると，ほとんど水平と感じるところである。 
そこで，たとえば勾配を1/100，地下水位が地表とすると，GL−5m の深さで作用している初期

せん断応力は土の湿潤単位体積重量を20kN/m3として10×5×0.01=0.5kPaである。この値は図2.12に
比べればずいぶん小さい。すなわち，この様な変状は残留強度の考えでは求められない。 

(3) 安定問題と変形問題 

液状化後の流動を含む挙動に関しては，これまで図2.14のようなイメージで議論されることが

多かった。すなわち，応力－ひずみ関係で見ると液状化によりせん断応力は低下するものの，あ

る程度ひずみが発生すると残留強度を維持するものと再び強度が上昇するものがあり，前者では

無限のひずみ，すなわち流動が発生し，後者では流動量が限定的である。図2.14(b)ではさらに詳
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しく，液状化しても強度が低下しない例を示しているが，意図は同じである。このイメージは図

2.11，図2.12で示したものと整合している。 
 

    
 (a) 変位地図 (b) 断面図 

図2.13 1964年新潟地震の際の海老ヶ瀬地区の変位（文献20を修正） 

 

      
 (a) Finn26) (b) 石原27) 

図2.14 液状化後の挙動のイメージ 

 
これらの図のイメージは単調載荷時の土の挙動に基づいているように思われる。そこで，まず

単調載荷時の挙動を見てみる。 
図2.15は緩い豊浦砂に対する非排水載荷の例である。図2.15(a)の応力－ひずみ関係には，図

2.14(b)に見られるような限定的流動型の応力－ひずみ関係が見られる。一般的に，初期有効拘束

圧が大きいほどピーク強度が大きく，流動を起こすような形状になっているが，拘束圧が小さい

と応力は単調に変化していくようになる。また，いずれのケースでも最終的に定常状態に至って

以後，同じせん断応力を維持して変形するようになる。残留強度はこの状態のせん断応力である。 
ところで，この図では，流動時の最小の軸差応力は約30kPa，残留強度は70kPa である。先に述

べたように地表面勾配1/100程度の流動を考えると，初期せん断応力は1kPa 以下で，したがって

流動は起こらないという結果になる。さらに，実地盤の相対密度の最小値は35～40%程度であり，

図2.15はこれよりずっと緩い材料である。次に，図2.16は相対密度 Dr をパラメータにした試験結

果である28)。相対密度が大きくなるほどピーク荷重から強度が落ちるという現象は見られなくな

る。 
また，図2.15，図2.16を見るとピーク荷重時のせん断ひずみは1%程度である。しかし，液状化

強度試験の結果，たとえば，図2.2を見ても，もっと大きいひずみでも応力－ひずみ関係は単調
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載荷のようなイメージにはならない。また，液状化後に単調載荷した図2.2の応力－ひずみ関係

を見ても，図2.14とは異なっている。すなわち，単調載荷と繰返し載荷では，その挙動は大きく

異なるととらえるのが自然である。 
 

 
 (a) 応力－ひずみ関係 (b) 応力経路 

図2.15 緩い豊浦砂の非排水載荷時の挙動29) 

 
 (a) 応力－ひずみ関係 (b) 応力経路 

図2.16 相対密度の異なる試料の単調載荷実験の結果28) 

 
図2.14の説明でもう一つ欠けているのは，図2.11で示されたような初期せん断に対する考慮が

されていないことである。つまり図2.14は，ひずみを単調に増やすような実験で得られる応力－

ひずみ関係に挙動を限定したものといえる。 
これらを考えると，図2.17のような発想ができる30)。なお，図は非常に模式的で，本来異なる

曲線もメカニズムとして同じなら同じように描いている。ここで，曲線 OABCD と OABCE は図

2.14で流動，限定的流動に対応する曲線である（以後，これを骨格曲線とよぶ）。また，図には

点線で OB，OC も描かれているが，これらは図2.2に示したような，繰返し載荷を受け液状化し

た後の応力－ひずみ関係である（以後，これを繰返し後曲線とよぶ）。図2.2の実験ではせん断

応力の載荷は約100kPa 程度までしか行われていないので，さらに載荷を続けると，図2.14の状態

になるのかは不明であるが，ここではその状態に至ると仮定する。 
まず，作用している初期せん断応力がτ1と比較的大きいケースを考える。この場合には，地震

による応力により点 A を超えてしまうと，大きな変形が発生する可能性がある。地震による過剰

間隙水圧の発生により対象とする骨格曲線が OB のような繰返し後曲線になっているかもしれな

いものの状況は同じである。また，ひずみが大きくなるとたとえば傾斜地盤が平らになってくる

などして作用せん断応力が小さくなってくることも考えられるが，議論の本質にはあまり関係が

ない。 
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地震により状態点が A（または B）を超えると，抵抗力より作用せん断応力が大きいので不安

定になる。図では，応力が一定の値になるところに点 F を設けているが，点 F の残留強度より作

用せん断応力が大きいと不安定になる。すなわち，点 F のせん断強度で判定して，安定問題とし

て捉えることができる。もちろん，CE のようにせん断強度が回復する場合には，限定的流動と

なるが，安定問題として考えることができることは同じである。 
ところが，初期せん断応力がτ2のように小さいと，地震時の載荷量によって OB，OC など繰返

し後曲線は変化するものの，作用せん断応力は残留強度より小さいので，安定問題ではなく，変

形問題として取り扱える。したがって，変形も求まる。OC の事例は図2.2にみることが出来る。 
このように考えると，図2.12は安定問題として捉えたときの残留強度を扱っており，一方，図

2.2は変形問題を扱っていることがわかる。そして，日本の流動の事例では初期せん断応力が非

常に小さいケースも多いので，変形を求めることができるということになる。 
 

  
図2.17 液状化・流動挙動の模式図30) 

2.5 そのほかの要因 

2.5.1 被圧水により噴水が発生したのではないかと考えられる事例 

台地や段丘の際や扇状地の末端などで，地表面下数 m～数十 mの深さに砂礫層や砂質土層が堆

積し，表層に難透水層が堆積している場合，背後の山地に降った雨が地中に浸みこんで流れてき

て，砂礫層内の地下水の圧力が静水圧より高くて被圧していている箇所が多くある。このような

箇所が地震動を受けると繰返しせん断力による通常の液状化が発生しなくても，表層の難透水層

に発生したクラックなどを通って被圧水が地表に噴き出してくることがあると考えられる。また，

被圧しているため有効上載圧が小さく，砂礫層や砂質土層が繰返しせん断力によって液状化し易

くなっていて液状化し，地表に噴水・噴砂が生じる可能性も考えられる。 
このような台地や段丘の際や扇状地の末端で地震時に噴水・噴砂が発生し，それを現地で詳細

に調べられた事例は，1964年新潟地震で液状化が広く認識されて以降国内で殆ど無いと言えよう。

それに対し，2016年熊本地震の際に，益城町の台地の際でこのようなことが発生したのではない

かと思われるので，以下にその事例を示す。ただし，筆者達は熊本地震の本震発生半日後にこの

付近に調査に行ったものの，益城町内では震動による倒壊が激しく，秋津川沿いの一部しか液状

化の調査が出来ていない。それに対し，7月2日には徒歩により液状化が発生した可能性がある地

区を調査してまわったので，以下の資料はこれらの調査結果に基づいて，図2.18に示す安永・惣

領・福富・広崎地区におけるいくつかの地点の噴水・噴砂発生状況及び住宅の被害状況に関して

考察したものである。 
なお，益城町で多くの建物が甚大な被害を受けた原因として，i) 強い地震動による建物の変

形・崩壊，ii) 擁壁の倒壊などに伴う宅地地盤の変状による建物の変形，iii) 液状化による建物の

沈下，といったものが挙げられている。そして，これらのうちの複数の原因で建物が被災してい

る可能性もあり，液状化だけによる被害かどうかの判断は難しいと言えよう。 
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図2.18 噴水・噴砂発生状況及び住宅の被害状況を考察した地点（地理院地図31）に追記） 

(1) 安永地区 

安永地区で標高が高い方から Y1，Y2，Y3地点の被災状況を写真2.1～写真2.3に示す。Y1は図

2.18の地形分類では山麓堆積地形となっているが，明治～大正時代の旧版地形図にはため池らし

い記載があり，そこを埋めて公園にした所ではないかと思われる。7月の時点では公園は整地し

直されていて噴砂は見当たらなかったが，公園の北側や東側に隣接する建物が震動だけとは違う

ような被害も受けており，液状化が発生したのではないかと推定される。Y2，Y3は図2.18の地形

分類では台地際や氾濫平野に分類されているが，Y1から下っていく小さな沢のような地形であ

る。Y2と Y3とも塀がめり込み沈下し，Y3やその周辺では噴砂らしき砂も見られたので，これら

の地点では液状化したのではないかと推定される。その場合は小さな沢を埋めた砂が液状化した

のかもしれない。 
 

 
写真2.1 Y1地点 

 
写真2.2 Y2地点 

 
写真2.3 Y3地点 

(2) 惣領地区 

惣領地区のうち S1地点の被災状況を写真2.4に示す。塀のめ

り込み沈下状況から液状化したのではないかと推定される。

マンホールの浮上りや電柱の傾斜も発生していた。ここは図

2.18の地形分類図で旧河道と分類されている。ただし，旧版

地形図を見ると明治時代～1960年代までは自然地形の畑のよ

うになっており，特に明瞭な旧河道があったわけではないと

Y1
Y2
Y3

F1
S1

F2

F3
F4 S2

S3H1

安永 Y1

2016年7月2日撮影

安永 Y2

2016年7月2日撮影

安永 Y3

2016年7月2日撮影

 
写真2.4 S1地点 

惣領 S1

2016年7月2日撮影
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思われる。したがって，旧河道堆積物か，畑から宅地化する際に砂で盛土してそれが液状化した

のかもしれない。 
 

 
図2.19  F4と秋津川との間で地震後に行われたボーリングデータ（ジャパンホームシールドによる） 

(3) 福富地区 

S2地点は地名が惣領であるが，地形分類的には福富地区の東端として扱った方が良いと思われ

るので，福富地区に入れて他地点と比較してみる。S2，F1～F5の被災状況を写真2.5～写真2.10に
示す。各地点の大まかな標高は，S2で9m，F1で9.5m，F2・F3で8.5m，F4で9m，堤防付近で8m
と多少のアップダウンがある。地形分類図では F1が台地で F2～Ｆ4は自然堤防になっているが，

あまり差がないと感じられる。S2の少し北側は旧河道であり現在も水路がある。まず，F1の第1
保育園では，写真2.5に見られるように園庭に地割れが生じ，噴砂もあったようで，液状化が発

生したのではないかと考えられている。 
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F3地点を7月に訪れた時，写真2.6に示すように家の周りに水があふれ出ていた。住民の方に聞

くと，井戸で地下水を採っていたが，そこから水が噴き出してきているとのことであった。井戸

が壊れたので被圧水が出てきたのではないかと推定しておられた。この近くの秋津川護岸付近で

ボーリング調査が行われていたので現地で聞いたところ，GL-40m 付近で被圧地下水が確認され

たとのことであった。近隣の F4と秋津川との間で地震後に行われたボーリングデータを図2.19に
示す。これによると表土の下に GL-4m 付近まで N 値が１～2の軟弱な砂混じりシルトが堆積し，

その下部に GL-8mまで N値が3～5のシルト混じり砂～砂層，GL-13mまで N 値が10～14の砂層，

そしてその下部に砂礫層が続いている。この砂礫層に標高が高い所から流れてくる地下水が被圧

しているのではないかと考えられる。 
 

 
写真2.5 F1地点 

 
写真2.6 F3地点 

 
写真2.7 F2地点 

 
写真2.8 S2地点 

 
写真2.9 S2地点 

 
写真2.10 S2地点北隣の水路 

 
F2地点では写真2.7に示すように地下水が湧き出して路面に水が流れでていた。2012年の

Google ストリートビューを見ると路面に水は流れていない。この地点と秋津川との間の S2地点

付近でも，写真2.8，写真2.9に示すように道路や庭に同様に水が湧き出していた。S2と F2の間に

は図2.18に示すように旧河道があり，現在は狭い水路となっている。水路には写真2.10に示すよ

うに護岸に設けられて排水パイプから水が勢いよく噴き出し，さらに擁壁との境からも水が浸み

だしていた。熊本地震前の2012年1月や2013年12月，2015年2月の Google ストリートビューを見

ると，湿ってはいるもののこのように水が勢いよくは出ていない。以上のようなことより，この

地区では，液状化で地下水が噴き出したのではなく，下部の砂礫層を覆っていた難透水層の一部

に地割れが発生するなどして，被圧水が湧き出したり噴き出したりしたのではないかと推測され

る。なお，F2や S2地点付近では地下水は湧き出してはい

るものの，塀や住宅が大きくめり込み沈下したような形

跡はなかった。したがって，被圧した地下水が噴き出す

だけでは建物の沈下被害は生じないのではないかと考え

られた。 
一方，F4地点の建物の被害状況を写真2.11に示す。ここ

では建物が西側に大きくめり込み沈下し，傾いていた。

ここの2015年2月の Google ストリートビューを写真2.12に
示す。熊本地震の1年2ヶ月前の写真であるが，畑が宅地

(5月時点）

福富 F1
福富 F3

2016年7月2日撮影

福富 F2 

2016年7月2日撮影

惣領2

2016年7月2日撮影

惣領 S2

2016年7月2日撮影

惣領 S2

2016年7月2日撮影

 
写真2.11 F4地点 

2016年7月2日撮影
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用に整地された状態になっており，この時点では自然地形を掘削埋め戻しなどの人工的な改変を

行っているようには思われない。また，この写真の後に建物が建てられたはずであるが，その際

に人工改変されたのかどうか分からない。自然のままとすると，F2や S2と違ってなぜめり込み

沈下や傾斜が生じたのであろうか。考えられる原因を挙げてみると以下のようになる。 
 

  
写真2.12 2015年2月の F4地点の Googleストリートビュー 写真2.13 2016年4月22日（本震の

6日後）に清田隆博士が

撮影された時の被災状況 

 
1）写真2.13に清田博士によって本震6日後に撮影された写真を示す。西側（写真右側）の塀の傍

に盛り上がっている土が噴砂のようにも見えなくはない。ただし，北側（写真手前）の塀が沈下

しているわけでもないので，液状化したとは思えない。また建物基礎が汚れていないので，地震

直後に宅地内に地下水が噴き出したような痕跡も見あたらない。したがって，ここは液状化や被

圧水に起因した地下水が地表面に噴出しなかったか，湧出したとしても少量だったのではないか

と考えられる。そして，地下水の噴出によりめり込み沈下が生じたのではない，と考えられる。 
 
2）熊本地震の翌月に Google ストリートビューで撮影されているこの建物の被災状況（写真2.14）
を見てみると，西側の塀が西側に孕み出し，建物が西側につんのめるように沈下・傾斜している。

また，さらに西隣の建物の西側の道路を南側から見た写真2.15によると西隣の西側の塀も西向き

に多少孕み出している。ただしその量が小さい。これらの2棟の間には写真2.16に示すように2m
程度の幅の道路があるが，西側に向かって道路が大きく移動したような感じは受けない。したが

って，写真2.13の建物の西側の塀が孕み出したのは建物が西側へ大きくめり込み沈下して塀を押

したためではないかと考えられる。なお，後述するようにこの地区の地盤全体は南側（写真奥側）

の秋津川に向かって流動している。 
 

 
写真2.14 2016年5月の F4地点の Google ストリートビュー 
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写真2.15 2016年5月の F4地点西隣の家の西側 Google ストリートビュー 

 
写真2.16 2016年5月の F4地点における2棟間の道路 Google ストリートビュー 

 
3）図2.19に示したボーリング調査箇所の位置が近接しているので，同様の土層構成と考えられ

る。そうすると，地表～GL-4.2 m まで軟弱層があるため，建物が強い西向きの震動を受け，西側

に向かってつんのめるように地盤にめり込み沈下したのではないかと推定される。また，図2.19
によると GL-1.7～-4.2 m の軟弱層は粘性土と記述されているが，砂混じりシルトであるため，震

動によって強度や剛性が少し低下し，建物がめり込み沈下し易くなった可能性も考えられる。 
さて，福富地区の秋津川右岸沿いでは，写真2.17に示すように秋津川の河道内が隆起している

状況が本震翌日（2016年4月16日）の現地調査において確認された。このような河道内が隆起し

ている箇所に接する宅地内には，写真2.18に示すように宅地内に無数のクラックが秋津川に沿っ

て入っており，堤内側の宅地が秋津川に向かって流動していることが伺える。ただし，このよう

な地盤変状が確認された付近において液状化の痕跡となる噴砂は確認されておらず，秋津川沿い

の戸建て住宅においてもめり込み沈下や抜け上がりといった戸建て住宅の支持層となる表層地盤

の液状化に起因する被害は確認できていない。 

 
写真2.17 秋津川の河床の隆起（S3地点） 

 
写真2.18 秋津川沿いの亀裂（S3地点） 
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(4) 広崎地区 

九州自動車道を挟んで秋津川右岸の下流側に位置する広崎地区では，写真2.19や写真2.20に示

すように埋設管の埋戻し土の地盤変状が確認された。写真2.20では，アスファルト舗装が噴出し

た噴水あるいは噴砂によって変色していることから埋戻し土が液状化したことで同被害を生じた

ものと推察される。 
 

 
写真2.19 埋戻し土の変状（H1地点） 

 
写真2.20 埋戻し土の液状化被害（H1地点） 

2.5.2 水膜 

過剰間隙水圧の消散が始まると，間隙水は一般に地表に向かって，液状化した土から，隣接す

る土に移動する。このとき，隣接する土の透水係数が液状化した土の透水係数より小さいと，液

状化した土から排出された間隙水より上の層に浸透する間隙水の方が小さいので，上の層に浸透

できない間隙水は隣接する土との境界で蓄積され，水の層ができることになる。これを水膜

（Water film）現象という。 
図2.20は遠心力載荷試験の結果32)で，図(a)に試験体を，図(b)に過剰間隙水圧の分布を示す。こ

の実験は50g の遠心力を加えて行われているので，モデルのスケールは実物の1/50であるが，図

では全て実物換算の数値が使われている。この試験は液状化する砂の上に，透水係数の低いシル

トがあるのが特徴である。 
加振は約6秒行われているが，砂層では5秒で過剰間隙水圧はほぼ有効上載圧に等しくなり，液

状化している。加振が終わると過剰間隙水圧が消散を始めるが，消散は先にも書いたように，下

から上に間隙水が移動する現象であるので，過剰間隙水圧は下から小さくなり，逆に上の方では

間隙水が供給されるので，仮に液状化していなかったとしても有効応力が0となる。すなわち，

過剰間隙水圧の分布は台形状になるのが一般的であり，図2.20(b)でもそのようになっている。こ

の台形の平坦部は15秒でシルト層下端に達しているものの，それから3.5分まで液状化層の過剰

間隙水圧の分布はほとんど変わらず，その後地盤全体として徐々に減少している。最終的に過剰

間隙水圧がなくなるのは加振後40分で，15秒後で砂層下端の過剰間隙水圧が約半分になったのに

比べると長い時間がかかっている。 
図2.21にこの挙動を模式的に示す。図では砂層部分のみが示され，(a)は過剰間隙水圧分布，(b)

は(a)で A，B，C として示した異なる深さの過剰間隙水圧時刻歴，(c)はシルト層下端と砂層上端

の変位（沈下）の時刻歴である。砂層が全体として液状化したとすると，過剰間隙水圧分布は図

2.21(a)の左端のように，初期有効上載圧σ'v0分布と重なる。この時点の過剰間隙水圧は初期有効上

載圧と同じであるので，図2.21(b)の A，B，C の水圧の違いは深さの違いである。これから過剰

間隙水圧の消散が始まるが，間隙水は上方に動くので，まず深い位置 C から過剰間隙水圧が小さ

くなるが，A，B はしばらくは値が変わらない。そして，深さ C の水圧が B，A の初期有効上載
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圧と同じになった時点で，この B，A の水圧も動き始める。その間，シルト層に流れる水量は少

ないので，図2.21(c)に示すようにシルト層の下端と砂層の上端の間に間隙水が溜まる。フェーズ

1として示されたこの状態では，溜まった水（水膜）の厚さは厚くなっていく。なお，シルト層

の下端が時間と共に沈下しているのは，少ないとはいえシルト層の中に間隙水が流入し，水膜の

厚さが薄くなるためである。 
そして，台形の間隙水圧が長方形分布となるとき，すなわち，A，B，Cの過剰間隙水圧が砂層

上部の初期有効上載圧と同じなった時点で，砂層の間隙水圧の変化は止まってしまう。実験では

15秒～3.5分の挙動である。この間，砂層からの水膜への間隙水の供給はないが，シルト層から

の間隙水の消散はあるので，フェーズ1と同様，シルト層下端に沈下は続くので，水膜の厚さは

薄くなっていく。フェーズ2は水膜の厚さが0になったときに終わりとなり，その後はシルト層内

の透水に対応するように，地盤はゆっくり沈下していく。これが実験の3.5分～40分の挙動であ

る。 
 

     
 (a) モデル (b) 過剰間隙水圧の変化 

図2.20 水膜現象の発生32) 

 
図2.21 水膜現象のメカニズム33) 

 
このような挙動は，最初フィルダムに対する遠心力載荷試験で見つけられた。フィルダムでは

中央部に不透水層があるが，その砂層との境界部で間隙比が大きくなり，それが崩壊の原因とな

るというわけである34)。そのメカニズムがよりわかりやすくなったのが図2.20の実験である。 
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2.5.3 構造物直下の地盤 

直接基礎の建物やケーソンのように重量構造直下では上載圧が大きいので，液状化強度は高く

液状化が起こりにくい。それ以外にも起こりにくいメカニズムがある。 
話を簡単にするために，図2.22に側方の変位（ひずみ）を拘束したケース（一次元の地盤に相

当）と側方の応力を一定にしたケースを考える35)。図2.22(a)は側方のひずみが拘束されている要

素（dεh=0），(d)は応力が一定の要素（dσh=0）で，その下の図はこれらが繰返しせん断を受けた

ときの応力状態と変形を表している。これらの要素は地震前には鉛直，水平にそれぞれ

0 0v v uσ σ ′= + ， 0 0 0 0h h vu K uσ σ σ′ ′= + = + の応力が作用している。ここで，u は静水圧である。この

状態のモール円は直径が 0 0(1 ) vK σ ′− で K0が1より小さいので，円は有限の大きさである。この状

態から過剰間隙水圧が発生すると考え，その途中，τvh=0の状態で考える。 
 

  
図2.22 側方ひずみ一定と応力一定の挙動の比較 

 
dεh=0の場合には，載荷により側圧が増加するので，σv とσh は等しくなっていく。さらに，過

剰間隙水圧は等方に作用するので，σ'v とσ'h も同じになり，図2.22(b)に示すようにモール円はほ

とんど点になるので，拘束圧0の地点まで移動することができ，液状化が発生する。一方，dσh=0
の条件では，全応力に対するモール円の半径は変わらない。したがって，有効応力に対するモー

ル円のサイズも変わらないので，過剰間隙水圧が発生しても図2.22(e)に示すように，有効応力の

モール円はモール・クーロンの破壊規準に当たったところより左に動くことはできない。すなわ

ち，液状化の定義を有効応力が0になったときとするのであれば，この要素は液状化しない。た

だし，モール円が破壊線に接しているので，せん断破壊が生じており，大きな変形が発生する。

この例のように，単純な条件では図2.22(f)に示すように繰り返せば要素は次第に扁平になる。 
図2.23は構造物直下と側方自由地盤の破壊時の応力状態を示している。構造物側方の自由地盤
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では dεh=0の条件がほぼ成立するので，液状化し，側圧は上載圧まで上昇する。構造物直下では

上載圧は自由地盤の上載圧より大きいのに対して，側圧は最大でも自由地盤の上載圧までしか上

昇しない。つまり，図2.22(e)の dσh=0条件と同じような現象が発生するので，液状化が発生しな

いことになる。 
実挙動との対応をみるために，危険物保安技術協会で行われた実験36)を紹介する。この実験は，

1995年12月に行われた消防法の改正により既存タンク直下でも液状化対策が必要になったことを

受け，液状化対策の効果を確認するための実験の一部で，無改良の地盤の上に重量構造物を置い

た実験である。図2.24に過剰間隙水圧の時刻歴を示す。図に実線で示した自由地盤では液状化が

発生しているのに対して，点線で示した構造物直下では液状化には過剰間隙水圧の発生量は小さ

く，その意味で液状化は起こっていない。 
 

 
図2.23 構造物直下と自由地盤の応力挙動35) 

 

 
図2.24 構造物直下が液状化しない例36) 

2.5.4 二次液状化 

地震の際に発生した過剰間隙水圧は時間と共に消散する。たとえば，図2.20の実験では，上部

のシルト層は加振終了後に過剰間隙水圧が上昇している。過剰間隙水圧の消散は水平成層ではこ

の例のように鉛直上方に起こるので，過剰間隙水圧が多く発生した層の上では有効応力が0にな

る可能性がある。このように，過剰間隙水圧が伝播して液状化状態になる現象を三上ら37)は二次

液状化（Secondary liquefaction）と名付けた。この用語は一般的というわけではなく，7ICEGE に

おける発表38)の際でも，海外の研究者とは同意が取れなかった。一般的な名称とすれば，浸透に

伴う液状化（Seepage-induced liquefaction）の方が現象をよく表しているかもしれない。 
実務では，たとえば，杭の設計では液状化層より上層の砂層は全て液状化層と評価して地盤反

力係数を低減させた設計が行われる場合もある。また，液状化対策をした場合には，側方で液状
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化した地盤から間隙水が浸透してくるため，図2.2539)に示すように，有効応力が小さくなり強度

や剛性が小さくなる領域（劣化領域）が現れるので，液状化対策領域に作られる基礎の支持力を

求める際には劣化領域の抵抗は考慮しないことの提案もある。なお，この領域は井合ら40)による

解析に基づいている。彼らは，振動台実験による液状化対策領域の過剰間隙水圧が上昇すること

を確認した後，定常浸透解析を行った。結果，過剰間隙水圧比が0.5未満であればひずみは大き

くならないとして，0.5以上の領域を求めると図2.25の ABCDの四角形になるが，このうち，上の

三角形 ACD が振動台実験で特に不安定な挙動を示すことからこの領域を液状化したとして取り

扱うことが妥当であるとした。 
 

 
図2.25 改良地盤が軟化する領域 

 
二次液状化した地盤の力学特性を定量的に計測したものとして，三上・吉田ら37)の研究がある。

ここでは，三軸試験で繰返し載荷により過剰間隙水圧をある値まで発生させ，その後背圧を調整

して有効応力を0にした後，単調載荷による応力－ひずみ関係を求めた。ケース1～ケース6の6つ
のケースの実験が行われた。ケース1は繰返し載荷も背圧の操作も行われていない単調載荷のみ，

ケース2も繰返し載荷は行わないが有効応力は0にした場合，ケース3～6は繰返し載荷により過剰

間隙水圧比を0.2，0.4，0.6，1.0に上げた後有効応力を0にしたケースである。ケース2～ケース5
が二次液状化のケースである。 

図2.26に試験で得られた応力－ひずみ関係と応力経路を示す。繰返し載荷の応力経路を見ると，

載荷した部分では4つの結果はほぼ完全に一致しており，良好な試料が作られていることがわか

る。図の単調載荷部分を見ると，ケース1（普通の単調載荷）とケース6（液状化させたケース）

を除く，二次液状化と設定した試料はほぼ似たような挙動で，かつケース1，ケース6とは全く異

なっている。これを設計に用いるような割線剛性で，ケース1と比較したものが図2.27(a)である。

縦軸が対数軸になっていることに注意すると，液状化させたケース6の剛性は非常に小さいこと

がわかる。これに対して，二次液状化試料の剛性はひずみによっては異なるものの，ほぼ同じ剛

性であり，ひずみが大きくなると繰返し載荷のないケース1に近づいていく。これは，図2.26に
見られるように，これらのケースでは繰返し載荷中に発生しているせん断ひずみが非常に小さい

ことが関係していると考えられる。そこで，図2.27(b)にケース2で正規化したものを示す。剛性

比はほとんど1である。これより，過剰間隙水圧が発生したといえ，ひずみが小さい間は土の構

造が乱されていないので，ケース2の挙動で二次液状化の挙動を代表させることができる。土骨

格が乱されるのは，サイクリックモビリティが現れる頃と考えられる。 
なお，過剰間隙比0.8のケースの実験ができなかったのは図2.26(b)の結果を見れば明らかで，過

剰間隙水圧比が0.8となった同じサイクルで過剰間隙水圧比が1.0になってしまったためである。 
ちなみに，液状化のメカニズムのところで，発生した過剰間隙水圧が消散して土の体積が減少

することを述べた。体積ひずみをεv，液状化した層厚を h とすると，単位面積あたりεvh の間隙水

が土から絞り出され，液状化層より上の層に流入する。簡単のため，地下水の直下の層が液状化

するとすれば，この間隙水はすべて地下水より上の層に吸収される。層の間隙率を n（間隙比
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e=n/(1−n)）とすれば，地下水の上昇量 hwは次式となる。 
/w vh h nε=  (2.4) 

これは，地下水より上の層が完全に乾燥していた時のケースで，もし，水分が含まれ，飽和度が

Srであれば， 
/ /w v rh h n Sε=  (2.5) 

が地下水の流入量になる。例として，εv=3%，h=5 m，n=0.5，Sr=50%とすれば，hw=60cm となる。

ずいぶん地下水が上昇することが理解できる。なお，この計算は地下水が均等に上昇することを

前提としているので，噴砂などは別の話である。 
 

 
 (a) 応力－ひずみ関係 (b) 応力経路 

図2.26 試験結果（相対密度 Dr=50%）37) 

 

 
 (a) ケース1で無次元化 (b) ケース2で無次元化 

図2.27 割線剛性比のひずみ依存性37) 

2.5.5 再液状化 

一度，液状化した地盤は，地盤内に生じた過剰間隙水圧の消散にともない図2.1(d)のように地

盤が密になり，次の地震に対しては再び液状化しにくいと考えられてきた。しかし，国内外にお

いて，過去の被害事例から同じ場所で再び液状化が生じていることが知られている。 
全国の過去（745～2008年）の再液状化履歴については，若松により詳細に報告されている41)。

それによると，液状化履歴地点16,536地点から繰り返し液状化した箇所は150地点が同定され，

その分布は北海道41か所，新潟県28か所，秋田県16か所，宮城県10か所と東北日本に多く，それ

らはここ数十年余りの間に複数回の大地震に見舞われた地域であることを指摘している。これら

の国内の再液状化被害において，例えば，安田・陶野によって1983年日本海中部地震の際に本震
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で液状化した同一箇所が約一月後の余震で再液状化した事例が述べられている42)。また，若松43)

によって2011年東北地方太平洋沖地震による再液状化地点の微地形などの地盤条件や地震外力に

ついて詳細に述べられている。 
海外においても，1989年ロマプリエタ地震の事例は吉田・若松44)により報告され，Youd45)は

1979年 Imperial valley earthquake の地震の際の事例を報告している。近年では，ニュージーランド

のカンターベリー地震の際のクライストチャーチ地域の事例が挙げられる。この地域では，2010
年9月の Darfield地震（本震）で液状化が生じ，これを皮切りに2011年2月および同年6月の余震の

際に液状化し，1年弱の期間において3度も液状化が生じていることが報告されている46)。 
このように，液状化した地盤が再び液状化する再液状化は各地で観察されており，再液状化が

発生する原因はいろいろと考えられる。以下ではそのいくつかを紹介する。 

(1) 室内要素試験による液状化後の挙動 

Finn ら47)は，繰返し三軸試験を用いて Ottawa
砂に対する再液状化試験を行っている。まず，

非排水状態で一定の繰返し応力を与え，供試体

が完全に液状化した状態において軸差応力がゼ

ロになった時点で繰返し試験を終了している。

その後，過剰間隙水圧の消散を行い，有効鉛直

応力を1回目と同等に調整し，非排水状態で同

レベルの繰返し応力を与えている。図2.28は，

代表的な時刻歴図であり，両者の時刻歴挙動は

大きくことなる。再液状化試験では一度目の液

状化後の再圧密において供試体の密度は密実化

しているにもかかわらず，繰返し試験直後から

過剰間隙水圧は急激に上昇し，軸ひずみも急増

しており液状化強度が小さくなることを示して

いる。また，過去のひずみ履歴を受けていなけ

れば液状化強度は一意的に決まるが，ひずみ履歴を受けていると，一意的には決まらない。図

2.29が示すように±0.5%15回の載荷で液状化強度は低下し，±2%15回の載荷で劇的に低下する。 
 

  
図2.29 最大せん断ひずみ履歴を受けた供試体の再液状化時の繰返し回数の変化 

 
石川ら48)は，繰返し中空ねじりせん断試験を用いて豊浦砂に対する再液状化試験を行っている。

同試験は，前述の Finnらの実験と同じように非排水状態で一定の繰返しせん断応力を与え，供試

体の両振幅せん断ひずみが10%に至った際にせん断応力がゼロの状態で繰返し試験を終了してい

る。その後，過剰間隙水圧の消散を行い，非排水状態で1回目より若干小さいせん断応力で2回目
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図2.28 オタワ砂の繰返し三軸試験結果 
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の繰返し試験を実施し，同過程を経て3回目の繰返し試験を実施している。図2.30は，各試験時

のストレスパスと応力ひずみ関係である。これより，大きなせん断ひずみ履歴（γDA＝10%）を受

けた供試体では，2回目の繰返し載荷の1波目において過剰間隙水圧が急激に上昇し，有効拘束圧

に達している。この特徴は，再々圧密後の3回目の繰返し載荷試験でも確認され，一度液状化し

た供試体はその後の繰返し載荷において，載荷直後にサイクリックモビリティ挙動を示し，この

ことが要因となり液状化強度が小さくなることを示した。 
青柳ら49)は，多層リングせん断試験装置を用いて，実際の地震と同様に大小さまざまな液状化

履歴を与えた場合の砂地盤の複数回液状化特性の変化を詳細に求めている（図2.31参照）。液状

化履歴を多く与えると供試体の密度は密実化し，大きなせん断ひずみを受けるほど密度は増加す

る。しかし，液状化強度の著しい低下は，それまでの液状化履歴に係わらず直前に大きな液状化

履歴を受けた後に生じる結果を示している。また，有効応力経路が変相線に到達するまでの載荷

履歴は強度増加をもたらし，到達後の履歴は強度低下を引き起こすことを指摘している。再液状

化過程における挙動は，直前の液状化履歴に起因する異方性などの影響を大きく受け，相対密度

の大きさやその変化傾向とは必ずしも対応しないことを示した。 
 

 
図2.30 繰返しねじりせん断試験による豊浦砂（相対密度70%）の再液状化試験結果 

 

 
図2.31 液状化履歴による液状化強度の変化 
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(2) 模型試験による液状化後の挙動 

佐々木ら50)は，幅12m，深さ3m，奥行き2m の大型土槽による振動台実験を行い，加振前と加

振後でのコーン貫入試験を実施し，液状化および再液状化によるコーン貫入抵抗を測定している。

これによると液状化前後で模型地盤の浅部（深度1.2m）とそれ以深でコーン貫入抵抗に違いが生

じていることを指摘している。模型地盤の浅部ではコーン貫入抵抗が液状化さらには再液状化に

より減少し，一方，模型地盤の浅部以深では浅部とは逆に液状化履歴を加えるほどコーン貫入抵

抗が増加している。このことから液状化後の再堆積の過程では液状化履歴前よりゆるく，または

密に堆積し，砂地盤の粒子構造は深度方向に不均一に再構成されることを実験的に求められてい

る。 
脇中ら51)は，地震履歴に着目した再構成砂に対する動的遠心模型実験を行い，数多くの地震履

歴を与えた状態と地震履歴を与えていない状態での液状化のし易さの違いについて述べている。

段階的に多くの地震履歴を受けた模型地盤と一度強い地震履歴または地震履歴を受けていない模

型地盤の液状化抵抗の深度分布を比較すると，段階的に多くの地震履歴を受けた模型地盤の液状

化抵抗が最も大きくなるが，その一方で，一度強い地震履歴受けた模型地盤では地震履歴を受け

ていない地盤の液状化強度を模型地盤の浅部で下回る結果となっており，大地震により著しく液

状化した直後の水圧消散過程において，地表付近の砂地盤が再圧密する際に粒子構造の安定性が

低下していることを物語る結果である。 

(3) 原位置試験・調査による液状化後の挙動 

菅野・中澤52)は，実物大の空港施設を用いて制御発破により地盤の液状化現象を再現し，各種

構造物へ及ぼす影響について検討するために，現場実大実験を実施した。そのなかで液状化後の

過剰間隙水圧消散に伴う地表面沈下の経時変化が示されている（図2.32）。これより，液状化後

の過剰間隙水圧の消散に伴う地盤の沈下は，過剰間隙水圧の顕著な消散過程である発破数時間後

に生じ，発破後1週間ほどでほぼ収束する傾向であることが示されている。一方，N 値は過剰間

隙水圧が消散した時でも，実験前まで回復せず，過剰間隙水圧と N 値の経時変化に違いがあるこ

とが示されている。 
京川ら53)54)は，2011年東北地方太平洋沖地震で液状化した浦安市弁天町の同一宅地において，

地震前後の SWS試験の比較を行った。図2.33にN値換算した貫入抵抗の変化を示すが，地震発生

1週間後に計測された貫入抵抗は地震前に比べて大きく低下し，特に GL−4m 以浅の低下の程度が

大きいことを示している。その後経時的にサウンディング試験が実施され，当該地盤では地震発

生から約1～2か月で概ね安定に至ったと結論付けられている。 
安田・橋本55)は，2011年東北地方太平洋沖地震で液状化した我孫子市において，地震前後の N

 

  
図2.32 液状化後の N 値の変化（∆N）と過剰

間隙水圧比の変化 

 
図2.33 地震後の N 値の変化（浦安市）54) 
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値の変化について述べている。図2.34に示すように，ここでは3地区においてN値の深度分布が地

震前後で比較されており，地区によって違いはあるものの地震前に比べて地震後の N 値が大きい

傾向であることが示されている。 
高橋・谷本56)は，1995年兵庫県南部地震で液状化した人工島のポートアイランドにおいて，地

震前後の N値の頻度分布の変化について述べている。これより地震前後の N値の変化は，地下水

位より上と下で異なり，地下水位より浅い層は N値が減少し，地下水位より深い層は N値が増加

することが示されている。また，N 値の増加は特に下層が顕著となり，有効土被り圧が大きいほ

ど密度上昇が大きくなることが結論付けられた。 
一度液状化した地盤が再び液状化するか否かのメカニズムについては諸説あるが，これまでの

被害事例や研究成果を鑑みて再液状化が生じる要因には，地震動の強さおよび揺れの継続時間や，

一度液状化した地盤の再堆積時には不均一に密度が変化していることや，液状化した地盤に生じ

る残留ひずみにより誘導異方性が発達していることや，さらに続成作用（堆積物の化学的・物理

的・生物的変化を受けて固結する作用）によって土粒子間の結合が進展していたが強い地震によ

る液状化によりその効果を喪失していること等の理由が考えられる。従って，再液状化の発生メ

カニズムは非常に複雑であり，現時点ではそのメカニズムを断定するに至ってない。 

2.5.6 深層地下水の噴き上げにより噴水が発生したのではないかと考えられる事例 

兵庫県の有馬温泉は，フィリピン海プレートの沈み込みのスラブから脱水を起源とし，その超

臨界流体の水が浅部まで上昇してきて，地表近くの地下水に希釈されて湧出している温泉と考え

られている。一方，新潟県の松之山温泉はジオプレッシャー型の温泉と考えられている。ジオプ

レッシャー型熱水系は，海底に泥や砂が堆積する際に厚い堆積層の間隙に閉じ込められた海水に

由来している。貯留層が難透水性の厚い泥岩や頁岩の層に覆われていると，間隙水圧はうまく排

出されず静水圧を大きく上回る異常高圧状態にある熱水となっている57）。 
このように深部にある被圧した地下水やガスが，地震の際に噴出したと考えられる事例を3つ

挙げる。 

(1) 松代群発地震（文献58)，59)，60)から抜粋して引用） 

長野市松代地域では1965年より群発地震が発生し，松代群発地震と名付けられた。この群発地

震は多い時には一日に数百回発生した。群発地震以前にこの地域に存在した湧水・温泉は湧出

量・水温等に大きな変化がみられ，さらに群発地震によりこの地域一帯に新たな湧水が多く発生

した。一連の群発地震は地下深部から松代断層沿いに上昇してきた深層地下水が引き起こしたと

       
 (a) σ'v=100 kPa に換算した N 値 (b) 盛土全部の N，Na 

図2.34 地震前後の N 値の比較 
 

0 10 20

0

−2

−4

−6

N, Na value

D
ep

th
 (m

)

Before eq., Na
After eq., Na
Before eq., N
After eq., N

25≤N<30

20≤N<25

15≤N<20

10≤N<15

5≤N<10

0≤N<5
0 5 10

Fequency

25≤N<30

20≤N<25

15≤N<20

10≤N<15

5≤N<10

0≤N<5
0 5 10

Fequency

N-value
before eq. 3.8

aftre eq. 6.5

Na-value
 before eq. 11.4

 aftre eq. 13.4

Before eq.
After eq.



28 
 

言われている。 
地震活動に伴って湧水が各所で起こり，地割れ・地すべり等が多数現れた。また，皆神山付近

を中心に土地が顕著に隆起した。皆神山北東側には地下の断層によると思われる北西方向の地割

れ帯も現れた。1966年9月17日には牧内地区で幅100m にわたる地すべりが発生した。この地すべ

りは現地で調査中だった研究者によって予測されていたので，住民は避難していて無事であった。 

(2) 1999年トルコ・コジャエリ地震 

1999年に発生したトルコ・コジャエリ地震では総延長約150 km の右横ずれ地震断層系が出現し

た。これに沿ったイズミット湾沿岸では Değirmendere（デイールメンデレ）より西側の各地で海

岸の地盤の崩壊が，Gölcük（ギョルジュック）より東側の各地で海岸の地盤の沈降が発生した。

デイールメンデレでは写真2.21と図2.35に示すように海岸線の間口250～300 m，奥行き100m あま

りの地盤が海側に向かって流失し，公園やホテルなどの構造物を巻き込んで数百人の人的被害を

出していた61）。その西側でもいくつかの地区で同様に海岸の地盤が流失した。図2.36にデイール

メンデレで行われた水深の調査結果を示す。図には海図から読み取った地震前の水深も示してあ

るが，10～20 m 程度の厚さで海底の滑りが発生していた。この原因として，①背後の高い山から

の土砂の供給により海岸に扇状地性の砂礫層が堆積し，②安息角に近い勾配で堆積していたとこ

ろに，③地震により砂礫層に慣性力が加わり透水性が悪い場合には過剰間隙水圧も発生して，海

底地盤がすべったのではないかとまず考えられた。 
ところが，地震後に住民の方々からヒアリングが行われた結果61)によると，流失した建物にい

た多くの人が行方不明になった（地震発生は夜中）が，助かった従業員などから以下のような証

言が得られていた。 
1) 海水温度が40度位の高温であった。  
2) 海に流され生還した人が背中に火傷を負って治療を受けた。その人の話によると，①轟音を聞

きつけて海の方を振り返ると海が割れ夕焼けのような赤い光が見えた，②直後に波にさらわれ

木か電柱につかまっていたところ熱い泥のような波に運ばれて陸にたどり着いた，③全身泥ま

みれで漁師に助けられて応急措置を受けた，④海に投げ出されたときあたりに沸騰していない

湯をかけられた時のような火傷を負った，とのことである。 
3) 地震と同時に海中からなにか火山爆発のような熱い物が吹き上げた。 

したがって，断層に沿って地震時に熱水が噴き出してきたと言えよう。そして，そのために地

下水の噴き上げで海岸地盤の滑りが発生したのではないかとの考えが出てきている62）。 
 

 
写真2.21 デイールメンデレで流失した海

岸 
 

図2.35 デイールメンデレの海岸流失箇所61) 
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図2.36 デイールメンデレの地震前・後の水深61) 

 

(3) 2018年インドネシアの地震 

2018年9月28日にインドネシアのスラウェシ島で発生した地震により，パル市の数地区の緩や

かな傾斜地盤で長距離流動が発生した。地震とともに大量の地下水も噴き出した。被害のメカニ

ズムの解明や今後の防災のために JICA で「インドネシア国中部スラウェシ州復興計画策定及び

実施支援プロジェクト」の調査の一環として検討が進められた。検討結果の詳細は国内支援委員

会の検討書65)に記されている。その中から流動したと考えられる砂質土の力学特性の試験結果63)

と，発生メカニズムに関する一考察を述べた64)ものから一部を抜粋して以下に示す。 
パル市はスラウェシ島の中部に位置する。この付近は三つのプレートの三重会合点にあたり，

時計回りに回転し，左横ずれの断層が生じている。 2018年の地震では最大約5 m の変位が発生し

た。断層に伴うプルアパート堆積盆にあたる沈降帯により，図2.37に示すように，北北西から南

南東にかけて最大幅10 km 程度の細長い平野が形成されている。平野中央部の深い所では約300 m
の厚さで第四系堆積物が堆積している。平野の西側には2,000 m 級の山が，東側には1,000 m 級の

山が北北西から南南東に連なっている。中央には南から北へ Palu川が流れており，東西両側から

川に向って1～3％程度の緩やかな傾斜地盤が形成されている。この表層は東西両側の山から流出

した土砂で形成されている。 
地震によって西側の1地区，東側の4地区の緩やかな傾斜地盤で，長さ1～3 km，幅数百 m の表

層土（厚さ数 m）が滑って下流側に向かって流動し住民に甚大な被害を与えた。自宅とともに流

された住民の方の動画や種々の痕跡から判断すると，数百 mといった驚くべき長い距離を自転車

の速さ程度のスピードで土塊が流れていっている。写真2.22に地震から3か月半後に撮った写真

を示す。JICA のプロジェクトでは種々の地盤調査，土質試験，ヒアリング，解析が行われた。

そのうち，流動範囲の際で流動の滑り面になったと判断された層から乱れの少ない試料を採取し

液状化試験を行った結果によると，特に液状化し易いとかし難いとかなど，特殊な土とは思われ

ない試験結果となった。地震時に流動範囲内や近傍にいた住民からのヒアリングによると，図

2.38に示すように，①地震の主要動の水平揺れが終わったと同時に10秒程度大きな鉛直動や盛り

上がりが発生した，②地盤の唸りや壊れる音が発生した，③水平動が終ったと同時とか2分程度

以内に地下水（一部は温水）が噴き上げたり湧き出した，④同じ頃に地盤の流動変位も発生した

ようである，といった証言が得られた。また流動範囲内には傾斜に直交する線上に湧水帯が形成

され常時地下水が湧き出ているが，地震後に採水した湧水の水質検査の結果（水素・酸素同位体

比の関係図）によると，Jono Oge の湧水は天水線から少し「有馬型」の深部のスラブ起源流体と

古海水の間に寄る結果となった。 
さて，ヒアリング結果にも示されているように，地震とともに大量の地下水が噴き出したり湧

き出しており，この地下水が長距離流動を発生させたと考えられている。ただし，JICA のプロ

ジェクトではそのメカニズムとして，①浅層地盤が液状化して地下水が噴き出した，②東や西の

背後の山や灌漑用水から流れてくる浅層の地下水が被圧していて噴き出した，③横ずれ断層の割

目や破砕帯にあった被圧水が噴き出した，といった三つの可能性が考えられ，国内支援委員会の
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検討書65)ではこれらが併記されている。 
これらのうち③のような稀にみる特異な現象が起きたのではないかと考えられる理由は以下の

通りである。まず，常時から形成されている湧水は，図2.39に示すように，i) 深部に海洋プレー

トが沈み込んでいてスラブ起源流体による，ii) 平野の下には堆積岩が存在しジオプレッシャーが

貯留している，iii) 断層面に接して下部に高温の花崗岩が貫入していて比較的浅部の地下水が沸

騰してそれが地表に向かって湧き出している，といった三つの発生源の可能性があるのではない

かと考えられる。そして，この深層の地下水が地震の際に地下水が噴き出したメカニズムとして

以下の二つが考えられる。 
a) 地震時に断層変位が急速に発生したことにより，温泉などの流体が通る岩盤内のクラックが突

然繋がって，深部の高い圧力が浅部に急速に伝わり，その加圧によって浅部の地下水を押し上

げて噴出した。 
b) 断層の急速な動きで浅層の砂礫層内で正のダイレタンシーが生じて地下水の圧力が急減し，沸

点が下がって沸騰して蒸気が発生し，それが浅部の地下水を押し上げて噴出が生じた。 
 

 
図2.37 長距離流動が発生した地区65） 

 

 
写真2.22 Palu で長距離流動を生じた Jono Oge 地

区（3ヶ月半後） 

 
図2.38 ヒアリングで分かった発生した現象の時系

列64) 
 

図2.39 深層水の発生源の概念図64) 

2.5.7 液状化した地盤の揺動現象 

2011年東日本大震災では東京湾岸の埋立地など広い範囲で液状化し種々の被害が発生した。そ

のうち上下水道・ガスでは埋設管は継手が抜けたり，マンホールではズレが発生するなど，特異
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な被害が発生した。平面道路においても突き上げが各地で発生するといったこれまで見られなか

った被害が発生した。これらの特異な被害は，地震規模が巨大で揺れの継続時間が極端に長かっ

たため，液状化した後も地盤が大きく揺すられ続けた「揺動」現象が生じたためではないかと考

えられた。 
まず図2.40に K-net 稲毛66）における加速度波形と，それから計算した速度波形，変位波形，速

度波形の非定常スペクトル67）を示す。K-net 稲毛の観測所では地震によって噴砂が発生し液状化

したと考えられているが，加速度波形を見ると120秒を過ぎたあたりでサイクリックモビリティ

と考えられるスパイク状の波が生じ，その後，振幅は急減している。この時刻あたりで液状化が

発生したと考えられるが，速度波形を見てみるとその後も揺れは長く続いており，20cm/s 程度の

大きな速度振幅も生じている。変位波形ではさらに，130秒～170秒付近で振幅が大きくなり，両

振幅で30cm 程度の変位が数波も発生したようである。非定常スペクトルを見ると130秒～160秒
付近で4秒前後の長い周期が卓越している。一方，図2.41に K-net浦安66）の同様の波形を示す。こ

の観測地点は浦安の中でも噴砂・噴水は発生しなかった範囲に位置しており，稲毛と違って加速

度振幅はあまり急減していない。変位振幅は150秒～190秒付近で大きくなるが，両振幅で20cm
弱程度と稲毛より小さい。非定常スペクトルを見ると130秒付近では2秒程度が卓越している。こ

のように液状化した地盤では液状化しない地盤より大きな変位振幅で，ゆっくりと30秒前後揺す

られ続けたのではないかと考えられる。 
 

 
図2.40 K-net 稲毛における加速度記録と速度，変位，非定常スペクトルの分析67) 

 
東日本大震災では地震直後の貴重な動画がいくつか撮られている。その内の一つとして K-net

稲毛から約4 km 西の千葉市美浜区ひび野の幕張海浜公園の歩道で撮影された動画「地震で波打つ
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歩道」には4秒前後の周期で歩道が繰り返しゆっくりと突き上げる現象が撮影されている。撮影

者は地震当時自転車に乗っておられて，この動画は大きな揺れが収まった直後から約20秒間撮影

されたとのことである。正確な時間は分からないが，例えば加速度振幅が急減した時から20秒程

度と考えると，図2.40では130秒から150秒あたりになり，非定常スペクトルを見ると丁度この時

刻あたりは4秒前後の周期が卓越している時に該当する。また，変位振幅も大きくゆっくりと大

きく揺すられていた時のようである。 
このような“揺動現象”が原因と考えられる幹線道路の歩道や生活道路の突上げが各地で発生

した。浦安市と千葉市で突き上げが発生したと判断される箇所を図2.42，図2.43に示す。写真

2.24は浦安市高洲8丁目の歩道で地震の翌日撮影したものであり歩道が盛り上がっていた。右手

は幹線道路で左には低い擁壁がある。写真2.25は浦安市今川1丁目の生活道路で舗装が横断方向

に押されたように突き上げていた。右手は戸建住宅があり，左手には中層ビルとさらに向こうに

京葉線高架橋がある。写真2.26は浦安市舞浜3丁目の生活道路で撮影されたもので，舗装が縦断

方向に押されたように突き上げているようである。路面が突き上げたメカニズムとしては，図

2.44に示すように地盤に水平方向に大きな繰返し圧縮・引張りひずみが発生し，圧縮した時に突

き上げて盛り上がった後，伸張した時に元に戻りきれずに盛り上がったまま残ってしまったと考

えられる。地表面が水平で液状化層も均質な水平成層であれば，大きく揺すられ続けてもこのよ

うな水平方向の圧縮・引張りひずみは生じない。これに対し，図2.45に示すように水平方向に何

等かの境界があった場合にこのような大きな圧縮・引張りひずみが発生したのではないかと考え

られる。 
 

 
図2.41 K-net 浦安における加速度記録と速度，変位，非定常スペクトルの分析68) 
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図2.42  浦安で突き上げた箇所と浚渫土層厚69) 

 
図2.43 千葉で突き上げた箇所69) 

 

 
図2.44 水平方向の圧縮ひずみによる突き上げの説明図69) 

 

 
図2.45 突き上げが生じたと考えられる境界条件69) 

 
図2.46 埋戻し土と周辺地盤が液状化して生じ

た下水道施設の被害69) 

 
写真2.23 水道管の継手の抜け（千葉県によ

る）69） 
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写真2.24 浦安市高洲8丁目 

 
写真2.25 浦安市今川1丁目 

 
写真2.26 浦安市舞浜3丁目

（小川氏の撮影による） 
 
下水道，ガス導管等のライフラインでも揺動による特異な被害が発生した。下水道施設では，

図2.46に示すように，リングを重ねて建設されていた下水道マンホールがズレ，下水管が蛇行し，

継手がはずれるといった特異な被害が発生していた。マンホールがズレたり管渠の継手がはずれ

た箇所からは液状化した砂が入り込んで，管渠やマンホールを閉塞し，復旧に困難をきたした。

逆に過去の地震で多く発生してきた浮き上がりは少なかった。水道管やガス導管にも写真2.23に
示すように継手が破損したり抜けるといった被害が発生した。 
さて，地盤が液状化した後にさらに地震動が入力し続けて揺動が発生したと考えると，液状化

によって低下した一定値のせん断剛性を用いて，FLUSH で挙動を再現できる可能性がある。こ

のように考えて，水道管で発生した被害に解析を行ったところ，引張りひずみの解析結果が大き

くでている箇所付近で水道管漏水被害が発生していた70)。また，この手法による液状化層の地盤

剛性は，微小ひずみ時のせん断剛性G0 に対し1/200～1/300 低下させ，減衰定数を20%とするとK-
NET 稲毛の観測値と整合することがわかった71)。 

2.5.8 液状化後の沈下 

液状化の過程で発生した過剰間隙水圧の消散に伴って，液状化層が圧縮して沈下を生じる。こ

のような沈下は，盛土構造物などの直接構造物に変形に伴う亀裂などの被害を生じさせ，杭基礎

構造物についても周辺地盤が沈下すると杭の抜け上りによりライフラインなどに損傷を与えるこ

とがある。液状化後の沈下量の大きさは，被害の程度と関連しているので，これを予測すること

は被害の程度を予測する上で重要であるが，現行の指針に沈下の予測方法が記載されているのは

建築基礎構造物設計指針72)においてのみである。本節においては，“液状化後の沈下”に関する

既往の研究をまとめ，実用的な沈下の予測法を示す。 

(1) 既往の研究 

1964年に発生した新潟地震とアラスカ地震を契機に日米で液状化に関する研究が始まったが，

液状化後の沈下に関する最初の研究報告は，日本では1975年の Yoshimi et al.73)によるもの，米国

では1974年の Lee and Albaisa74)によるものである。それ以後，日本では安田ら75)（1981），國生

ら76)（1983），Tatsuoka & Sasaki77)（1984）や Ishihara and Yoshimine78)（1992）らが単純せん断試

験装置や三軸試験装置などの室内実験による実験的な研究を中心に行われている。現在までの研

究について列挙したものが表2.1である。同表にまとめた液状化後の沈下に関する研究の歴史に

ついて順を追って主なものを以下に概説する。 
Tatsuoka & Sasaki77)は，浅間山砂を使った中空ねじりせん断試験装置により相対密度 Dr と体積

ひずみの関係を調べた。その結果，液状化後の再圧密によって発生する体積ひずみは図2.47に示

すように，両振幅せん断ひずみと沈下指数（沈下量×相対密度）に一意的な関係あるとした。 
Tokimatsu & Seed79)は，Lee & Albaisa，Tatsuoka et al.，Yoshimi et al.による室内試験結果を図2.48

のようにまとめて，体積ひずみ，せん断ひずみと相対密度（換算 N 値，(N1)60）の関係（同図(a)）
を示した。さらに，この図を使って繰返しせん断応力比と換算(N)60値(N1)60および体積ひずみの
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関係図（図2.49）に変換し，実際の地震後の調査により推定された体積ひずみ（沈下量より）を

プロットして妥当な曲線であることを示した。 
 

表2.1 液状化後の沈下に関する研究の歴史 

年代 日 本 米 国 
1970 Yoshimi et al.（1975） Lee & Albaisa（1974） 

1980 
安田ら（1981） 
國生ら（1983） 
Tatsuoka & Sasaki（1984） 

 

1990 
Ishihara & Yoshimine（1992） 
吉田・安田・規矩（1995） 

Tokimatsu & Seed（1987） 

2000 
Tsukamoto & Ishihara（2004） 
仙頭・風間・渦岡（2004） 

 

2010 
仙頭ら（2013） 
Ishihara et al.（2016） 

 

 

 
図2.47 最大せん断ひずみ振幅と沈下指数の関係 

 

 
図2.48 砂の体積ひずみとせん断ひずみおよ

び相対密度の関係 

  
図2.49 飽和砂の繰返しせん断応力比と(N1)60

および体積ひずみの関係 

 
Ishihara and Yoshimine79)は，富士川砂について単純せん断試験装置を用いて Nagase and 

Ishihara80)が実施した実験結果を最大せん断ひずみγmax と体積ひずみの関係（図2.50）で整理した。

そして，液状化安全率 FLを使って図2.51に示すきれいな砂に対する設計チャートを提案した。 
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図2.50 最大せん断ひずみと体積ひずみの関

係 

 
図2.51 液状化安全率と体積ひずみの関係 

 
吉田ら81)は，Yasuda et al.82)による実験結果に基づいて体積ひずみについて式(2.6)のように定式

化し，図2.52に示すように実験値と計算値がよく一致することを示した。また，仙頭ら83)は，豊

浦砂に対する繰返しねじり単純試験（ハイブリッドオンライン試験）を実施し，同様の式で定式

化しているが，あらたな知見として，体積ひずみは最大せん断ひずみではなく，累加せん断ひず

みによくあうとしている。  
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ここで， p′：有効拘束圧， 0p′：初期有効拘束圧， 0vε ：過剰間隙水圧消散後の体積ひずみ， 

00.053 0.0007vc ε= +  
仙頭ら84)は，珪砂5号について実験装置により，図2.53に示すように，液状化試験中に排水する

と，非排水条件で行われたこれまでの実験による体積ひずみよりも多くの体積ひずみが生じるこ

とを示した。 
 

 
図2.52 過剰間隙水圧消散時の体積変化特性 

 
図2.53 最大過剰間隙水圧比と体積ひずみの関係 

 
Ishihara et al.85)は，きれいな砂についての FL を使った沈下の予測チャート（図2.51）を細粒分

を含む砂へ適用拡大するにあたって以下の3つの点を考慮した沈下予測法を提案した。 
 

1) Tsukamoto et al.86)によるεvの正規化した関係図の使用 
図2.51における Dr毎のεvに対して，これを最大体積ひずみ εvmaxで正規化した εv/εvmaxとすること

により同図の複数の曲線を一本の近似曲線で FLとの関係図（図2.54）として使用する。 
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まず、細粒分含有率Fcを考慮した相対密度（補正相対密度）として式(2.7)を定義し、N1値とDr

の関係式である Cubrinovski & Ishihara87)による提案式において CDを *
DC ，eminを

*
mine に置き換えて

も適用可能として式(2.8) を使用する88)。式(2.8)中の
*

max mine e− は式(2.9)の Fcとの関係（図2.55）が

示されているので N1値と Fcを使って
*
rD を推定することができる。 

*
*

max
r

max min

e eD
e e

−
=

−
 (2.7) 

ここで， emax: 最大間隙比，
*
mine : 締固め試験から求められた最小間隙比 

* 2
1 * 1.7

9
( )D r r

max min

N C D D
e e

= ⋅ =
−
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* 2

 0.43 0.00867 5
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c c

F F
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F F
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3) きれいな砂と細粒分を含む砂に区分した攪乱・不攪乱試料の実験結果による最大体積ひず

み εvmaxの推定 
εvmax の推定にあたっては，沖積層は不攪乱試料の結果（図2.56(a)，(b)）を用い，埋立層は攪乱

試料の結果（図2.56(c)，(d)）を用いて使い分ける。同図(a)は沖積層の砂，(b)は沖積層の細粒分

を含む砂，(c)は埋立層の砂，(d)は埋立層の細粒分を含む砂の場合の補正相対密度と最大体積ひ

ずみの関係である。 

(2) 実用的な沈下の予測方法 

表2.1に示した液状化後の沈下に関する研究のうち，柱状図によるN値と細粒分を考慮して沈下

予測できる実用的な方法としては，Tokimatsu and Seed の研究に基づいた建築基礎構造設計指針72)

に示されている方法と Ishihara et al85).による方法である。 
(a) 建築基礎構造設計指針による方法 

建築基礎構造設計指針では液状化後の沈下の予測について図2.57のように補正 N 値と応力比の

関係が示されている。補正 N 値は N 値から有効土被り圧により換算 N 値 N1に，さらに細粒分含

有率により補正されて求まり，せん断応力比は等価せん断応力比として地表面加速度がわかれば

繰返しせん断ひずみが求まる。したがって，このひずみを体積ひずみと置き換えて層厚に乗ずれ

ば沈下量を求めることができる。 
前述したように，図2.49に示した繰返しせん断応力比と換算(N)60値(N1)60および体積ひずみの関

 
図2.54 FLと体積ひずみの関係 
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係図において，実際の地震後の調査結果がプロットされており，妥当な曲線であることが示され

ている。 
(b) Ishihara et al.による方法 

N1値と Fc がわかれば，式(2.9)を使って
*
rD を求めることができる。これに柱状図による層区分

と土質分類がわかれば，図2.56(a)–(d)をまとめた図2.5889)を使って εvmaxを推定できるので図2.54の
FLと /v vmaxε ε の関係図により vε が求まり，層厚に乗ずれば沈下量を求めることができる。 
この方法の妥当性は，2011年東北地方太平洋沖地震時の浦安において，自然地盤と締固めによ

  
図2.56 攪乱/不攪乱の砂/細粒分を含む砂の最大体積ひずみと相対密度の関係 

 

 
図2.57 補正 N 値と応力比の関係 

 

 
図2.58 補正相対密度と最大体積ひずみの関係 

(a) (b)

(c) (d)

Relative density adjusted, D*r (%)
100500

8

6

4

2

0

            Hsin Hwa, Taiwan (γmax=10 %)
                    Fc    Depth                          Fc   Depth
HH01-05 10.8 6.5 HH01-08 3.3 8.5
HH01-06 8.3 7.5 HH01-09 5.82 8.5
HH01-07 12.0 7.5 HH01-11 8.2 9.5
           Padma, Bangradesh (γmax=4.13%)
PC-03 6.4 12.8 PJ-07 5.4 19.8
PM-05 3.2 22.0

Undisturbed clean sand
Fc<10 %

emax−e*min=0.42−0.65

γmax=4.13%

γmax=10%

Relative density adjusted, D*r (%)
100500

8

6

4

2

0

            Hsin Hwa, Taiwan (γmax=10 %)
                    Fc    Depth                          Fc   Depth
HH01-02 27.8 4.5 HH01-10 28.0 9.5
HH01-03 32.8 5.5 HH01-12 34.5 10.5
HH01-04 39.4 6.5
           Padma, Bangradesh (γmax=4.13%)
PC-01 87.0 12.8 PM-01 54.1 8.0
PJ-07 54.7 22.0

γmax=10%

γmax=4.13%

Undisturbed silty
 sand

10<Fc<85 %
emax−e*min

=0.5−1.1

Relative density adjusted, D*r (%)
100500

8

6

4

2

0

                    Fc   emax−e*min γmax
Hsin Hwa 14−53 0.4−0.7 10
Silty sand*** 19.6 0.076 4.13
Hachioji* 43.3 1.180 4.13
Ohgishima* 21.8 0.820 4.13

γmax=10%

γmax=4.13%

Reconstituted
silty sands

Relative density adjusted, D*r (%)
100500

8

6

4

2

0

γmax=10%

γmax=4.13%

Reconstituted
clean sands

Clean sands with
Fc=0
γmax=4.13 %

                    Fc  emax−e*min  γmax
Hsin Hwa 0 0.4−0.7 10
Toyoura* 0 0.366 4.13
Fuji river* 0 0.535 4.13
Fuji river** 0 0.535 4.13
Kobe 8 0.558 4.13

0 10 20 30 40
0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

8% 4% 2% 1% 0.5%

補正 N 値 Na

繰返しせん断ひずみ γcy

0 20 40 60 80 100
Relative density adjusted, Dr* (%)

0

2

4

6

8

Po
st

-li
qu

ef
ac

tio
n 

ε v
m

ax
 a

t γ
m

ax
=1

0 
% Reconstituted

       silty sandReconstituted
clean sand

Undisturbed
clean sand Undisturbed

silty sand



39 
 

る改良地盤における実測沈下量とボーリング柱状図によるN値およびFcから求めた推定値がよく

一致していることにより検証されている85)。 
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3 液状化の定義 

液状化の定義は，2つの意味がある。1つは，液状化とはどういう現象かと定義すること，もう

一つは力学的に定義することである。前者については，2章で説明しているので，ここでは，後

者を重点に議論する。ただし，両者は互いに関連しているところもあるので，完全に分離するこ

とは出来ない。 

3.1 液状化発生の判定 

液状化に関する初期の Seed らの論文には，液状化強度曲線は示されているが，液状化の判定

をどのようにしたのかの記述はみられない。これは，液状化が有効応力が0になることと考えら

れていたので，初期液状化が常識であったためであろう。 
日本の設計指針でも，最初の指針，たとえば1972年の道路橋耐震設計指針16)，1974年の建築基

礎構造設計指針19)では限界 N 値法が用いられているので，液状化の定義は不要であった。なお，

建築基礎構造設計指針では FL 法が提案されている Seed & Idriss1)の記述もあるが，単に名前が示

されているだけで，説明はまったくない。 
北米の指針の元となったのは，Seed & Idriss2)3)（1981，1883年）であるが，ここでは，Ishihara 

& Koga4)の新潟の砂に対する液状化強度曲線を引用しており，ここでは，液状化判定として間隙

水圧による液状化，DA=5，10%データが示されている。Seed らがこのうちどれを用いたのか分

からなかった。 
Tokimatsu & Yoshimi5)（1983年）は建築基礎構造設計指針の元になった論文で，凍結サンプリ

ングによる実験式を提案している。ここでは実験結果を図3.1の様にまとめ， 

2 100

n
d r r

o

D Da
C

σ
σ

   = +  ′    
 (3.1) 

が良い近似式であるとしている。ここで，a，n は定数で，a=0.45，n=14を用いれば，C の値とし

て次が得られる。 
97 19logaC DA= − （三軸試験，DA：%） 
94 19logsC γ= − （単純せん断試験，γ：%） (3.2) 

建築基礎構造設計指針（1988年版より）はこのうち，単純せん断試験のγ=5%を用いている。 
 

 
図3.1 液状化強度と相対密度の関係 

 
Seed & Peacock6)（1971年）は液状化に与える種々の条件の比較などを行っているが，ここでも，

液状化判定法は示されていない。Seed & Tokimatsu7)（1985年）では N 値と液状化強度の関係を示

しているが，せん断ひずみ振幅3，10，20%が示されている。 
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北米の技術者がよく用いる液状化判定法（FL法）の1つである Idriss & Boulanger8)では，N 値と

液状化強度の式は示されており，De'Alba9)の論文（過剰間隙水圧比 ru=100%）や Yoshimi ら10)の

論文（DA=5%），Vaid & Sivathayalan,11)（γ=3%）が引用されているが，最終的にどれを用いてい

るのか分からなかった。もう一つの液状化判定法である，NCEER の Workshop12)では図3.2(a)の様

に示されているが，この元は(b)に示す Seed ら7)の液状化強度曲線をきれいな砂の基準曲線を引用

している。(c)の様に両者を比較すると，γ=3%の曲線と NCEER の基本となるきれいな砂の液状化

強度が一致しているので，せん断ひずみγ=3%が用いられていると判断できる。 
 

 
 (a) NCEER (b) Seed ら (c) 液状化強度の重ね合わせ 

図3.2 NCEER Workshop による液状化判定 

 
安田13)は，昔は，緩詰めの試料を用いた試験が行われたので，判断方法にもあまり注意が払わ

れなかったとしているが，これが，上に述べた様に液状化発生の判断が描いていない理由であろ

う。彼は，本の執筆時点（1988年）での液状化判定法を表3.1の様にまとめている。また，最近

は DA=5%がよく用いられるが，これは本来構造物の耐力との兼ね合いで決めるべきものとして

いる。 
 

表3.1 液状化時点の判断方法 

着目点 液状化時点の判断方法 判断方法がとられている理由 
ひ ず み ひずみ振幅の急増点 破壊現象が生じ始めるとの考え 
ひ ず み 軸ひずみ両振幅（DA)=5% 構造物が被害を受けるひずみに達したのではないかとの考え 
ひ ず み 軸ひずみ両振幅10～25% 大ひずみが生じ，構造物は必ず被害を受けるのではとの考え 
間 隙 水 圧 急増し始める時点 液状化し始めたとの考え 
間 隙 水 圧 飛び出し現象が生じ始める時点 液状化し始めたとの考え 

間 隙 水 圧 0/ 1.0u σ ′ = （または，一定値）

に達した時点 
有効拘束圧が0となり液状化したとの考え 

 
道路橋示方書では，2015年道路橋示方書の参考資料14）で DA=5%が記述された。それ以前には，

判定基準は示されていない。これは，道路橋示方書で最初に FL 法が採用された1980年版の元に

なった石原の論文15)は図3.3に示すように過去のいくつかの実験結果を集めたものであることから，

いくつか違った液状化判定法のデータが示されている可能性がある。DA=5%が明瞭に示された

のは1996年版の新しい判定法作成の経緯を示している松尾 16)には5%と書いてある。ただし，

1996年版には書いていない。 
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図3.3 相対密度50%の砂の液状化強度曲線 

 
地盤工学会の土質試験の方法と解説では1979年版には記述なし。1990年版17)では，DA=5%（た

だし，せん断応力振幅は DA=1%の平均値。これ以上だとせん断応力振幅を一定に保ちにくい）

が記述されている。ただし，DA=5%を唯一の値としているわけではなく，図3.4に示すように，

いくつかの基準が示されている。なお，載荷過程についてはDA=1，2，5%，必要に応じて10%と

過剰間隙水圧比が95%の記述があるが，報告事項の中には，DA=1，2，5%の出力が記述されてい

るだけで，過剰間隙水圧比95%の記述はない。 
地盤工学会の指針では，液状化強度試験の記述は三軸試験についてのみで，中空ねじり試験に

ついてはない。現在，地盤工学会関東支部で，中空ねじりによる液状化強度試験委員会が作られ，

検討中であるが，試験法の本に採用されるかは未知である。 
 

 
図3.4 液状化強度試験の整理例17) 

 
以上に示したように，最近の傾向として，液状化発生の判断はひずみで行われることが一般的

になっている。しかし，ひずみでは判断することが出来ない事もある。たとえば，振動台実験や

遠心力載荷試験では，変位の計測は困難で，過剰間隙水圧の発生量で液状化の判断をしている。

また，地震の被害調査の際の液状化発生の判断は噴砂で行われており，有効応力が0になること

で判断していると考えられる。被害位置で変位を計測することはほとんど不可能である。仮に，

地震計があって記録が得られているとしても，加速度記録を積分することになるので，一般には

残留変位を求める事が出来ない。 
従って，間隙水圧による液状化判定とひずみによる液状化判定の両方が必要と考えられる。一

方，どちらか片方を判定基準とすると，ボイリングやせん断破壊も液状化発生と扱う必要性が生

じてくる。 
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3.2 液状化強度の補正 

前節で示したのは，ほとんどが三軸試験で，等方応力状態に対する試験に基づいている。しか

し，実地盤はこの状態とはかなり異なっている。 

(1) 単純せん断変形条件 

地盤工学会の試験法では，水平成層と比べて次の違いがあるとしている17)。 
 

表3.2 水平地盤内の土の応力および変形の状態の比較 

 地震時の水平地盤内 三軸，等方試験 
初期応力 異方 等方 

繰返し荷重の波形 
不規則であり，水平面内で多方向に加

わる。 

正弦波であり，供試体内の任意の面で

のせん断方法は二方向にしか変わらな

い。 

繰返し時の変形状態 
要素の高さ，および水平面の形と面積

は一定（単純せん断変形）の状態に近

い。 

単純せん断変形条件は満たされていな

い。 

 
このうち，単純せん断条件との違いについては，液状化研究のはじめから意識されていたよう

で，剛土層の中央部を単純せん断条件と考えたり，単純せん断試験機を作製したりしてその違い

が求められた。たとえば，Peacock & Seed18)は両者の違いを，1)単純せん断条件では主応力軸の

回転が起こる，2)原位置では K0応力状態にある，3)原位置の応力状態は平面ひずみ状態，4)繰返

し載荷に対して，単純せん断条件では挙動が対称になるのに対して三軸試験では圧縮側と伸張側

で非対称になる，などをあげ，単純せん断試験機を作製し，図3.5(a)の結果を得て，単純せん断

条件の液状化強度は三軸試験に比べて著しく小さいことを示した。これに対して，Finn ら19)は単

純せん断試験で応力比を初期有効上載圧σ'vで正規化するのは好ましくないとして，代わりに，初

期有効拘束圧で正規化するべきと考え， 0 01/ 2 (1 ) vK σ ′⋅ + （二次元状態を考えている）で正規化

し，図3.5(b)に示すように，三軸試験と単純せん断試験が同じ線上に載ることを示した。その後，

Ishihara らは三次元状態の初期有効拘束圧 0 01/ 3 (1 2 ) vK σ ′⋅ + で正規化することにより図3.6の様に

K0の影響を除くことが出来る事を示し，現在ではこれが一般的な補正法となっている。 
 

    
 (a) Peacock & Seed (b) Finn et al. 

図3.5 単純せん断条件と三軸試験の違い 
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 (a) σ'v0で正規化 (b) σ'm0で正規化 

図3.6 K0状態の補正20) 

(2) 初期せん断 

 
これまでの議論は，水平成層に関するものであった。しかし，斜面などでは，初期せん断応力

が作用している。 
初期の研究では，Lee & Seed21)は三軸試験で初期せん断を作用させた実験を行い，繰返し載荷

される応力の符号が変化しなければ液状化は起こらないこと，初期せん断が大きいほど液状化強

度は大きくなることなどを示している。 
Seed & Idriss により提案された FL法22)は液状化判定に広く用いられている。この方法は，液状

化強度を標準貫入試験の N 値などを用いて液状化強度を求めている。Seed23)はダムの液状化解析

について初期せん断を考慮すべきとして，次の補正法を示した。 

0 0 0

c c Kα
α α

τ τ
σ σ

=

   
=   ′ ′   

 (3.3) 

ここで，αは初期せん断応力τst の有効上載圧σ'v0に対する対する比 0/st vα τ σ ′= であり，図3.7で示さ

れている。なお，図の赤線が Seed によるもの，その他は Harder & Boulanger24)が Seed の研究を引

用した際のものである。NCEER の Workshop25)26)では Harder & Boulanger が Kαに関するまとめを

報告した。その中では，いろいろな過去の研究が紹介され，最終的に図3.8を提案したが，ばら

つきが大きいからということで，Workshop の推奨には入らなかった。これに対して，Idriss & 
Boulanger8)では 

 

 
図3.7 初期せん断に対する補正係数 Kα 

 
図3.8 Kαの提案24) 
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/R cK a be ξ
α

−= +  (3.4) 

を提案している。ここで 
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である。ここで，Q は粒子形状によるパラメータでおおよそ10（石英，長石），8（石灰岩），7
（無煙炭），5.5 （白亜）程度の値である27)。 

既往の研究は，先の Harder & Boulanger24)にも示されているが，細野によるまとめ28)の方が分か

り易い。図3.9に示す。 
 

 
(a) 緩い砂に対する既往の研究 

 
(b) 中密な砂に対する既往の研究 

図3.9 Kαに関する既往の研究まとめ28) 

 
これまでに見たように，既往の研究では，ばらつきが大きく，その影響を定量的に議論するの

は時期尚早と考えられる。さらに，これまでの研究は三軸試験によるものがほとんどであり，実

地盤とは対応しない。地盤の堆積状況と初期応力の作用方向が異なることに関しても研究は少な

い。さらに，構造物直下のように，水平方向には応力境界になっているようなケースに関する研

究はない。 
これらについては，今後の研究が期待されるところである。 

3.3 液状化を説明する文章 

5章に示されるように，液状化に関する説明はいろいろである。しかし，中には古い考えに基

づくものもある。また，ほとんどがメカニズムの説明を引用なしでしている。しかし，これまで

に示したように，出版物によっても異なるメカニズムが示されていることから分かるように，常

識というわけでもない。そこで，ここでは，現在の知見に基づくメカニズムが分かりやすいすべ

り面に沿った粒子の運動を考える「すべりモデル」によるメカニズムで説明する。このすべりモ

デルでは，砂の繰り返し載荷時の挙動を説明できないことは粒状体力学の分野では認識されてい

るようである。なお，これまで議論されてきたように，液状化と呼ばれる現象にはいろいろなメ

カニズムがあり，以下で示すのは水平成層で液状化が発生する，いわば一番単純なケースに限ら

れている。 
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(1) 短い説明 

飽和した土が繰返しせん断に伴い，粒子構造が壊れ，有効応力が減少し，破壊する現象 

(2) やや長い説明 

砂のような粒状体は，緩く堆積した状態でせん断変形を受けると粒子が間隙に落ち込み体積が

減少しようとするが，間隙が水などで飽和していると体積変化が起きにくく，水平方向にずれた

土粒子が間隙水に浮いた状態になり，粒子構造が壊れ，有効応力が減少し，破壊する現象。 

(3) 長めの説明 

砂のような粒状体（粒子が接触点の摩擦抵抗により形を保つ物質）が地震の様な水平方向の力

を受け，接触力が摩擦抵抗を超えて接点を消失し，接触面に沿った方向に移動し，粒子の間の隙

間に落ち込んだり，隣接する粒子に乗り上がったりする必要がある。前者では体積が縮小し，後

者では体積が増加する。このようにせん断変形に対して体積が変化する現象をダイレイタンシー

といい，粒状体に特徴的な現象である。しかし，間隙が水で飽和されていると，粒子の自由な運

動は阻害されるため，たとえば体積変化が起きなくなる。粒子が緩く堆積していると，粒子間の

かみ合わせがはずれやすく，間隙中に粒子が浮いているような状態となる。すると，接触点を介

しての粒子間力，すなわち，有効応力が減少し，地震前に作用していた力（外力）を受け持てな

くなる。外力の大きさが変わらないとすれば，この減少分を間隙水が負担することになり，過剰

間隙水圧が発生する。多数の粒子がこのような状態になれば，土粒子が外力を受け持つ力が失わ

れ，飽和砂は全体的挙動としては液体状に挙動するので，これを液状化と呼ぶ。一方，隣接する

粒子に乗り上げる，すなわち，体積膨張（正のダイレイタンシー）が起こる場合は，粒子間の力

が増大し，有効応力が増加する。そのため，間隙水圧が減少する。これはサイクリックモビリテ

ィといわれる現象である 
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4 液状化に関連する用語 

地盤工学会「液状化メカニズム・予測法と設計法に関する研究委員会」では教科書，専門書を

集めて液状化という用語がどのように定義されているのか調べている1)。その結果，使われ方が

文献により少しずつ異なっていることが分かった。その原因の一つは，現象を短い言葉で表現し

ようとしたとき，重点の置き方が人により異なることであろう。また，多くの人は，用語の定義

など考えることなく，安易に利用しているということも考えられる。 
以下では，液状化に関連する用語のこれまでの使われ方を紹介する。 

4.1 北米の研究 

(1) Seed らの認識 

液状化は，これまでも述べてきたように，当初は土が液体のようになると考えられていた。液

体であれば，せん断応力には抵抗しない。たとえば，Seed & Lee2)は次の様に述べている。 
A soil may be considered to have liquefied when its resistance to deformation is zero over a wide strain 

amplitude. In sands, this can occur only when the effective confining pressure is also zero.（液状化とは，

大きいひずみ振幅において，土の変形抵抗がゼロになることである。砂の場合は，有効拘束圧が

ゼロになって初めて液状化が起こる。） 
たとえば，図4.1は繰返し載荷の結果であるが，彼らは， 

The stress versus strain relationships for cyclic strain tests are slightly different from those in constant stress 
amplitude tests since the resistance of the specimen decreases progressively. Thus the hysteresis curves of 
stress versus strain become progressively flatter, ultimately becoming horizontal when the sand liquefies（繰

返しひずみ試験の応力－ひずみ関係は，試料の抵抗が徐々に減少するため，一定の応力振幅の試

験の場合とは若干異なる。そのため，応力－ひずみ関係は徐々に平坦になり，最終的には砂が液

化したときに水平になる。） 
これからわかるように，液状化は有効応力が0でせん断に抵抗しない状態と考えられていた。 
 

 
図4.1 液状化に至る繰返し載荷結果2) 

 
彼らは，液状化に伴う現象を次の様に定義した 
 崩壊（Failure）：ひずみが過剰になった時。ひずみが例えば20％の両振幅に達したときに発

生したと考えるのが妥当であるが，多くの場合，より小さな値がより適切であろう。この基

準では，飽和した砂が全く液状化せずに破壊することも考えられるが，実際にはそのような

ことはあり得ない。 
 完全液状化（Complete liquefaction）：広いひずみ範囲，例えば20％の両振幅の範囲で，土が

変形に対して抵抗を示さない（あるいは無視できる）状態をいう。したがって，飽和した砂
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が完全に液状化した場合は，必ず実用上の崩壊となる。 
 部分液状化（Partial liquefaction）：破壊すると考えられているよりも小さいひずみ範囲で変

形に対する抵抗を示さない状態。飽和した砂が部分的に液状化しても，採用する破壊基準に

よっては破壊しないこともある。 
 初期液状化（Initial liquefaction）：繰り返し荷重をかけたときに，土が初めて部分的な液状

化を起こしたときのこと。部分液状化の定義から，飽和した砂は相当数の応力繰返しの間，

部分的に液状化した状態になる可能性があることがわかる。したがって，部分液状化の開始

を初期液状化と呼ぶのが好都合である。 
Castro3)はこれを次の様にまとめた。 
 ひずみが1%以下では繰返しによるひずみの増加は非常に小さいが過剰間隙水圧は単調に増

加する。 
 軸差応力が0の状態で間隙水圧が初期有効拘束圧と等しくなる事があり，Seed・Lee の用語に

従えば，部分液状化（partial liquefaction）の発現と捉え，初期液状化4)とよび，この状態に至

る繰返し回数は間隙比，有効拘束圧，軸差せん断ひずみの大きさに依存している。 
 部分液状化の間には，繰返しに伴いひずみは大きくなる。この間で，軸差応力が0の状態で

有効応力が0になる状態がある。 
 ひずみが20%になった状態を完全液状化とよぶ。 

すなわち，実験結果から繰返し載荷に伴い破壊状態に至るケース（液状化）と，過剰間隙水圧が

減少し強度を回復するケース（サイクリックモビリティ）があるので，混乱を避けるために，両

者に異なる名前をつけた方がよいとの意見を出した。すなわち，図4.2(a)の点線に示すように，

単調載荷試験では，排水試験ではせん断応力が単調に増加するのに対して，非排水載荷（aとb）
ではピーク後応力が急激に減少し，残留強度に至る。繰返し載荷（c）でもその後の単調載荷で

同様な挙動を示す。しかし，図(b)に示すように，繰返し後に強度が増加する（サイクリックモビ

リティ）ものがあり，両者を区別しようというものである。 
 

       
 (a) 単調載荷と繰返し載荷 (b) サイクリックモビリティ 

図4.2 非排水載荷による液状化とサイクリックモビリティの応力－ひずみ関係 

 
Castro の議論は，単調載荷と繰返し載荷を同列に扱うなど，今の目からみるとなじめないとこ

ろもあるし，材料，試験条件も明瞭ではないので，詳細な議論は困難である。しかし，Seed & 
Lee の論文，Castro の Seed らの研究に対するまとめ，などをみると，液状化とは，せん断剛性が

0であり，液体として挙動しているときと定義していると考えられる。この観点で見ると，使わ

れている用語は，次の様に理解できる。 
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 完全液状化（Complete liquefaction）：液体状になる。ひずみ20%が目安。ただし，この数値

は固定ではなく，事例とした実験結果によるだけ。単に液状化と言うときにはこの状態を指

す。 
 初期液状化（Initial liquefaction）：有効応力が最初に0になったとき。液状化するのは有効応

力が0になる必要があるので，液状化の入り口を表す。 
 部分液状化（Partial liquefaction）：初期液状化から（完全）液状化に至る間の部分。 
ただ，この考えは現在の液状化に対する考えとは異なっており，その意味で，現在も使われて

いる初期液状化以外は，適用出来ないと考えられる。 

(2) 現在の認識 

アメリカでは NCEER の主催で地震工学委員会が作られてワークショップが開催され，その成

果が「Liquefaction of soils during earthquake」という本にまとめられている5)。このワークショップ

には先の Seed，Castro をはじめ，この分野で活動している北米の多くの研究者が参加している

（日本からは石原研而，吉見吉昭の二人が参加）。この報告書の Overview の冒頭に以下が示さ

れている。 
The shaking of the ground may cause a loss of strength or stiffness during earthquakes that result in the 

settlement of buildings, landslides, the failure of earth dams, or other hazards. The process leading to such 
loss of strength or stiffness is called soil liquefaction. It is a phenomenon associated primarily, but not 
exclusively, with saturated cohesionless soils.（地震の際の地盤の振動は，建物の沈下，斜面崩壊，ア

ースダムの崩壊，そのほかの災害を起こすような強度や剛性の低下を引き起こす。この強度や剛

性の低下を引き起こす過程を土の液状化とよぶ。この現象は飽和した粘着力のない土で主に引き

起こされるがこれ以外の土を排除するものではない。） 
さらに，その後，理解されている点として，以下を挙げている。 
The word liquefaction, as generally used, includes all phenomena involving excessive deformations or 

movements as a result of transient or repeated disturbance of saturated cohesionless soils. Thus, both flow 
failures and deformation failures are said to be liquefaction failures.（一般的に使われている液状化とい

う用語は，飽和した粘着力のない土に過渡的または繰返しによる外乱が作用した結果生じる過剰

な変形や移動を含むすべての現象を表すものとして使われている。したがって，流動破壊や変形

による破壊はすべて液状化による破壊であるといえる。） 
ということで，現在使われている意味での液状化とほぼ同じ内容が示されている。これらの議論

でのキーポイントは「飽和した粘着力のない土＝砂」で「繰返しにより強度や剛性の低下」が引

き起こされ，「液状化破壊と呼ばれるような流動破壊や変形破壊を伴う」被害を発生させるとい

う事である。 

4.2 Liquefaction という用語の履歴 

液状化（Liquefaction）という用語は，1964年以前にも使われていたが，流砂，ボイリングなど

の事を指しており，現在の液状化（繰返し載荷による現象）の意味では使われていない。たとえ

ば，1964年新潟地震のあと作られた被害地域の木造建物の調査6)では，家屋被害の原因を地盤変

状や流砂現象と描いていることからわかるように，液状化という用語は日本では一般的ではなか

った。 
英語の Liquefaction という用語を現在の意味で初めて使ったのは，最上・久保ではないかと考

えられる。彼らは，1953年に上下動による液状化に関する論文を書いているが 7)，そこで

Liquefaction という用語を使っている。最上8)によると，liquefaction という用語は知らなかったが，

この論文で引用符（"）付きで液状化（liquefaction）としたとしており，繰返しせん断による液状

化（現在使われている液状化の意味）の最初の呼び名と思われる。そして，この用語が米国で使

われるようになり，それが日本に逆輸入される形で液状化という用語が使われるようになったと
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考えられる9)。 
ところで，この論文では1951年の地震の際の Amagasaki の噴砂が示されているが，理科年表に

はこの年の地震は載っていない。勝又10)は1951年には4つの地震（千葉県中部 M6.2，長崎県温泉

岳 M5.4，新潟県南部 M5.2，青森県北東沖 M6.5）を報告しているのみである。Amagasaki は地名

辞典11)で調べると，兵庫県尼崎市，京都府伏見区のある町名しかなく，地震との対応がつかない。

尼崎が正しいとすれば，1944年東南海地震が対応しそうに思われ，著者らが勘違いをしたのかも

しれない。 
1964年新潟地震の後，いくつかの被害報告が出版されている。たとえば，建築研究所12)，林野

庁13)，港湾技術研究所14)，土木学会15)などである。このうち，林野庁は流砂という用語を使って

いるが，他の報告では流動化という用語が使われた。たとえば，道路橋関係で最初に液状化が取

り上げられた，道路橋耐震設計指針16)（1972年），道路橋示方書と名前が変わった1980年版17)で

は流動化の用語が使われており，1990年版18)より液状化と用語が変わった。一方，建築基礎構造

設計指針では初めて液状化が取り上げられた1974年版19)では液状化という用語が使われている。

なお，吉見20)は「1960年に改訂された“建築基礎構造設計規準・同解説21)”には，緩い砂が液状

化する可能性について述べられていましたが，やや遠慮がちな表現だったためか，深刻に受け取

られなかったことは残念でした」と述べている。1960年版には「特に緩い砂地では地震時に浅い

基礎下の土が流動しやすくなり側方に逃げるため基礎が沈没し」という記述があり，これを指し

ているのであるiiiが，ここで流動とあるのも，流砂現象のことで，現在の液状化という現象とは

少し意味が違うと考えられる。このあたりの議論は文献22)に詳しい。 
文献1)によれば，流動化の用語は1970年代前半までは液状化を示す用語として使われる場合が

あり，1968年十勝沖地震，1973年根室沖地震，1978年宮城県沖地震と，液状化が発生した地震が

起こったことから流動化という用語は次第に用いられなくなったとある。ここで，液状化と言っ

ているのは，液状化しても流動しないだろうという意味である。 
その後，2.4で述べた様に，液状化により大きな水平変位が生じる現象が問題になり，「液状

化に伴う流動」という用語が使われるようになった。 

4.3 過去の委員会活動で議論された名称 

4.3.1 液状化メカニズム・予測法と設計法に関する研究委員会1) 

この章の最初で述べた委員会報告では，使われ方に関する調査の結果，液状化に関してよく用

いられる用語として以下を示している。 

(1) 使用頻度の高い用語 

 初期液状化：過剰間隙水圧が初期有効拘束圧に等しくなった時。ただし，地盤工学会の液状

化の判定では95%となっている 
 完全液状化：土が大きなひずみを受け，液体状に挙動する。 
 サイクリックモビリティ：繰返し載荷を行うと，有効拘束圧が0に近づいてから，載荷時の

せん断剛性の回復と除荷時の有効応力の減少を繰返し，次第に液状化に近づいていく現象。

このため，有効応力が0に近くなったとしても剛性回復のため，大きいひずみが発生しない。 
 再液状化：一度液状化した地盤が次の地震により再び液状化する現象 

(2) 使用頻度は高くないが，特殊な現象を表すために使用されている用語 

 突発的液状化：極めて緩い飽和砂質土がごく軽微な刺激により液状化する現象 
 進行性液状化：液状化によって斜面付近の砂層が順次崩壊していく現象 

 
iii 著者に確認した 
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 準液状化：過剰間隙水圧は上昇しているが，初期有効拘束圧にまで至っていないので，せん

断強度がある程度残っている状態。 
 不完全液状化：過剰間隙水圧が上昇を始めてから，最大間隙水圧に至るまでの状態 
 永久変位，側方流動：地盤が一旦液状化すると，急な勾配ではなくても地盤全体がある方向

に動き出す現象 
 側方移動：液状化した地盤が横に向かって移動する現象 
 斜面の流動的崩壊：斜面内の土が液状化した場合の崩壊形態（崩壊土砂は遠くまで到達する） 

(3) そのほかの土および地盤の動的特性を表す用語 

 初期せん断力：斜面地や構造物の周辺地盤に作用しているせん断力を想定したもの。K0応力

状態もせん断応力が作用した状態ではあるが，初期せん断力とはいわないようである 
 繰返し軟化：繰返しにより土のせん断剛性が低下する現象（たとえば，高塑性の土に対して

用いる用語。ただし，液状化する場合にも用いることができる） 
 繰返し強度：ある回数の繰返しせん断によって，ある破壊規準を満たす状態になるとき，た

とえば，せん断ひずみがある値（たとえば，両振幅5%）に達するときや過剰間隙水圧比が

ある値（たとえば，0.95）になるときのせん断応力振幅 
 動的強度：以前は，繰返しのことを動的とよんだので，繰返し強度と同じ意味。現在では，

載荷速度の依存性を見るときなどに使われる。 

4.3.2 地震時の地盤・土構造物の流動性と永久変形に関する研究委員会 

地盤の液状化に関して，もう一つの問題は，これまでの議論の後で見つけられた，1983年日本

海中部地震を契機として現れた液状化に伴う流動現象である。この現象が問題となった頃，地盤

工学会で「地震時の地盤・土構造物の流動性と永久変形に関する研究委員会」23)が作られ，表4.1
に示すように現象が整理された24)。 

このときの議論は，土要素としての現象と地盤で起こる現象を分けた方がよいというものであ

った。なお，表で述べられている駆動力は液状化した土が液体として挙動するのに必要な外乱と

いう意味ではなく，たとえば，斜面などで初期せん断が作用しているなどの力を表している。 
 

表4.1 委員会でまとめられた液状化に伴う流動の用語24) 

土要素の液状化  地盤の液状化 
液状化していない土 液状化している土   液状化していない地盤 液状化している地盤 

準液状化 
Pre-liquefaction phase 

液状化 
Liquefaction 

 

駆動力なし 
No driving stress 

非流動 
No flow 

非流動 
No flow 

非流動化 
No flow 

非流動性液状化 
No flow liquefaction 

 

駆動力あり 
Driving stress 

側方流動 
（側方移動） 
Lateral spread 

限定的流動 
Limited flow 

限定的流動性液状化 
Limited flow liquefaction 

 

（限界なし）流動性液状化 
Flow （限界なし）流動性液状化 

Flow liquefaction 
 

 
ところで，これらの議論は繰返し載荷が契機となって液状化が発生するというキーワードはあ

るが，液状化してさらに振動を受けた場合の挙動を余り考えていないようにも思われる。 

4.3.3 レベル2地震動による液状化研究小委員会 

土木学会地震工学委員会の小委員会 25)で検討されている。まず，4.1(2)で述べた NCEER の

Workshop の記述が紹介され，「ここで注目すべきことは，液状化は地盤の強度または剛性の低

下により沈下や破壊が起こる現象であり，飽和した砂地盤に限定していないことである。つまり，
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極端なことを言えば粘土地盤でもよいのである。このようなことから，液状化のメカニズムで必

ず説明に使われる過剰間隙水圧という言葉も使用していない。間隙水圧の上昇・蓄積には関係な

く，とにかく地震荷重により地盤の強度や剛性が低下して，沈下や破壊が起こる現象すべてをい

っているのである。」とまとめている。さらに，一般に使われている用語の例として，広辞苑の

記事「砂の地盤が地震の衝撃で流れ易くなる現象。砂粒の間に飽和していた水の圧力の変化で水

が動き，砂の粒間結合が破られて，砂全体が液体のようにふるまうと考えられる。地震動が大き

いと液状化のため建物が被害を受け，砂が地上に噴出し噴砂となる。特に埋立地などで見られ

る。」を紹介し，一般の人の液状化という現象に対するイメージが「恐らく通常はしっかりして

いる地盤が地震時には液体状になることがある」という事であろうと推測している。その後，こ

れまでに示した委員会の紹介をしている。 
この小委員会では NSF の Workshop の記述にある液状化の定義について，対象材料については，

あらゆる地盤材料を対象としていて，被害現象については，ひずみ増加に伴うあらゆる地盤変形

を対象としていて，かなり広義な範囲を液状化の対象と解釈しているといえる。 
この後，液状化の定義をしているが，そこでは，広義の液状化と狭義の液状化があることを紹

介し，単に液状化と言うときには狭義の液状化を指すとしている。これらを含め，次の用語が紹

介されている。 
 （狭義の）液状化： （狭義の）液状化は，地震の繰返しせん断力などによって，飽和した砂

や砂礫などの緩い非粘性土からなる地盤内で間隙水圧が上昇・蓄積し，有効応力がゼロまで

低下し液体状となり，その後地盤の「流動」をともなう現象，または「流動ポテンシャル」

をもった地盤となる現象。 
 広義の液状化：広義の液状化は，緩い砂地盤や砂礫地盤に限定せず，密な砂地盤や密な砂礫

地盤さらに粘性土地盤でも地震などを含む種々の外力によって有効応力が低下し，地盤の強

度または剛性の低下により有害な沈下や変形などが起こる現象。一般に飽和地盤が多いが，

不飽和地盤においても起こる類似の現象（ただし，そのメカニズムは必ずしも解明されてい

ない）も含むものとする。 
 繰り返し軟化，サイクリック・ソフトニング（Cyclic softening）：繰返し載荷による間隙水

圧上昇と剛性低下によりせん断ひずみが発生し，それが繰返し回数とともに徐々に増大する

が，土のもつダイレイタンシー特性や粘性のためにひずみは有限の大きさにとどまり，大き

なひずみ範囲にいたるまでの流動は起きない。 
 サイクリック・モビリティ（Cyclic mobility）： 繰返し載荷において土が「繰り返し軟化」

する過程で，限られたひずみ範囲ではせん断抵抗が小さくなっても，ひずみが大きく成長し

ようとすると，正のダイレイタンシー特性のためにせん断抵抗が急激に作用（mobilize）し，

せん断ひずみの成長に歯止めがかかる現象。主に，密な砂や礫質土，過圧密粘土のように正

のダイレタンシー特性が著しい土において顕著に現れる。 
 流動または流動ポテンシャル：狭義の液状化のところで既にこれらの用語を用いているが，

その定義は実は漠然としている。一般的に流動の真の意味は液体のように無限のひずみまで

抵抗無く流れることであるが，要素試験によれば実地盤ではあまり見られない相対密度が

30%以下の緩い砂でも，液状化後の非排水せん断により10～20%程度のせん断ひずみで抵抗

が回復することが知られている。一方，実地盤ではもっと大きなひずみまで液体のように流

動したケースも多く知られており，そのメカニズムについては未だ議論の多いところである。

したがって，流動あるいは流動ポテンシャルを明確な定量的条件により定義づけることは現

時点ではできないが，多くの液状化判定基準で用いられている軸ひずみ両振幅5%（せん断

ひずみ両振幅7.5%）をはるかに超えたひずみが発生する場合に対して，流動するあるいは流

動ポテンシャルを有するという用語を使うべきであるといえよう。 
 広義の液状化＝「（狭義の）液状化」＋「繰り返し軟化」（「サイクリック・モビリティを

含む」）＋「その他」のような関係になる（図4.3参照）。ただし，「その他」については
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類似の幅広い現象に液状化の用語を適用できる自由度を残すため付け加えている（例えば，

不飽和地盤での広義の液状化等）。 

 
図4.3液状化の定義 

4.4 名称に関するまとめ 

用語については，すでに3つの委員会でまとめられている。ただ，まとめ方が異なるところも

あるし，現在多く使われている用語と異なる所もある。そこで，これまでの用語を整理する事を

試みる。このまとめの目的は，液状化にかかわる用語について，すべての関連分野で共通認識が

あるわけではないことを解説し，可能な範囲で普遍的な用語の利用法を定めていく必要性を論じ，

正確な現象の表現のためには，文章中の用語を自分で定義することの必要性を示すものである。

よって，この委員会報告での記述をもって「正しい用語としての認知」を求めるものではない。 

4.4.1 各種の用語とメカニズム 

(1) 水平成層の液状化 

室内試験や，水平成層の液状化については，次のようなステージがある。まず， 
①過剰間隙水圧が全く（ほとんど）発生しない状態（おおむねひずみが10−4以下） 
②過剰間隙水圧が発生を始めるが初期液状化になる前の状態（おおむねひずみが数%以下） 
③初期液状化以後の挙動 

このうち，①については液状化とは関係ない。繰返し軟化（Cyclic softening）の様な用語が適

切であろうiv。②は液状化は発生しない状態である。既往の論文等では，不完全液状化，準液状

化，部分液状化などの用語が使われてきている。ただし，充分に認知されている用語とはいえな

い。この原因の1つは，初期の Seed & Lee26)や Castro27)が考えたように液状化を液体の様に挙動す

る様になった状態と考えるのか，それとも，初期液状化（Initial liquefaction）になったとき以後

を液状化した状態と考えるのかということにあると考えられる。既往の用語の中では部分液状化

（Partial liquefaction）が最も適当な用語と考える。これは，均質な材料として見れば，初期液状

化が液状化した時点が液状化の開始かもしれないが，土は粒状体なのですべてが均質というわけ

ではなく，不均質であるので，部分的には過剰間隙水圧比が1になっている所もあるであろうと

いう意味である。ただし，Partial liquefaction は最初に述べた様に，初期の研究では初期液状化以

後の挙動を表す意味に使われたので，使う際には，たとえば，「過剰間隙水圧が発生したが，液

 
iv ②，③でも軟化は起こっているので，繰返し軟化といえないことはない。そこで，使う際には，「過剰間隙水

圧の発生がほとんどない」などの用語を加えると，他と区別しやすい。 

(狭義）の
液状化

繰返し軟化
（サイクリック・モビリティを含む）

その他（不飽和土等）

広義の液状化



57 
 

状化に至る前の状態」の様な説明をつけるのが必要であろう。このことは，他の用語についても

同様である。 
初期液状化以後の挙動を液状化と呼ぶことにすれば，これ以後の挙動について新たな用語は必

要ではない。ただ，液状化の発生と液状化以後の挙動を区別したいときには，液状化状態の様に

説明を加えることも可能であろう。 
完全液状化という用語が使われることもある。これも充分に認知されている用語とはいえない。

おそらく，液体状に挙動することを指していると思われるが，2.3節で述べた様に，液体として

挙動するには駆動力が必要である。したがって，この用語も使う際には説明が必要であろう。 

(2) 広義と狭義の液状化 

4.3.3項でも論じられていたが，液状化には広義と狭義の使い方がある。広義の方は，一番極端

なのは，過剰間隙水圧が発生したらすべて液状化という使い方であろうが，このような定義だと，

ダイレイタンシーが起きない土はないと考えられるので，すべての破壊現象を液状化と呼ぶこと

も可能であり，工学的にはあまり意味がない。さらに，社会的な混乱をもたらす可能性もあるも

のと懸念される。 
4.1(2)項には NCEER の使い方が示されている。日本語に訳した部分のみを取り出すと，次のよ

うである。「地震の際の地盤の振動は，建物の沈下，斜面崩壊，アースダムの崩壊，そのほかの

災害を起こすような強度や剛性の低下を引き起こす。この強度や剛性の低下を引き起こす過程を

土の液状化とよぶ。この現象は飽和した粘着力のない土で第一義的に引き起こされるがこれ以外

の土を排除するものではない。」 
これが，広義の液状化の用語として適切なように思える。大事なのは，「地震により災害を引

き起こすような強度や剛性の低下が起きる」ということである。なお，NCEER には，これに引

き続き，「一般的に使われている液状化という用語は，飽和した粘着力のない土に過渡的または

繰返しによる外乱が作用した結果生じる過剰な変形や移動を含むすべての現象を表す。」という

文章があるが，ここで，粘着力の無い土といういい方は問題である。細粒分が入っていると粘着

力は現れるし，年代効果により粘着力が生じることもある。従って，材料は，粘着力のない土に

限る必要はない。また，NCEER の定義には「建物の沈下，斜面崩壊，アースダムの崩壊」のよ

うに例が挙げられているが，当然，これ以外の施設でも被害が起きる。 
これらを考えると，広義の液状化の定義は次の様するのが妥当であろう。「地震などによる地

盤の振動により有効応力が減少し，強度や剛性の低下が起きる現象で，砂，砂礫などに典型的に

見られるが，細粒分や粘土分を含む材料でも発生する」 
次に，狭義の液状化は，4.3.3項では「液状化は，地震の繰返しせん断力などによって，飽和し

た砂や砂礫などの緩い非粘性土からなる地盤内で間隙水圧が上昇・蓄積し，有効応力がゼロまで

低下し液体状となり，その後地盤の「流動」をともなう現象，または「流動ポテンシャル」をも

った地盤となる現象」の様に定義されている。しかし，液体状に挙動するには駆動力が必要であ

り，材料のみの挙動として定義することはできない。流動ポテンシャルという用語は「可能性」

を示す意味で用いられており，量の定義がなされておらず，有用性はない。 
そこで，狭義の液状化の定義は次の様にする。「地震などによる地盤の振動により有効応力が

きわめて0に近くなり，ないしはひずみが大きくなり，地盤の抵抗力がほとんど0になること。こ

の状態では駆動力の作用により液体状に挙動する事もある」 

(3) 初期せん断，流動 

傾斜地盤では初期せん断力が作用している。現在の所，3.2(2)項で示したように，初期せん断

力が働くときの適当な液状化の定義法はない。ただし，地盤が傾斜していると大きな変形が生じ

ることがあり，液状化に伴う流動（Liquefaction-induced flow）と呼ばれる。この際，2.4節で述べ

られているように，初期せん断が大きいと液状化時の残留強度が問題になる。また，初期せん断



58 
 

が小さい時には，地震動の大きさや継続時間（繰返し数）などが流動の駆動力として作用するた

め，変位の大きさに影響する。駆動力には，このほか，過剰間隙水圧の消散に伴う，浸透力など

がある。 
液状化に伴う流動は，以前は側方流動（Lateral spreading）と呼ばれていた。側方流動を地盤工

学用語辞典28)では，次の様に説明している。 
「軟弱地盤上に盛土などの荷重が載荷された場合，その荷重の大きさが地盤の極限支持力に

近づくと，地盤が塑性変形を生じ，側方方向に大きく変形することがある。」 
側方流動はもともとこの現象を指し，一般に粘性土地盤で起こることが多い。しかし，近年では,
地震時に傾斜した地盤や岸壁などの背後地盤で液状化が発生し，地盤が大きく流動して構造物に

多大な被害をもたらすことが明らかになり，この現象も側方流動と呼ばれるようになった。後者

の現象は粘性土地盤の側方流動と区別するために，地盤の流動（flow of ground）と呼ばれること

も多い。また，永久変位（permanent ground displacement）と呼ばれることもある。 
これからわかるように，側方流動は元は別の現象を表すものであった。同じ名前を異なる現象

に用いると，誤った印象を与えることもあるので，本来は避けるべき事項である。そこで，液状

化の流動を扱った，4.3.2項で述べた委員会では，「液状化に伴う流動」という用語を提案してい

る。これを用いれば，混乱が起きることもない。ただし，側方流動の用語は一般的にも多く使わ

れているという現実がある。地盤工学用語辞典でもこの点を考慮し，二つの言い方を書いている

と考えられる。また，海外でも Lateral spreading がよく用いられている。従って，この用語を使

わないようにと言うのは現実的ではない。ただし，使う際には二つの異なる現象をあらわしてい

るということを意識して，説明を加えるのが好ましい。例えば，推奨するわけではないが，液状

化に伴う側方流動のような表現であれば，誤解を生じる可能性は大きく低減される。 
類似の現象であるが，最近では，非常に緩い傾斜した地盤で発生する崩壊を，静的液状化

（Static liquefaction）と呼ぶこともある（たとえば，文献29)）。ただし，まだ一般的ではないと

考えられるので，説明付きで使う用語であろう。 

(4) 要素と地盤 

4.3.2項でも論じられたように，液状化に関しては，要素挙動と（空間的広がりと境界をもつ）

地盤とを分けて考えるのが妥当であろう。たとえば，構造物直下で1cm の層で（狭義の）液状化

が発生したとしても被害は発生しないであろう。すなわち，液状化する範囲が充分小さければ構

造物被害には結びつかない。 
残念ながら，これらを適切に定義する用語は提案されていない様である。 

(5) その他の用語 

第2章ではいろいろな液状化にかかわる現象とメカニズムを示した。これらには，用語として

示されているものと示されていないものもある。示されているにしろ，一般に認知されていない

用語もある。したがって，当面は説明（定義）付きで使っていくべきであろう。 

4.4.2 用語と簡単な説明 

前項では用語とメカニズムについて説明した。これらをまとめ，簡単な説明を加えると以下の

様になる。 

(1) 特に説明無く使える用語 

液状化：飽和した土が繰返しせん断に伴い，土内部の粒子構造が壊れ，有効応力が減少し，破

壊する現象。破壊している状態を指すこともある。 
初期液状化：液状化の状態になったとき。一般的には有効応力が0（または，過剰間隙水圧比
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が0.95）になる状態，または，ひずみが所定のひずみ（DA=5%，γ=3，5％など）にな

った状態が使われる。 
液状化に伴う流動：液状化により大きな水平変位が発生する状態 
二次液状化：過剰間隙水圧の消散に伴い，隣接要素に間隙水が流入し，その要素の有効応力が

0になる状態 
再液状化：同じサイトで複数回の液状化が発生すること 
サイクリックモビリティ：液状化した状態からひずみがより大きくなり，再び骨格構造が形成

され，せん断抵抗が発揮されること 
水膜：液状化した層の上部に透水性の小さな層が存在するとき，液状化層から流出した間隙水

が蓄積する現象 
駆動力：液状化した土が液体状の挙動を継続するために必要な力で，地震による振動，浸透力

などがある 

(2) 説明をして使う用語 

揺動：大きな範囲で液状化した地盤が大きな振幅でゆっくり動く現象。 
部分液状化：過剰間隙水圧が発生しているが，初期液状化以前の状態。 
準液状化，不完全液状化：部分液状化と同じ現象。部分液状化を使うのが好ましい 
静的液状化：非常に緩く堆積した斜面が滑る現象 
突発的液状化：非常に緩い地盤で衝撃力のような力で液状化する現象 
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5 文献に示される用語と被害 

液状化を扱っている図書，設計指針，報告書，論文などをチェックし，どのように定義されて

いるかをまとめた。液状化の定義（説明）は基本的に以下の4つにまとめられる。なお，例えば，

設計指針のように，液状化が既知のものとして扱っているものは除いている。液状化のメカニズ

ムに関して説明があるもののみに限っている。 
 
① ダイレイタンシーにより，体積が減少→非排水なので，体積が減少できない→荷重を支え

るために過剰間隙水圧が発生→有効応力が減少 
② 粒子間のかみ合わせが外れる→粒子が間隙水中に浮く（有効応力が減少）→全応力を支え

るために過剰間隙水圧が発生する。論文によっては最初のみもある 
③ クイックサンド（quick sand），ボイリング（boiling） 
④ 上向き浸透流 

5.1 図書・報告書など 

合計109の図書，学位論文，設計指針，報告書などに記述されている液状化のメカニズムを調

査した。メカニズムは上に示す①～④に分類して示した。結果を表5.1に示す。なお，各文献の

関連部分を引用しているが，本文中の図や式の引用番号は理解を妨げない範囲で除いている。な

お，室内試験の結果を基に現象を説明している場合には，①，②の区別をせずに説明することも

可能である。この様なケースは以下のまとめには含めていない。二次液状化は，④として分類し

ている。なお，液状化時に上向き浸透流が起こるということは多くの論文で述べられているが，

非液状化層が上向き浸透流で液状化するという記述は多くない。 
結果は，①80，②29，③2，④2であり（複数書いてあるものもある），圧倒的に①が多い。こ

れは，Seed & Lee の論文（文献97）によるところが大きいのかもしれない。 
もう一つ，特徴的なのは，メカニズムの説明で，文献を引用していないものがほとんどである

という事である。(1)常識と考えている，(2)文献を引用するまでもないと考えている，(3)なんと

なく，書いている，などが原因と考えられるが，これまでに示されてきたように，いろいろなメ

カニズムがあり，常識となっているとは考えにくい。既に2.2節で示したように，①と②は連続

体としてとらえるか，粒状体としてとらえるかの違いである。砂が粒状体である事を考えると，

②の説明の方が好ましいと考えられる。 
 

表5.1 液状化の定義一覧 

文献 
番号 

ページ 定義 コメント 

1 1291 ① 土が液状化すると，それに伴って過剰間隙水圧が発生 

2 61 ① 

地震動による飽和砂の繰返しせん断→負のダイレイタンシー特性による圧縮

の傾向→非排水のゆえに圧縮できない→砂層を支えるための過剰間隙水圧の

発生と累積→有効拘束圧の減少→粒子間のかみ合わせがはずれる→せん断抵

抗を失う→液状化する 

3 103 ① 

地震などの外的作用によって，地盤を形成している砂質土層で，間隙水圧の

上昇のために有効応力が減少してせん断抵抗を急激に失い，地下水位以深で

あたかも液体のようになる現象を液状化（liquefaction）という。液状化は粘

性質土でも生じるといわれているが，一般には，飽和砂について考えるのが

普通である。 

4 18–19 ② 

砂の中に閉じ込められた水は，外部へ流れ出る代わりに，圧力を発生する。

これを過剰間隙水圧と呼ぶ。図2.3はもともと，過剰間隙水圧の発生機構を説

明するための図である。全応力一定という排水条件の下で，繰返しせん断す

るなら砂の体積が徐々に収縮し（負のダイレイタンシー），間隙比 E が小さ
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文献 
番号 

ページ 定義 コメント 

くなる（A→B）。ところが同じせん断が非排水条件の下で起こったなら，体

積が一定なので間隙比は変化することができない。そこで負のダイレイタン

シーと同時に砂の中で有効応力も減少し，砂は膨潤曲線 BC を左上に向かっ

て動き，間隙比を元の値に戻す。こうして砂の有効応力は次第に減少し， せ
ん断強さや硬さも損なわれてしまう。これが液状化のプロセスである。 

5 11 ② 

飽和した緩い砂が地震などの繰返しせん断力を受けることによって，粒子問

のかみ合わせがはずれ，粒子が間隙水の中に浮いた状態となる現象。有効応

力が消失する結果，土はせん断強さを失い，土かぶり圧と同じ大きさの間隙

水圧状態となる。 

6 214 ① 

土要素の液状化とは，固体状の土において，非排水条件下で地震等による繰

返しせん断応力（cyclic shearstress）が作用して間隙水圧が蓄積する，あるい

は静的条件下で地下水の浸透流により間隙水圧が発生することによって，有

効拘束圧（effective confining pressure）がほとんどゼロの状態となり,土が液体

状に変化する現象である。 

7 85 ① 

飽和した緩い砂等が，地震等による激しい繰返しせん断応力を受けることに

よって粒子の噛合せが外れ，間隙水圧が上昇して有効応力が減少し，せん断

強さを失う現象。粒子が間隙水の中に浮いた状態となる。完全な液状化は有

効応力0の状態に対応しており，そのとき間隙水圧は全応力に等しくなる。 

8 16 ② 
地震時に繰り返しせん断力を受けると，負のダイレタンシー特性により土粒

子の骨格構造が次第に崩れていく。それに伴って有効応力が減少して，つい

にはせん断強度が失われて液体状になる。 

9 32 ② 
地下水で飽和された緩い均等な細砂層の地盤が，地震動等の衝撃を受けて砂

層中に過剰な間隙水圧が発生した場合，砂粒子の剪断抵抗がゼロとなるた

め，液体のような挙動を示す現象。 

10 113 ① 

砂質層が地下水で飽和している場合，すなわち砂粒子間の間隙がすべて水で

満たされている場合に，強い地震動が繰り返し加わると，間隙水の圧力 u が

次第に高まっていく。この間隙水圧が垂直応力σに等しいという状態に達す

ると，上式に従ってせん断強さτは0となる。 

11 443 ③ 
The loss of strength with remolding accounts for the phenomenon of liquefaction in 
quick clays and very loose sands. If a hillside of such a material starts to slide, the soil 
loses its strength and flows away like a liquid 

12 4 ② 

When sandy soil deforms due to shear stress caused by vibration during an earthquake, 
contact between the particles is lost as shown in Figure 2.1 b. Then, the force originally 
supported in a vertical direction through the contact points is instead transmitted 
through the pore water. This condition corresponds to a state of 'liquefaction'. 

13 13 ② 

地震がやってくると，図(c)，(d）のように繰返しせん断力を受け，それによ

り粒子構造（配列）が壊されてゆく。今，ゆる詰めの土を想定しているた

め，繰返しせん断により土粒子のかみ合わせが徐々にはずれてゆくことにな

る。これは粒状体の持つ負のダイレイタンシー特性に起因している。そし

て，遂には（e）のように，土粒子のかみ合わせが完全にはずれることにな

る。これは水の中に粒子が浮いている“泥水”と同様であり， 0σ ′ = となるた

め f cτ = となり，c を持たない砂質土ではせん断強度が0になる。これが完全

に“液状化”した状態である。 0vσ ′ ， 0hσ ′ は周囲から依然加わっているため，

これを間隙水の圧力で支えなければならなくなり，間隙水圧は過剰に 0vσ ′ だ

け上昇する 

14 1 ② 

飽和状態にある粒径が揃った緩い砂質土が地震等によって揺すられた場合，

砂粒子間に存在する間隙水の水圧が次第に上昇し，ついには砂粒子のかみ合

わせがはずされてしまう。したがって，砂粒子は水の中に浮いた状態とな

る。このように，荷重が繰り返し作用して砂質土が液体状になる現象を液状

化現象と呼んでいる。 

15 1 ① 

“液状化”（liquefaction）という用語は，広い意味では，土が飽和している

か乾燥しているかを問わず，せん断強さを失って液体のようにふるまう現象

を指すことがある。例えば，1g をこえる鉛直加速度で振動する乾燥砂では，

粒子が自由落下する瞬間があり，そのとき，有効応力（粒子間垂直応力）が

ゼロになる結果，砂はせん断強さを失っている。しかし，本書では，対象を
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飽和砂質土に限定し，間隙水圧が上昇して有効応力が減少する結果，せん断

強さを失う現象を液状化と呼ぶことにする。 

16 

232 ③ 

砂質土の液状化（liquefaction〕について，古くから知られているのはクイッ

クサンド(quick sand）であろう。……液状化現象のもう1つの例としては，河

川の下流や海岸付近の低地に存在する非常にゆるい砂質土が，静的条件で自

然にスベリ出すことが古くから知られている。これもクイックサンドとよば

れているが，自然の液状化（Spontaneous liquefaction）ともよばれる。……シ

ートパイルで，締切られた砂地盤や，ケーソン内の砂質土を掘削していくと

きに見られるボイリング現象（Boiling）も，液状化の一種と考えてよい。こ

れもクイックサンドとよばれている。 

233 ② 

まず，セン断力により粒子間の接触がはずされる。しかし，いきなり新しい

より密な構造に移行するわけにはいかないから，おのおのの砂粒子は，一

時， 間ゲキ水の中に浮いた状態となる。これが砂の液状化にほかならない。

このとき，もともとは粒子接点を通して伝えられていた上部の砂の重みは，

その支持を失うので，水によってささえられることになる。粒子接点を通し

て伝わる力，つまり，有効応力が消えうせ，その代りに間ゲキ水圧がその分

だけ増加してくるわけである。 

17 

276 ② 
間隙水の中に土粒子が一時的にういた状態になる。つまり図(a)では土粒子の

間に間隙水が存在していたものが(b)では間隙水の中に土粒子が浮いた泥水の

状態になる。こういう液状化を完全液状化と呼んでいる。 

277 ① 

したがって，間隙水圧が増加すると，逆にセン断強さは減少することにな

る。……間隙水圧が完全に拘束圧σまで上昇し終わらない状態で地震動が停

止した場合においても，やはりセン断強さは地震前よりいくらか減少するこ

とになる。この様な現象を不完全液状化と呼ぶことがある。 

18 146 ① 

地下水で飽和しているゆるい砂地盤は，平常時は安定しているが，地震動に

よる振動や衝撃的な力を受けると，砂の粒子が密に詰まろうとする。……地

震時のように短時間の動的な力によって，間隙水が移動できないような急激

なせん断を受ける場合非排水の条件と同じようになり，過剰間隙水圧が発生

する。この水圧の発生で粒子間の有効応力が利かなくなり，せん断抵抗がな

くなることにより，その部分の砂層はあたかも液体のように流動する。この

現象を砂の液状化という。 

19 145 ① 

ゆるく堆積した砂地盤が地震動を受けると，繰り返しせん断によって負のダ

イレイタンシーが発生し，体積が減少する傾向を示すが，間隙水の移動が十

分でないと，間隙水圧が上昇する。この時，有効応力が減少，消失し，砂地

盤は液体状となる。これが地震による砂地盤の液状化である。 

20 第3編 ① 
地震などによって砂粒が揺すられ，砂粒の間にある水の圧力が上がると，砂

粒は水中に浮いているのと同じ状態になります 

21 234 ① 

地下水で飽和された緩い砂層地盤が地震による振動を受けた場合，粒子聞の

かみ合せがはずれる。この場合は粒子が土中に浮遊した状態となり，地盤が

液体状になる現象を液状化(liquefaction) という。……緩い状態の砂が地震に

よる振動を受けた場合にはその体積が収縮する。地盤が飽和していると土中

水は地震の早い挙動に追随できず，非排水状態の等体積変化となる。このた

め間隙水圧が上昇して有効応力が減少し，せん断抵抗力が低下する。 

22 351 ① 
The loose sample would attempt to undergo volume decrease and thereby throw 
pressure into the water. 

23 112 ② 
①液状化前のゆる詰めの砂（砂の粒子はかみ合っている）②液状化した瞬

間，砂の粒子はあたかも地下水の中で浮遊したような状態で液状化する。 

24 166 ① 
間隙水をゴム袋のなかに閉じ込める，つまり体積の収縮を妨げた結果，間隙

水圧がこれに肩代りするといってもよいでしょう。 

25 

202 ④ 
スベリが二，三の特別に透水性の大きな層中の間ゲキ水圧の増加によって起

きたり，斜面の下の土を液状化する衝撃によって起きたりする。 

400–401 ④ 

盛土のノリ先近くの地中から湧き出す泉から内部へと進行する侵食のため

に，パイピング（piping）によって破壊が起こることがある。最後に非常にゆ

るい砂の層の上にある盛土の下では，その砂の突発的な液状化のために底部

破壊が生ずることがある。しかし，この型の破壊は大地震の場合を除いては
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非常にまれである。 

26 346 ①④ 

これらのことを考えると地震時の S 波による表層内の繰り返しせん断変形の

ため，排水状態の砂地盤はゆすり込み作用が起こり密度は増すはずである。

しかし実際の砂地盤の多くは飽和しており，しかも地震動の継続時間はたか

だか数分であるから非排水状態で繰り返しせん断を受けることとなる。その

結果，砂中の過剰静水圧はだんだんと上昇してゆき，有効応力が減少する。

このとき，ゆるい地盤内から上向きの透水が生じ，それが限界動水勾配に至

れば有効応力は0となって地盤は支持力を失う。 

27 117 ② 
液状化現象とは，飽和した緩い砂質土層が地震などの震動を受けることによ

って，地盤の強度を喪失して液体のような状態になることである。 

28 10–11 ① 

（水で，飽和された）土の液状化とは，固体状の砂質土において，外力（地

震等による繰り返しせん断力）が作用すると，間隙水圧が上昇するが，透水

係数が小さいため実質的に非排水状態に近い状態となる。このため，実質的

に土の変形を支配する有効応力は減少して，ほとんどゼロの状態になる。こ

の時，土のような粒子からなる粒状体は各粒子がぱらぱらとなり，固体状か

ら液体状へ相変化する。このような現象を水で飽和された砂質地盤の液状化

と呼ぶ 

29 5 ② 

とくにゆる詰めの砂質土があると，地震動により液状化を生じやすい。この

とき，砂粒子のかみ合わせがはずされて，粒子は周辺の間隙水の中に放り出

されてその中に浮いたような状態になるので，その分だけ間隙の水圧が上昇

してくる。 

30 9 ② 

ここに地震が襲って，S 波により土が左右にせん断変形させられる。そう

すると，土粒子のかみ合わせが徐々にはずされていく。そして遂には，

土粒子どうしが接触しないばらばらの状態で水の中に浮遊した状態にな

る。これが液状化した時の状態である 

31 39 ① 

砂の間げきが完全に飽和しており，その粒度組成が細砂から中砂の分類に入

るとき，ゆるい状態にあると動的作用（発破による震動，動的浸透作用な

ど）によって，液状化といわれている現象が起こる。砂の液状化現象は砂の

密度が小さければ小さいほど，圧縮応力に対する抵抗が小さければ小さいほ

ど，そして動的作用が強ければ強いほど起こりやすい。砂の液状化現象と

は，粒子が互いにおしあい，間げきが水で満たされていたゆるい砂が，突然

ある瞬間に液体の中に砂粒子が浮いているような状態に変化することであ

る。このような状態になると，当然砂質土はその表面にある物体の荷重に耐

えることができず，そのため物体は粘性液体の中に沈むように沈下してゆく 

32 130 ① 

せん断中に全く体積変化がない状態の砂の密度があるはずである。このとき

の間隙比を臨界間隙比（critical void ratio)と浮び ecrit で表す。 したがって，…

…飽和した砂を非排水条件でせん断すると，臨界間隙比より緩い砂では正の

間隙水圧が発生し，有効拘束圧力は減少する。 

33 64 ① 

地震時のせん断波のような大きなせん断応力がゆるい砂地盤に繰り返し働く

と，負のダイレイタンシーにより砂地盤は体積収縮しようとする。しかし，

載荷速度が速い地震波の場合，過剰間隙水圧の消散が起きにくいので，正の

過剰間隙水圧が発生する。この正の過剰間隙水圧が繰り返しせん断力によっ

て蓄積すると有効応力は徐々に減少し，液状化が発生する。 

34 23 ① 

このような状態で地震による繰返しせん断力を受けると，負のダイレイタン

シーのため体積収縮が起こる。ところが，地震は短い時間で起こるから，地

震時にはこのような体積収縮が起こらないと考えるため，非排水条件が保た

れるとみなす。そうすると，砂粒子の骨格は収縮しようとしても粒子間にあ

る間隙水が排水されないため，その代わりに砂粒子間に作用していた応力

（有効応力）を間隙水が分担するようになる。 

35 248 ① 

If a saturated sand is subjected to ground vibrations it tends to compact and decrease in 
volume; if the sand cannot drain rapidly enough, the decrease in volume results in an 
increase in pore pressure. When the pore pressure increases until it is equal to the 
overburden confining pressures, the effective stress between soil particles becomes 
zero, the sand completely loses its shear strength, and enters a liquefied state. 
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36 12 ① 

The loading of the soil by τ(t) is undrained (the pore water pressure dissipation and 
redistribution within the soil mass are disregarded within the time frame of the event). 
Therefore, the pore water pressure in the element in excess of the hydrostatic pressure 
increases with duration of shaking 

37 74 ② 

地震の揺れのように地盤の内部にずれを生じさせるような力（「せん断力」

と言います）が繰り返しかかると，砂粒間のかみ合わせが一時的に外れて，

地下水の中に砂の粒子が浮いた状態になり，支持力がなくなります。地盤が

液体に変化したのです。 

38 57 ① 
水で飽和したゆるい砂地盤が地震動や衝撃をうけて，過剰間隙水圧が急激に

上昇し有効上載圧と等しくなったために，地盤のせん断抵抗が失われる現象

を， とくに液状化現象（liquefaction) という。 

39 96 ① 

地震以前には砂粒の間の空隙は水で満たされているため，水はそこから外へ

抜け出ようとしても，急には抜け切れない。このため砂粒と砂粒との間にあ

る水の圧力（間隙水圧）が瞬間的に非常に高くなって，砂粒は水に浮いた状

態になり，粒子と粒子との間の絡み合いが外れて，砂粒はバラバラの状態に

なってしまう。 

40 45 ① 

飽和状態にある緩い砂質土が地震によって揺すられた場合，砂粒子間に存在

する間隙水の水圧が次第に上昇し，ついには砂粒子のかみ合わせがはずされ

て，砂粒子が水の中に浮いた状態となる。このような砂質土が液体状になる

現象を液状化現象と呼んでいる。 

41 195 ② 
液状化現象をわかりやすく表現すれば，緩く詰まった砂の粒子のかみ合いが

震動によりはずれ，水中に浮いた懸濁状態となってせん断強度が失われ，液

体と似た挙動を示す現象といえよう。 

42 

1 ① 

In geotechnical-engineering terminology, liquefaction refers to the state of the soil in 
which the effective stresses between individual soil grains vanish and the water-
sediment mixture as a whole, therefore, acts like a fluid. Under this condition, the soil 
fails, therefore precipitating failure of the supported structure such as pipelines, sea 
outfalls, breakwaters, seawalls, pile structures, gravity structures, rock berms, etc. 

11 ① 

These cyclic shear stresses cause the soil to undergo cyclic shear deformations, in 
exactly the same way as in the case of waves, leading to pressure buildup, and 
eventually liquefaction if the soil is "undrained" (silt, fine sand, and even medium 
sand). 

43 435 ① 

When shear occurs under undrained conditions, pore water cannot be drained out, and 
develops pressure. This pressure is called the excess pore water pressure 過剰間隙水

圧 and is defined as the pore water pressure minus the hydrostatic pressure that existed 
before earthquake; 

44 10 ② 

このようにふだんは砂粒同士はしっかりとスクラムを組んで建物を支えてい

ます。しかし，地震がくるとこのスクラムがゆり動かされ，ついにはスクラ

ムがはずれてしまいます。スクラムがはずれると砂粒はバラバラの状態にな

り，建物を支える力を失ってしまいます。これがまさに液状化の状態です。 

45 137 ② 

飽和した砂質土では，地震などの急激な外力によって構造が乱されると，間

ゲキ水が排出し終わるまで一時的に b→c のような経過をたどる。このとき構

造の低位化の度合いが大きいと c 点の有効圧力はほとんど 0となり，粒子がバ

ラバラに水中に浮遊したいわゆるクイックサンド，あるいは液状化の現象を

示す。 

46 667 ① 

これによると，ひずみパルスの数を増大させると試料中の間げき水圧は増大

し，ひずみの1サイクル中の全段階で計測水圧は一定値すなわち側圧に等しく

なる。またこのとき試料の有効応力はゼロになり，砂は変形に対して全然抵

抗しないようになる。これを同じ図の(b)図で示すと，砂の抵抗がゼロになっ

たときは，応力－ひずみ曲線がまったく扁平になった16サイクルのときであ

ることがわかる。 
完全な液状化はこのように変形に対して砂が全く抵抗しなくなったときを指

し，(b)図の結果からわかるように， それは 1サイクル中の全部にわたって有

効応力がゼロのときとみることができる。前述したように ゆるい飽和砂では

砂の完全な液状化は容易におこしうるが，密な飽和砂では完全な液状化に達
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するまでにはかなりの数の周期的応力を与えなければならない。 

47 26 ① 

揺れを振動台に加えると間隙水圧が増え始め，上昇しきったところで液状化

に達する。液状化すると砂粒の間を伝わる力はなくなり，お互いにバラバラ

になって振動中は砂粒が水中に浮いたような状態になる。なぜ浮いたような

状態が持続可能かといえば，液状化すると砂層の中に上向きの水の流れが起

き，本来水より重い砂粒を押し上げるからである。振動が停止すると同時

に，液状化した砂層全体がほぼ同じ速度で沈下しながら底の方から砂粒の堆

積が起こる。その堆積面はゆっくり上昇し，表面にまで達した時点で液状化

が終了する。砂層の表面は当然最初よりも沈下しているので，表面は水の層

で覆われる。 

48 65–67 ① 

The basic cause of liquefaction of sands has been understood, in a qualitative way, for 
many years. If a saturated sand is subjected to ground vibrations, it tends to compact 
and decrease in volume; if drainage is unable to occur, the tendency to decrease in 
volume results in an increase in pore water pressure, and if the pore water pressure 
builds up to the point at which it is equal to the overburden pressure, the effective stress 
becomes zero, the sand loses its strength completely, and it develops a liquefied state. 

49 42 ② 

密に締まった砂地盤では砂の粒子が動くためには，図2.24のようにその上の

土粒子を持ち上げなければならない（これをダイレタンシィといってい

る）。したがって，密な砂地盤では有効応力がゼロになることはなく，せん

断強度もゼロにはならないことになる。ところが緩い砂地盤では，間隙が大

きいために砂の粒子が浮いた状態になり，せん断強度がなくなり，水といっ

しょに動くようになる。これが砂地盤が液状化した状態である。 

50 10 ① 

砂が飽和している場合は，粒子間に介在する水が，砂がより密に詰まろうと

することを妨げるため，間隙水圧が上昇し，それに伴って有効応力が低下す

る。極端な場合として，有効応力がゼロになれば，せん断強さもゼロにな

り，砂は定義によって液状を呈することになる。地震または衝撃荷重による

液状化は，このようなメカニズムによって発生する。 

51 21-22 ① 

In an undrained cyclic loading test, the sand matrix or skeleton can tend to contract 
under the cyclic loads, but the resulting rearrangement of sand particles instead 
transfers normal stresses from the sand matrix to the pore water (i.e., σ stays constant, 
while σ' decreases and u increases). 

52 129 ② 

緩い砂層では，土粒子が図6-1(1）のような状態で，土粒子の接触面の摩擦に

より辛じて安定を保っているが，振動が加わると摩擦が切られるため，上部

から加わる荷重を水で負担することになり水圧が上昇して，最終的にはσ=uw 
となって全く強度を失ってしまう。このような状態を液状化という。 

53 9 ② 

S 波により土が左右にせん断変形させられる。そうすると，土粒子のかみ合

わせが徐々にはずされていく。そして遂には，（e）のように土粒子どうしが

接触しないばらばらの状態で水の中に浮遊した状態になる。これが液状化し

た時の状態である。泥水と化しており，強度を失ってしまうので，地表にあ

る建物などは沈下し，地中にある埋設管などは浮き上がる。また，上には相

変わらず土や建物の荷重が加わっているものの土粒子では支えられないの

で，間隙の水で支えざるを得なくなって，水圧がその分上昇する。そして上

昇した過剰間隙水圧で逃げ場を探し圧力の小さな地表に向かつて噴き出して

いく。 

54 119 ① 

飽和した緩い砂地盤が地震時に非排水条件（状態）で繰り返しせん断を受け

ると，過剰間隙水圧が発生し，そして蓄積して，ついには初期の有効拘束圧

と同じ値に達する。その結果，有効応力がゼロになり，砂地盤はせん断抵抗

を失って，水中に砂が浮かぶような状態になる。 

55 37–40 ② 

Decreases in volume caused by cyclic loading cannot occur if a soil is saturated with 
an incompressible fluid and movement of the fluid within or from the soil is prevented. 
Instead, the tendency to decrease in volume is counteracted by a decrease in effective 
stress. 

56 6–7 ② 
砂の粒子の間が地下水によって完全に満たされている状況（飽和状態とい

う）を考えてみよう。地震前には砂の粒子が互いに連結し，この連結によっ

て地盤自体の重さおよび地盤の上に建設されている構造物の重さを支えてい
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る。これが地震の揺れによって砂の粒子の連結がはずれ，ばらばらになって

水の中に砂の粒子が浮いているような状況になる。このように地盤が水と砂

とが混ざりあった液体のような状態になることを液状化現象と呼んでいる。 

57 3 ② 

地震の揺れのような繰り返しせん断を受けると，砂粒間のかみ合わせが一時

的に外れて。③のように地下水の中に砂の粒子が浮いた状態になり，支持力

を発揮できなくなる。このとき地下水が砂粒の代わりに外力（土や，地盤が

支持している構造物の重さ）を受けもつため，間隙水圧（粒子の間にある水

の水圧）が大きくなる。 

58 6   

土の間隙に水が飽和状態になっていると，せん断応力によってコントラクシ

ョン(負のダイレイタンシー)が起きても，間隙水が排除されない限り土は収

縮できないので，過剰間隙水圧が発生しその分だけ粒子間に働いていた有効

応力が減少するとこの現象が起きる。 

59 102 ① 
体積収縮しようとする全応力に等しい圧力が間隙水圧として作用して，この

u に等しい有効応力の値が低下してせん断強さを消失して液体のようにな

る。これが砂の液状化である。 

60 150 ① 

反対に，砂が緩く詰まった試料はせん断にともなって収縮しようとするが，

体積変化が止められているため，間隙水圧が上昇する。これは有効応力の低

下を招き，試料の剛性が低下し，低い最大せん断強さしか示さない。間隙水

圧が全応力（側方向応力）に等しくなる（u＝σr）まで上昇すると，有効応力

はσ'r＝sr−u=0 kN/m2となり，砂には粘着力がないので強さを完全に失う。こ

の現象を液状化と呼ぶ。 

61 113 ② 

粘着力が小さいか，あるいはまったく粘着力がない砂質土では，振動によっ

て粒子の構造が乱される。このさい砂質土においてみられるかみ合わせ結合

は，微小な振動に対しても十分な抵抗を発揮することができず，内部摩擦が

減少してあたかも液体の動きのような挙動をとる。これを砂質土の液化現象

というが，この状態になると砂質土のせん断強さがいちじるしく低下する。 

62 95 ① 

地表面に荷重が作用すると，粒子間を介して力が伝わる。地震が発生する

と，地盤にせん断力が作用し，砂粒子の噛合せが外れ，砂粒子が間隙に落ち

込もうとする（体積が減少しようとする）。砂の粒子が間隙に落ち込もうと

しても土粒子の間隙にある水がその邪魔をし，間隙水が砂粒子を支える状態

になる。この状態では粒子間力が作用しないためせん断強度が0に近くなり，

液体状になってしまう。これが液状化である。 

63 91 ① 
この地盤に地震動が及んで，慣性力によって土粒子が振動撹乱されるように

なると，それまでの水圧を超える過剰間隙水圧が生じ始めます。 

64 12 ① 

地震による振動で地盤が揺さぶられると，不安定な土粒子の噛み合わせが少

しずつ外れ，土粒子同士で支えていた力を水で支えることになり，水圧が

徐々に上がります。振動が続くと，ついには土粒子がすべて水中に浮いた泥

水のような状態になるのです。これが液状化の発生するメカニズムです 

65 230–231 ① 
もし排水がスムーズに行われない条件にあるときには，上部地盤の沈下力

（衝撃圧）によって有効上載圧相当の過剰間隙水圧が発生する。 

66 198–199 ① 
先ほどの条件（水で飽和＋ゆるく堆積）がそろった砂地盤が地震動を受ける

と，間隙水圧が上昇して有効応力が減少します。 

67 234 ① 
地盤が飽和していると土中水は地震の早い挙動に追随できず，非排水状態の

等体積変化となる。このため間隙水圧が上昇して有効応力が減少し，せん断

抵抗力が低下する。 

68 36 ① 
地震動によって繰り返し応力が働くと，接触し合っていた砂粒子が崩れて水

圧が上昇し，砂粒は浮遊状態となる。これが液状化である 

69 212 ① 
静的にある程度のせん断強度をもつ飽和砂が地震による繰返しせん断を受け

て土中の間隙水圧が上昇し，砂粒子の有効応力が減少して最終的に砂粒子が

最初にもっていた拘束圧がすべて間隙水圧に転嫁される。 

70 209 ② 

飽和した緩い砂が地震などの繰り返しせん断力を受けることによって，粒子

間のかみ合わせがはずれ，粒子が間隙水の中に浮いた状態となる現象。有効

応力が消失する結果，土はせん断強さを失い，土被り圧と同じ大きさの過剰

間隙水圧状態となる。 
71 1 ① 地震が発生すると，接触していた砂粒子はその地震動でせん断応力を受け，
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負のダイレイタンシーにより隙間が変形しようとする。ところがその隙聞に

は間隙水があり，水は非圧縮性であることから容易に体積圧縮することがで

きない。そのため間隙水圧は上昇し，その分，土の有効応力は減少してしま

う。有効応力がゼロになったときには砂粒子間の抵抗は失われ，砂はあたか

も流体であるかのように浮遊する状態（液状化）となる。 

72 18 ① 

粒状体である砂には間隙があり，地下水位より深い地盤では，その間隙中は

水で充たされており，砂の体積変化により，地盤中の地下水圧が上昇する。

その大きくなった地下水圧を過剰間隙水圧と言う。その過剰間隙水圧の 
大きさが土重量相当になると，土が水の中で浮遊している様な状態となる。

その様な現象を，一般的に液状化と言っている。 

73 28 ② 

液状化現象が発生する前の砂の地層は地下水で満たされて（飽和されて）い

て，上からの荷重は砂粒子の骨格構造で支えられています。その砂の地層が

緩いと，大地震による大きな水平方向のせん断力（ひずみ）で骨格構造が崩

れます。すると，それまで荷重を支えていた砂粒子閤の力（有効応力）は失

われて上からの荷重は粒子間の水に圧し掛かることになります。 

74 62 ① 

矢印の方向に力を加えると配置が変わることに伴って体積が変わりますが，

このような現象を“ダイレイタンシー”と言います。左から右に変わると，

砂糖が揺すられたときのように隙間が小さくなろうとしますが，飽和砂で

は，間隙水がすぐには排出されなくて，砂が詰まろうとすることを妨げる結

果，水圧が上昇し，それによって，有効応力が低下します。 

75 88 ① 
地盤の液状化とは，一般に地盤の浅部の飽和状態にある緩い砂質土が地震時

の振動により砂粒子間に存在する間隙水の水圧が上昇し，砂粒子間のかみ合

わせがはずれてしまう現象のことを言う。 

76 4 ① 

常時に形成されている砂粒子からなる地盤は，地震時の震動によってせん断

応力を受け，せん断変形を生じようとする。せん断変形する時の粒子間の間

隙を見てみると，間隙が小さくなることがわかる。もし，間隙水の逃げ道が

なければ水圧が上昇することが容易に理解できる。せん断変形が非常にゆっ

くりと進行するならば，過剰間隙水圧は消散していくが，地震のように非常

に速くせん断変形が繰返し発生する場合には，水圧の上昇と消散のバランス

の関係から過剰間隙水圧が上昇していくことになる。 

77 6 ① 
飽和した砂質地盤が，地震動による間隙水圧の急激な上昇により，せん断強

度を著しく減じ，土および地盤に大きな変形または流動的な破壊を生じる現

象。 

78 6 ① 

地震などの振動により砂質土がせん断応力を受けてせん断変形し，粒子間の

接触が失われると，それまでこれらの接触点を通じて伝えられていた鉛直方

向の力は，間隙水を通じて伝えられる状態に変化する。この状態が液状化の

状態に相当する。 

79 Q6 ② 
液状化とは，地下水位以下の緩い砂等の地盤が強い地震動により土粒子間の

かみ合わせが外れて泥水のようになり，地盤としての強さを失ってしまう現

象のことをいいます。 

80 2 ① 
地震動による間げき水圧の急激な上昇により，飽和した砂質土層がせん断強

度を失うこと 

81 4 ① 
地震などの繰返しせん断によって，水で飽和した砂質土中の間隙水圧が上昇

し，有効応力がゼロの状態となり，地盤が液体状に変化する現象。 

82 4 ① 
飽和した砂質地盤において，地震動により間隙水圧が上昇し，地盤がせん断

強度を失い土の構造が破壊すること 

83 132 ① 

密度の低い飽和砂地盤が地震時のように短時間内にほぼ非排水状態でくり返

しせん断応力を受けると，砂粒子のかみ合せの変化による体積収縮傾向によ

って間隙水圧が上昇し，有効応力が0となった段階で，地盤のせん断抵抗がほ

ぼ失なわれ，液体のように非常に大きいひずみが生じるようになるが，この

現象を液状化と呼ぶ。 

84 5 ① 
地震動による間隙水圧の急激な上昇により，飽和した砂質土層がせん断強度

を失い，土の構造に破壊が生じること 

85 4 ① 
地震動による間げき水圧の急激な上昇により，飽和した砂質土層がせん断強

度を失い，土の構造に破壊が生じる現象をいう 
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86 14 ① 
飽和した砂質地盤が，地震動による間隙水圧の急激な上昇により，せん断強

度を失い，土の構造の流動的な破壊が生ずること 

87 5 ① 
飽和した緩い砂等が，地震動による激しい繰返しせん断応力を受けることに

よって粒子のかみ合わせが外れ，間隙水圧が上昇して有効応力が減少し，せ

ん断強さを失う現象 

88 3.31 ① 
間隙水圧が上昇することにより，土のせん断強度や剛性が大幅に低下する現

象で，これにより地盤基礎構造物や地盤のせん断抵抗の著しい低下ないし大

地盤変位が発生することがあるもの 

89 2 ① 
固体状の土が間隙水圧の上昇によって液体状となり，外力に対する抵抗を失

う現象が液状化である。 

90 83 ① 
固体状の土が間隙水圧の上昇によって液体状となり，外力に対する抵抗を失

う現象が液状化である。 

91 50 ① 
繰返し載荷に伴い過剰間隙水圧が少しずつ増加し，水圧がほぼ初期有効拘束

圧に等しくなったとき，軸ひずみが急激に増加する。 

92 13章 ① 

地盤の液状化は，地下水で満たされた締まりのゆるい（空隙の多い）砂質層

が強い地震動を受けると起こります。震動により繰返し揺すられると，砂粒

子は配列を変えて寄り集まり，全体としての体積を小さくしようとします。

これに対し水は気体と違い圧縮されにくいので，体積縮小に対して強く抵抗

します。この結果として間隙を満たしている地中水の水圧が高まります。配

列を変え相互の支え合いがはずれた砂粒子は，圧力を高めた水の中にばらば

らになって浮いた状態になります。これが地盤の液状化です 

93 12章 ① 

締まりがゆるい状態でこの砂が積み重なっているとき，砂粒子はお互いに角

を接触させ，いわば突っ張りあって全体を支えています。粒子間には広い隙

間があり，互いにつながっています。地下水面が高いと，この隙間は水で完

全に満たされます。ここに地震動が加わって砂粒子が繰り返し揺すられる

と，お互いの支えがしだいにはずれ，やがては砂粒子間の接触はなくなり，

水圧を高めた水の中にばらばらになって浮いた状態になります。これが地盤

の液状化です 

94 13 ① 
地盤の液状化は，ゆるく堆積した飽和砂が地震によるせん断波を受けて砂粒

子の骨格構造の噛み合いが外れ，地盤内の過剰間隙水圧が全応力にまで上昇

し有効応力の値が極端に小さくなった状態である 

95 6 ② 
砂が飽和している場合には，粒子間の接触力が切れて，有効応力が減少して

くるのと同時に，間隙水圧が上昇してくる。砂の有効応力が減少することで

せん断強度が消失して，砂地盤は外力に対して抵抗できなくなる。 

96 15 ① 

However, this reduction in volume can not occur immediately since the duration of 
cyclic application is so short in comparison to the time required for drainage of pore 
water to occur. Consequently, in order to maintain constant volume of the contracting 
sand, the existing effective confining stress is reduced with the corresponding increase 
of equal magnitude of the pore water pressure. 

97 105–106 ① 

The cause of liquefaction of sands has been understood, in a qualitative way, for many 
years. If a saturated sand is subjected to ground vibrations, it tends to compact and 
decrease in volume; if drainage is unable to occur, the tendency to decrease in volume 
results in an increase in pore-water pressure, and if the pore-water pressure builds to 
the point at which it is equal to the overburden pressure, the effective stress becomes 
zero, the sand loses its strength completely, and it develops a liquefied state. 

98 Ⅱ–1 ① 
飽和している土に，非排水状態で繰り返しセン断力が加わった時，間ゲキ水

圧が上昇してゆき，有効応力が減少して液状化が生じる 

99 12 ① 
地盤の液状化とは，緩い飽和地盤が地震などの外力を受けることで過剰間隙

水圧が上昇して有効応力が減少しあたかも液体のようになる現象である。 

100 4 ① 
飽和した土層が地震の影響を受けると，砂の粒子は体積が収縮して高密度の

状態を形成する傾向があります。排水が不可能な場合，この収縮傾向により

過剰な間隙水圧が増加します。 

101 7 ① 
A state where soil loses its strength as a result of increase in pore water pressure is 
defined as liquefaction. 

102 4 ① 地震前の要素では，緩く堆積し間隙はすべて，満たされている状態で，あ
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る。非排水条件で繰返し載荷を受けることにより，過剰間隙水圧の上昇によ

りかみ合わせがはずれ，粒子同士が水中に浮いている状態になる 

103 111 ① 

飽和した砂地盤が揺すられているうちは，負のダイレイタンシーにより体積

が減少しようとして水に圧縮力を加えるため，間隙水圧が増加します。この

反作用として土骨格は水から引張り力を受け，粒子間力（有効応力）が減少

します。振動が継続すると，粒子間力はどんどん減少し，ついには0になって

しまいます。粒子間力がなくなるということは，骨格構造を形成する力がな

くなったわけで，この結果，粒子が水の中に浮いても不思議でなくなります 

104 2 ① 
地盤の液状化とは，飽和した砂質地盤の間隙水圧が上昇し有効応力が低下し

て地盤のせん断力が失われ，あたかも地盤が液体のように振る舞う現象をい

う 

105 37，40 ① 

Decreases in volume caused by cyclic loading cannot occur if a soil is saturated with 
an incompressible fluid and movement of the fluid within or from the soil is prevented. 
Instead, the tendency to decrease in volume is counteracted by a decrease in effective 
stress 

106 16 ① 
Earthquake-induced liquefaction refers to the phenomena of seismic generation of 
excess porewater pressures and consequent softening of saturated granular soils. The 
material is typically sand, and less commonly silt or gravel. 

107 191 ① 

①砂層はその体積を減少しようとする負のダイレイタンシー（Dilatancy）特

性により圧縮しようとする傾向を生じる。しかし②砂層は非排水状態にあっ

て，間隙水の排水が行われないので圧縮されない。したがって③上方砂層の

荷重により過剰間隙水圧が発生し，この水圧が砂層の有効応力に等しくなる

まで上昇する。④砂粒子はそのかみ合わせがはずれて水中に遊離した状態と

なる。⑤砂層はせん断抵抗を失って液状化する。この現象をリクィフアクシ

ョン（Liquefaction)という。 

108 41 ① 
地下水位が高く緩い砂地盤では，地震時に繰返し荷重が作用すると，地盤に

過剰間隙水圧が発生して有効応力が低下し，地盤はせん断強さを失って液体

のような泥水状態になる 

109 112 ② 

間隙物質が水の場合には話は簡単ではない。それは，体積が減少するという

ことは間隙物質が領域の外に出て行くということである。しかし，水は空気

のようにすぐには出ていかないからである。隙間に落ち込むという，体積変

化を起こす現象（ダイレイタンシー）は発生しているので，粒子が水中に浮

かんでいるような状態となる。この状態では，土骨格が荷重を支えることが

できなくなっている。しかし，作用している荷重（たとえば，構造物の重量

や上載土の重量）は変わらないので，荷重は間隙水で受け持たなくてはなら

なくなり，間隙水圧が上昇する。 

5.2 地盤工学会年次大会 

本文献調査では，2010年度～2022年度の地盤工学研究発表会発表講演集を主な対象として調査

を実施した。直近の10年程度を調査対象としたのは，各年度で1000件を超える投稿論文を限られ

た人員と時間で調査する制約を踏まえつつ，液状化が生じるメカニズムに関する最近の考え方お

よび直近の液状化の被害事例を把握したいと考えたためである。調査対象外の文献も一部記載さ

れているが，有益な情報であると調査者が判断したものである。 

5.2.1 液状化が生じるメカニズム 

文献調査結果を表5.1に示す。液状化が生じるメカニズムとして，5.1節の①過剰間隙水圧の発

生，②有効応力の減少，③クイックサンド，ボイリング，④上向き浸透流，の4つの区分に加え，

①～④のいずれにも該当しないものとして⑤その他を追加している。液状化に係る研究は活発に

なされており，例えば2019年度においては，タイトルや本文中に「液状化」という用語が使われ

ている文献は193件存在した。しかし，表5.2に示す通り，液状化が生じるメカニズムについて記

述されている文献は少ない。1件当たり2ページという文章量の制約によって定義が省略されやす
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いことも影響していると推察されるが，液状化のメカニズムが既知のものとして扱われているこ

とが多いといえる。 
図5.1に，区分毎の液状化の定義の度数を示す。5.1節と同様に，①の「過剰間隙水圧の発生」

が最も度数が多かった。④の「上向き浸透流」は，前田らの研究グループ（文献リスト6, 8）が，

浸透による堤防の破壊現象におけるパイピングのメカニズムとして考察している際に述べられて

いるものである。⑤の「その他」は，砂層の下に分布する粘性土層に蓄積された波動エネルギー

が砂層を揺り動かすことによって液状化が生じると考察しており，①～④のいずれにも該当しな

いと判断して「その他」に分類した。 
 

 
図5.1 液状化の定義の度数 

 

表5.2 液状化の定義一覧および引用箇所 

文献番号 定義 引用部分 

110 ⑤ 

沖積地盤上の飽和砂層が地震時に液状化する現象は砂層の下に分布する歪み追従性の高い粘性土

層に起因する。すなわち，基岩から伝わる地震波動が堆積層の間で重複反射を繰り返しながら表

層地盤に達する過程で，表層近くの粘性土層に留まり，蓄えられた波動エネルギーが上部の緩い

飽和砂層を揺り動かして液状化現象を惹起する。 

111 ② 

ところで，非排水繰返しせん断による有効拘束圧の低下メカニズムは，図−5 に示すように，負の

ダイレイタンシーの累積 (体積収縮) と体積膨張の重ね合わせとして解釈できることが古くから知

られている。したがって，土の体積を一定に保持した状態で繰返しせん断を与えれば，排水条件

とは無関係に，土の有効拘束圧は累積的に低下することとなる。 
（中略） 
地震時における土の負のダイレイタンシーの累積は，液状化の発生メカニズムのそのものであ

る。 

112 ② 砂質土の平均有効拘束圧(p')が0になると液状化現象が発生すると知られている 

113 ② 

飽和土の力学においては，一次元的な水位変動は全応力と水圧の増分が等しくなるため有効応力

変動に寄与しないが，波浪外力により海底地盤の有効応力が変動する理由としては，以下の 3 つ
が考えられる。 
① 地盤内の空気の存在 3)：地盤内に間隙空気が存在する場合，（飽和地盤ではないが，）水圧変

動による空気の体積変化により，非排水条件においても土骨格は体積変化可能であり，それに伴

って有効応力も変動する 
② 波浪場の多次元性：多次元波浪場においては，（飽和地盤でも）水位差に起因するせん断が海

底地盤内に作用する 
③ 境界流速の影響：海底面における地盤に平行な流速によるせん断 
本稿では，海底液状化の要因①，②を想定し，数値解析を通して，地震時の液状化と同様，地盤

の 初期状態が密であるほど，また波浪振幅が大きいほど平均有効応力が大きく低下することを示

す。 

114 ① 
液状化とは，飽和砂質土において地震によるせん断応力が繰返し作用することにより，間隙水圧

が上昇して有効応力が減少する結果，飽和砂質土がせん断強さを失うことをいう 

115 ④ 
多量の流砂量（浮遊砂）の発生要因の一つとして，水位上昇時の地盤極表層で生じる水圧上昇に

起因した，表面土粒子の有効応力の低減，液状化が挙げられる。 

80
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文献番号 定義 引用部分 

116 ① 

液状化は，地下水位が地表面に近く，緩い砂地盤に生じやすいとされている。このような地盤

に，地震動や建設工事などによる振動が加わると，地盤内の間隙水圧が上昇し砂同士の結合力が

弱くなり，土粒子と水が分離した様な状態になる。 

117 ④ 

複層の場合のパイピングの進展挙動はおおまかに以下のように理解される。 
① 堤内地では鉛直上向き浸透によって土粒子骨格には上向きに透水力が作用し，上層細砂層は液

状化状態になる。 
② 鉛直方向に噴砂が発生し，いわゆるボイリングが発生するとともに，対流が発生する。 
③ 噴砂箇所では間隙水圧水頭が低下するため基礎地盤内全体では圧力勾配は急になり，高い間隙

水圧は法尻へと移動し，堤体下の動水勾配は高くなり，ゆるみが生じ，限界状態を超えると局所

化した土砂流が斜めに生じる。実験で観察される土砂流れは，噴出が続く場合には Justin の限界

流速相当もしくはそれを超える流速が観察される。この場合，上載荷重が大きい場合にはゆるみ

が生じ難い。 
④ 斜め土砂流れのみが生じ，継続すると基礎地盤上層の砂が流されその上層の砂が流れに引き込

まれ，ゆるみと流動，流出とそれに伴う沈下が生じる。複層の下層からの間隙水の流入によっ

て，土砂流れの流量は流れ方向に増加する。  
⑤ 堤体の強度が高い場合には，堤体底面と基礎地盤上層の上面との間に空洞が生じ土砂の流出に

従って，さらに空洞が上流側に延伸する。一方，堤体強度が低い場合には，堤体が沈下，小規模

な崩壊によって空洞を埋める。ただし，この場合には堤体と基礎地盤上層とのサイズ効果が生じ

る 

118 ① 
地盤の液状化は，非排水条件下で土粒子がせん断変形を受けることで，過剰間隙水圧が上昇し，

それに伴いせん断剛性の著しい低下を引き起こす。 

119 ① 

液状化現象とは，地下水位が高く緩い砂地盤が地震によって大きな揺れが与えられると，下層で

は密（圧密現象）になり，上層では場所によって墳砂（細粒分）を生じながら液体状になる現象

である 
（中略） 
液状化とは振動によって非排水状態の地盤が一時的に液体になってしまう現象である。地盤が正

規圧密状態と仮定すると，全応力 σ は一定であり，振動によって間隙水圧 uwが増加する σ’=σ－
uw より有効応力 σ’が減少していき，最終的にゼロになることで液状化が発生する。たとえばコー

ヒーの粉を瓶に詰め替えるとき，粉が入りきらないときは瓶を少し叩いて振動を与えると粉がよ

く詰ってもう少し入るようになる。これは瓶を叩くことによって粒同士のかみ合いがずれ，粒子

間の空隙に瞬間的に落ち込み体積が減少する。乾燥した土でも同じことが起こる。しかし，砂が

飽和している場合は粒子間にある水が，砂が密に詰ろうとすることを妨げるため間隙水圧が増加

し，それに伴って有効応力が低下する。有効応力がゼロになれば，せん断強さもゼロになり砂は

液状になる。 

120 ① 
地震動を受けた飽和地盤は，その地震動により間隙水圧が徐々に上昇し，有効応力が失われ液状

化に至る。 

121 ① 
一般に地震に伴う地盤の液状化現象は，飽和砂地盤が非排水条件下で繰返しせん断をうけること

により，過剰間隙水圧が上昇し有効拘束圧がゼロになった状態 

5.2.2 液状化による被害事例 

文献調査結果を表5.3に示す。収集情報としては，被害形態，地質，場所，誘因（地震），補

足的な内容とした。地質については，「砂質土」や「盛土」，「沖積平野」などとカテゴリーが

統一されていないが，文献で述べられている情報を忠実に記載することとした。2018年北海道胆

振東部地震による札幌市清田区里塚地区や2018年スラウェシ島地震による大規模な地盤流動のよ

うに，ある1被災事例について複数の文献が取り上げているケースが存在するものの，液状化に

よる被害事例を取り扱っている59文献，39被災事例を収集することができた。図5.2に，被害事

例の誘因の度数を示す。速報性の高い地盤工学研究発表会を対象としているため，2011年東北地

方太平洋沖地震や2016年熊本地震，2018年北海道胆振東部地震など，調査年度（2010年度～2022
年度）中に発生した地震による液状化被害事例を取り扱った文献が多いが，1964年新潟地震や

「その他」に含まれる1968年十勝沖地震のように，古い年代における被害事例を取り扱っている

文献も散見された。 
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図5.3，図5.4に，被害事例の主な地質，被害形態の度数をそれぞれ示す。地質と被害形態につ

いては，同一の被害事例を扱っている文献の重複を除いた39の被災事例について，該当のキーワ

ードを含む事例をカウントしている。「盛土（砂質土，火山灰質土）」や「沈下・傾斜」のよう

に，1地点で複数のキーワードを含むことがあるため，合計は39を超えている。地質については，

砂が過半数の21事例を占めており，盛土も10事例と25％近くを占めている。「その他」に含まれ

る地質としては，泥炭層や鉱滓，軽石，埋立土などが挙げられる。被害形態については，沈下が

過半数の21事例を占めている。「その他」に含まれる被害形態としては，路面のうねり被害や堤

防の陥没破壊，不陸，空洞化などがある。 
 

 
図5.2 被害事例の誘因の度数（重複を含む） 

 

 
図5.3 被害事例の地質の度数（重複を含まない） 

 

 
図5.4 被害事例の被害形態の度数（重複を含まない） 

表5.3 液状化による被害事例 

番

号 
文献

番号 
被害形態 地質 場所 誘因 内容 

1 122 
岸壁のせり出し

とエプロン部の

沈下 
埋立土 相馬港 

2021年福島県沖

地震 
 

14

7

12

8

3

11

0 2 4 6 8 10 12 14 16

2018年北海道胆振東部地震
2018年スラウェシ島地震

2016年熊本地震
2011年東北地方太平洋沖地震

1964年新潟地震
その他

誘
因

21
10

7
4

3
2
2

6

0 5 10 15 20 25

砂
盛土
シルト

火山灰質
旧河道

自然堤防
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地
質
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7
7

6
4
4

2
2

5
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沈下
傾斜
噴砂
流動
崩壊
亀裂

地すべり
クラック
その他

被
害
形
態
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番

号 
文献

番号 
被害形態 地質 場所 誘因 内容 

2 123  火 山 灰 質

土，砂質土 
札幌市清田区 

2018年北海道胆

振東部地震 
1968年，2003年の十勝沖地震でも液

状化被害が発生 

3 124 
地盤の流動・住

宅の沈下・傾斜 
盛土（火山

灰質土） 
札幌市清田区

里塚地区 
2018年北海道胆

振東部地震 
 

4 125 
地盤の流動・住

宅の沈下・傾斜 
盛土（火山

灰質土） 
札幌市清田区

里塚地区 
2018年北海道胆

振東部地震 
 

5 126  火 山 灰 質

土，砂質土 
札幌市清田区 

2018年北海道胆

振東部地震 
 

6 127 
地盤の流動・住

宅の沈下・傾斜 
盛土（火山

灰質土） 
札幌市清田区

里塚地区 
2018年北海道胆

振東部地震 
 

7 128 
地盤の流動・住

宅の沈下・傾斜 
盛土（火山

灰質土） 
札幌市清田区

里塚地区 
2018年北海道胆

振東部地震 
 

8 129 
地盤の流動・住

宅の沈下・傾斜 
盛土（火山

灰質土） 
札幌市清田区

里塚地区 
2018年北海道胆

振東部地震 
 

9 130 
地盤の流動・住

宅の沈下・傾斜 
盛土（火山

灰質土） 
札幌市清田区

里塚地区 
2018年北海道胆

振東部地震 
 

10 131 
地盤の流動・住

宅の沈下・傾斜 
盛土（火山

灰質土） 
札幌市清田区

里塚地区 
2018年北海道胆

振東部地震 
 

11 132 斜面崩壊 火山灰質土 
北海道勇払郡

厚真町 
2018年北海道胆

振東部地震 
 

12 133 
路面の沈下・陥

没，噴砂 
埋戻し土 

札幌市東区・

北区 
2018年北海道胆

振東部地震 
 

13 133 

堤 防 法 面 の 沈

下，側方流動に

よる護岸のはら

み出し 

不 明 （ 盛

土？） 
石狩市・石狩

放水路堤防 
2018年北海道胆

振東部地震 
 

14 133 
噴砂とアスファ

ルト面の亀裂 
砂質シルト 苫小牧西港 

2018年北海道胆

振東部地震 
 

15 133 噴砂と沈下 
不 明 （ 盛

土？） 

むかわ町・鵡

川橋付近の堤

防 

2018年北海道胆

振東部地震 
 

16 134 
大規模な地盤流

動 
沖積平野 

イ ン ド ネ シ

ア・スラウェ

シ島 

2018年スラウェ

シ島地震 
 

17 135 地盤流動  
イ ン ド ネ シ

ア・スラウェ

シ島 

2018年スラウェ

シ島地震 
 

18 136 
大規模な地盤流

動 
扇状地の末

端部(砂質土) 

イ ン ド ネ シ

ア・スラウェ

シ島 

2018年スラウェ

シ島地震 
 

19 137 
大規模な地盤流

動 
砂礫層・シ

ルト層 

イ ン ド ネ シ

ア・スラウェ

シ島 

2018年スラウェ

シ島地震 
 

20 138 
大規模な地盤流

動 
砂とシルト 

イ ン ド ネ シ

ア・スラウェ

シ島 

2018年スラウェ

シ島地震 
 

21 139 
大規模な地盤流

動 
砂とシルト 

イ ン ド ネ シ

ア・スラウェ

2018年スラウェ

シ島地震 
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番

号 
文献

番号 
被害形態 地質 場所 誘因 内容 

シ島 

22 140 
大規模な地盤流

動 
砂質土 

イ ン ド ネ シ

ア・スラウェ

シ島 

2018年スラウェ

シ島地震 
 

23 141 住宅の不同沈下 
自 然 堤 防

（砂質土） 
熊本市 2016年熊本地震  

24 142 側方流動 砂質土 
秋津町秋田地

区 
2016年熊本地震  

25 143 
側方流動・家屋

全壊 
旧河道 

秋津町秋田地

区 
2016年熊本地震  

26 144 側方流動 砂質土 
秋津町秋田地

区 
2016年熊本地震  

27 145 
路面のうねり被

害，段差・亀裂 

旧河道部・

砂利採取場

跡など 
九州自動車道 2016年熊本地震 

うねり被害が発生した箇所とは，路

面がうねるように沈下している箇

所，沈下していない箇所が連続して

いる範囲のことを指す。 

28 146 
低 層 建 物 の 沈

下・傾斜 
砂質土 

熊本市近見地

区 
2016年熊本地震  

29 147 
低 層 建 物 の 沈

下・傾斜 
砂質土 

熊本市近見地

区 
2016年熊本地震  

30 148 噴砂・地割れ 自然堤防 熊本市南区 2016年熊本地震  

31 149 地すべり 乙ヶ瀬軽石 
火の鳥地区地

すべり 
2016年熊本地震 

最大加速度 450.6Gal の地震により，

ACP4 層内で過剰間隙水圧が発生

し，ACP4 層のせん断抵抗が低くな

ることで，土塊の自重および地震の

慣性力によるせん断力に耐えきれず

地すべりが発生したものと推測され

る。 

32 150 
建物の沈下・傾

斜 
砂質土 熊本市南区 2016年熊本地震  

33 151 噴砂・地割れ 砂質土 
白川河口部付

近の堤防 
2016年熊本地震  

34 152 
天端の沈下・縦

断クラック，噴

砂 

シルト混じ

り砂・火山

灰質細砂 

加勢川水門脇

の堤防 
2016年熊本地震  

35 153 
住宅の沈下・傾

斜 
埋立土 千葉市美浜区 

2011年東北地方

太平洋沖地震 
 

36 154 地盤沈下  茨城県水戸市 
偕楽園 

2011年東北地方

太平洋沖地震 
 

37 155 
農業用管路の不

陸 
砂質土 

福島県須賀川

市外 
2011年東北地方

太平洋沖地震 
 

38 156 路面下の空洞化 砂質土 
東京都新木場

地区 
2011年東北地方

太平洋沖地震 
 

39 157 
河川堤防の流動

破壊 
砂 質 シ ル

ト・粘性土 

千葉県印旛郡

栄 町 請 方 地

先 ， 中 谷 地

先，三和地先

の利根川右岸

河川堤防 

2011年東北地方

太平洋沖地震 
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番

号 
文献

番号 
被害形態 地質 場所 誘因 内容 

40 158 
河川堤防の流動

破壊 
砂 質 シ ル

ト・粘性土 

千葉県印旛郡

栄 町 請 方 地

先 ， 中 谷 地

先，三和地先

の利根川右岸

河川堤防 

2011年東北地方

太平洋沖地震 
 

41 159 盛土の沈下 
盛土支持地

盤 
成田線安食・

小林間盛土 
2011年東北地方

太平洋沖地震 
 

42 160 
家 屋 の 不 同 沈

下・傾斜 
盛 土 （ 山

砂） 
神奈川県 

2011年東北地方

太平洋沖地震 
 

43 161 
住宅の沈下・傾

斜 
砂質土（三

角州） 
柏崎市松波 2
丁目 

2007年新潟県中

越沖地震 
 

44 162 
堤防の沈下・ク

ラック 
盛土 

信濃川，鯖石

川 
2007年新潟県中

越沖地震 
 

45 163 盛土の流動崩壊 盛土 
能登有料自動

車道 
2007年能登半島

地震 
 

46 164 噴砂 シルト 
弓ヶ浜北部竹

内地内 
2000年鳥取西部

地震 
 

47 165 堤防の沈下 沖積砂質土 
淀川左岸の酉

島地区 
1995年兵庫県南

部地震 
 

48 166 盛土の沈下 泥炭層 
釧 路 川 左 岸

KP9.85 
1993 年釧路沖地

震 
 

49 167 
泥流を伴う大規

模地すべり 

風成シルト

層 （ レ ス

土）：崩壊

性土 

タジク共和国 
1989年タジク地

震（M5.5） 

原因は，数年にわたる灌漑によって

湿った多孔質のレス質シルトがコラ

プス現象を起こし，これに地震力が

加わって大規模地すべりが生じたも

のと考えられている。 

50 168 盛土の崩壊 シルト質砂 
千葉県長南町

長南中学校 

1987年千葉県東

方 沖 地 震

（M5.5） 

原因としては，盛土部で発生した液

状化のため地盤が変状し，そのため

に斜面崩壊や亀裂などの被害となっ

たと考えられている。 

51 169 
溜池堤体の亀裂

や沈下 
砂質土が多

い 
青森県内の溜

池 
1983年日本海中

部地震 
 

52 170 
ダムの液状化と

堆積物の流出 
鉱さい 

持越鉱さいダ

ム 
1978年伊豆大島

近海地震 
 

53 171 
盛土の崩壊（枝

谷の軟弱地盤箇

所） 

細砂を主体

とする砂質

土 

青森県

（STA.648+300, 
STA.671+600） 

1968年十勝沖地

震（M7.8） 

盛土法面の崩壊の原因は，地震直前

の豪雨により砂質土からなる法面

は，含水飽和の状態になっていて，

これに変位振幅の大きな地震動が比

較的長い継続時間作用したため，法

面内に間隙水圧が増大し，せん断抵

抗が著しく低下し，液状化の崩壊を

生じた。 

54 159 盛土の沈下 下部盛土 
羽越線出戸・

西目間盛土 
1964年新潟地震 

羽越線の事例は泥炭土上の盛土が沈

下し盛土のり尻に滞水して下部盛土

が液状化したと推定され，その他は

盛土支持地盤の液状化に起因する沈

下と考えられている。 

55 159 盛土の沈下 
盛土支持地

盤 
越後線白山・

関屋間盛土 
1964年新潟地震  
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番

号 
文献

番号 
被害形態 地質 場所 誘因 内容 

56 172 

建物の全半壊や

沈下・傾斜，地

盤の亀裂，地割

れなど 

盛土地に属

する旧河道

域で被害が

多いとされ

ている 

新潟県 1964年新潟地震 

1964 年の新潟地震の被害記録より，

建物被害面積と地盤変状長さをトレ

ースし，50m メッシュ毎に被害を定

量化し，両方の被害を総合した被害

評価を試みた。 

5.3 土木学会地震工学研究発表会 

本節では，土木学会地震工学論文集に掲載された文献の中で液状化現象に関連する用語をまと

める。調査対象の文献は，1957年～2020年に掲載された文献のうち，液状化に関連する文献173)
～380)である。なお，分類方法については，調査者の主観にもとづき判断していることに留意さ

れたい。 

5.3.1 統計結果 

(1) 液状化の定義 

表5.4に文献中に用いられた液状化の定義を示す。これらを分類すると，①過剰間隙水圧比の

大きさで液状化の発生を定義したもの，または，②両ひずみ振幅の大きさで液状化の発生を定義

したものに分けられる。多くの文献では，「液状化」という用語を定義せずに用いていた。これ

は，液状化現象自体が一般的に認知されていることに起因しているからかもしれない。 
 

表5.4 文献中に用いられた液状化の定義 

文献番号 定義  

174 ①，② 
（中略）一般に液状化現象とは，地下水位下にある砂地盤の間隙水圧が，何
らかの原因で上昇していわゆる過剰間隙水圧を生じ，砂の粒子と粒子を圧す
る有効応力が消滅して，砂地盤がせん断抵抗力を失う現象をいう。 

357 ① 
（中略）液状化は非排水に近い条件下での繰返しせん断履歴に対するダイレ
イタンシーの累積によって生じる。 

359 ② 
（中略）両振幅せん断ひずみ DA=2%となった状態を「液状化」として取り
扱う 

360 ①，② 
（中略）地震発生中における地盤の過剰間隙水圧の上昇に伴うせん断抵抗の
低下（中略） 

(2) 液状化のメカニズム 

図5.5に，文献に記載された液状化メカニズムの割合を示す。メカニズムを記載している文献，

および，メカニズムに関する明確な記載がない場合であってもその記載から著者が考えるメカニ

ズムを判断できる文献のみをカウントしている。図中の番号は，本章の初めに定義した液状化メ

カニズムの番号に対応する。なお，図の結果は，実被害報告および模型実験結果報告の両方を含

む。また，同一文献において，メカニズム①および②の両方が記載されている場合など，複数の

メカニズムを報告している場合，それぞれを一回としてカウントした。 
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総数 n = 51 

図5.5 液状メカニズムに関する統計結果 

 
過剰間隙水圧の発生（番号①）が最も多く，次いで，粒子の噛み合わせが外れる（番号②）が多

かった。複数の文献では，上記の両方のメカニズムを合わせて液状化現象を説明していた。また，

噴砂に関する記述のある文献では，ボイリング現象（番号③）と説明するものが多かった。 

(3) 被害形態 

図5.6に，文献に記載された実被害における被害形態を示す。文献には，「宅地の沈下」や

「盛土の沈下」等の記載がされていたが，ここでは構造物を区別せず，沈下に関連する記載があ

った場合にはそれらを一つにまとめている。また，傾斜による被害についても，多くの記載が沈

下と並べて記述してあったことから沈下・傾斜と一つにまとめている。斜面被害については，崩

落，崩壊，すべり破壊等の表現が用いられていたが，ここではそれらの被害を斜面崩壊・地すべ

りにまとめている。 
 

 
総数 n = 35 

図5.6 被害形態に関する統計結果 

「沈下・傾斜」および「斜面崩壊・地すべり」による被害形態を合わせると全体の50%を超え

た。住宅地での液状化現象による被害が多く報告されていること，および，斜面被害・地すべり

が発生すると被害が拡大する傾向にあることなどが理由に挙げられる。また，側方流動による被

害報告は全体の20%であった。「マンホール・側溝の浮き上がり」および「噴砂」による被害は

61%
19%

12%

8%

過剰間隙水圧の発生（番号①）

粒子の嚙み合わせが外れる（番号②）

クイックサンド・ボイリング（番号③）

上向き浸透流（番号④）

31%

20%14%

26%

6%

3%

沈下・傾斜

側方流動

噴砂

斜面崩壊・地すべり

マンホール・側溝の浮き上がり

その他
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合計で20％であり，報告された被害形態としては少数であった。 

(4) 液状化，流動，その他液状化現象に関連する用語 

表 5.5～表 5.7 に，文献中に用いられた液状化，流動およびその他の液状化現象に関連する用語

を示す。「突発的液状化」，「不完全液状化」，「中間液状化」，「初期液状化」，「完全液状

化」は，状態を表す用語として使われており，「複数回液状化」および「再液状化」は現象を表

す用語として用いられている。「流動」および「流動状態」は，状態を表す用語として用いられ

ており，「流動化」は現象を表す用語として用いられている。流動圧および流動力は，構造物に

作用する液状化現象により流動した土の土圧の意として用いられている。その他液状化現象に関

連する用語については，主に液状化により構造物等に生じた現象を表す用語として，それぞれ用

いられている。 
 

表5.5 文献中に用いられた液状化に関連する用語 

用語 
文献

番号 
引用部分 

突発的液状化 174 

（中略）後者は地震によって砂地盤が突発的に流動化する場合などであって，

砂のせん断抵抗が正常な値から0近くにまで急激に減少したために生じるもの

で，このような現象を突発的な液状化と言い，浸透水圧の増大が直接の原因で

あるクイックサンドとは通常区別して取扱われる。 
不完全液状化，中

間液状化 
180 

（中略）地盤の液状化する過度的な状態（不完全液状化）。（中略）軟化（不

完全液状化）するだけで，完全に液状化しない。 

初期液状化 

182 
液状化の定義としては，過剰間隙水圧が有効応力と等しくなった時点を初期液

状化とし，（中略） 

197 

（実記録＋数値解析）ワイルドライフの地震記録：解析で過剰間隙水圧比が１

に達した時点を「初期液状化」とし，その後を「液状化後」とした。液状化後

の波形の長周期化が表現できるのは有効応力解析のみ（等価線形解析で液状化

後の残留せん断剛性を1%,2%にするとちょっとよい）（中略） 

完全液状化 

180 （中略）液状化すると応答は見られなくなる。（応答波形の特徴から判断） 
181 （中略）完全液状化時には有効上載圧がゼロになることが分かる。 
182 （中略）軸ひずみが両振幅で10%となった時点を完全液状化とした。 

185 
（中略）盛土周辺の地盤では，0.7～1.0と高く，特に周辺地盤においては完全液

状化の状態に近いことが分かる。 

複数回液状化，再

液状化 

321 
（中略）（1993年と2007年能登半島地震）飯田港では液状化が認められなかっ

たが，鵜飼漁港，正院町熊谷，正院町正院で数十メートル程度の範囲のほぼ同

地点で再液状化が認められた。 

359 
（中略）短期間に複数回発生したマグニチュードの大きい地震によって同一の

地点が複数回液状化する現象（中略） 

364 
（中略）過去に液状化した地盤で，地下水に流れが存在する環境で堆積する地

盤は，ゆるく堆積して液状化しやすい。 
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表5.6 文献中に用いられた流動に関連する用語 

用語 
文献

番号 
引用部分 

流動， 
流動化， 
流動状態 

6 

（中略）飽和砂が振動を受けるとき，砂の間隙比がある限界値以下であれば安定を保

つ。しかし，限界値以上であれば粒子の再配列を起こし，より強固な粒子骨格を形成

し，間隙比は減少する。この限界値は砂の種類，振動の加速度等の関数と思われる。

透水性の悪い砂で粒子の再配列が急激に行われたとすると，間隙水の流出が間に合わ

ず，砂粒子は水で支えられた形となり，流動状態にいたる。 

6 
（中略）この点は飽和状態ではほぼ流動化する場合に相当する。つまりこの点におい

て砂粒子の構造が変化し間隙水圧の上昇が生じるため，流動化するのではないかと考

えられる。 
360 （中略）地震終了後に地盤の支持力が低下した状態が継続すること。 

流動圧， 
流動力 

256 
地盤が側方に流動し，橋脚がそれに伴う側方流動圧を受けて水路側に移動したためと

考察されている。 
 

表5.7 文献中に用いられたその他の液状化現象に関連する用語 

用語 
文献

番号 
引用部分 

液状化フロ

ント 
375 

（中略）激しい波浪負荷を受けた海底砂質地盤が液状化し，液状化領域が地盤深部へ

と伝播していく現象。 
水膜現象

(Water Film 
Effect) 

232 
（中略）透水性の低い層に液状化に伴う上昇流の流れが阻害されて水膜ができる現象

を1g 模型実験で再現した。 

揺れ込みせ

ん断変形 
380 （中略）防波堤本体の沈下 → 基礎地盤の「揺れ込みせん断変形」 

浮き上がり 290 
（中略）Dr＝90%の浮き上り。埋戻し土が液状化しても液状化強度，累積損失エネル

ギーが大きければ液状化は生じない。 

過剰間隙水

圧の再分配 
363 

（中略）低透水層を有する地盤が地震動などによって加振されると，間隙流体が低透

水層と直下の砂層境界部で停滞し，土粒子と間隙流体が再分布する。流体が停滞する

層のせん断抵抗力は低下する。 

5.3.2 主な用語の使われ方 

表5.5～表5.7に示すように，異なる用語であってもその内容が似通っている場合が多い。液状

化現象や実験結果を説明するときに，書き手の解釈で各用語を用いているためと思われる。表

5.8および表5.9に，文献中に用いられた用語および被害形態の種類をまとめる。 
 

表5.8 文献中に用いられた用語のまとめ 

用語 用語 

液状化関連 
液状化，液化，突発的液状化，不完全液状化，初期液状化，完全液状化，完全な液状

化，完全液状化土，中間液状化，複数回液状化，再液状化，液状化度，液状化フロン

ト，液状化抵抗強度，液状化の時間経過 

流動関連 
流動，流動化，流動状態，流砂，側方流動，側面流動，側方移動，地盤流動，地盤流動

化，流動圧，流動力，流動特性，流動現象，流動破壊 

地盤変位関連 
永久変位，残留変位，沈下，地盤ひずみ，流動変位，側方流動変位，側方流動量，水平

残留変位，残留変形量 

メカニズム関連 

サイクリックモビリティ，臨界間隙比，過剰間隙水圧の再配分，限界せん断ひずみ，累

積損失エネルギー，繰り返しエネルギー強度，速度依存性，水平地盤反力係数，不整形

性，局所的増幅特性，相変化，粒子破砕，土粒子の沈降，限界状態，固結力，土粒子間

固着力，平均骨格応力，多繰返し領域，初期有効応力 

現象関連 
クイックサンド，浮き上がり，噴砂，即時沈下量，水膜現象，残留変形，揺れ込みせん

断変形，液性状態，軟化 
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表5.9 文献中に記載された被害形態の種類 

 被害形態 

実被害 

噴砂，川への側方流動（移動），埋設管路の被害，杭基礎構造物の傾斜，道路橋，鉄道橋

の流動，杭基礎構造物の被害，境港の液状化現象の再現，埋立土の沈下，盛土の流動すべ

り，壁体の前傾，盛土の崩落，堤防の縦断亀裂，はらみだし，すべり破壊，宅地の隆起，

噴砂，宅地のり面，自然斜面の滑落・崩壊，盛土の斜面崩壊，流れ盤すべり，斜面崩壊

（受盤，流盤，黄盤），斜面崩壊（表層崩壊，岩盤崩壊，盛土崩壊），側方流動，亀裂，

地盤沈下，不同沈下，マンホールの浮上，傾斜，沈下，地すべり，大量の噴砂，戸建て住

宅，電柱などの傾斜，不同沈下，道路の沈下・亀裂，埋設管・水路の浮き上がり，護岸堤

防のはらみ出し・沈下，ゆすり込み沈下，側溝の変形，浮き上がり，大規模な噴砂，住宅

の傾斜，沈下 

模型実験 

埋設管の側方流動による被害，ケーソン岸壁の変位，側方流動による杭基礎構造への影

響，ケーソン支持力喪失 ，背面地盤の流動，斜面崩壊，護岸の移動に伴う橋脚基礎への影

響，地中管路の変位，ケーソン基礎の水平移動，混成式防波堤の沈下，下水道管渠に浮上

り力，既設石油タンクの沈下，支持地盤の液状化に伴う盛土の沈下，液状化時に杭に作用

する力 
数値解析 直接基礎の沈下，河川堤防の沈下，埋設管被害 

 
 
 
 
173174175176177178179180181182183184185186187188189190191192193194195196197198199200201202203204205206207208209210211212

213214215216217218219220221222223224225226227228229230231232233234235236237238239240241242243244245246247248249250251252253

254255256257258259260261262263264265266267268269270271272273274275276277278279280281282283284285286287288289290291292293294

295296297298299300301302303304305306307308309310311312313314315316317318319320321322323324325326327328329330331332333334335

336337338339340341342343344345346347348349350351352353354355356357358359360361362363364365366367368369370371372373374375376

377378379380 
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